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A Study on Bus Transport Planning Method

with Elastic Demand

by Syoshi MIZOKAMI

Synopsis

Bus would be the only public transport devise which can provide services

flexibly responding to the changes of spatial demand distribution･ tlowever,

methods for forecasting bus demand, which is an inevitable information for

bus service planning, has not yet been established. In the practical

planning, the key factors such as routes and their frequencies have been

determined depending on only the accumulated experiences of individual

planners. Hence, it seems that the bus transport has no.t played its

essential role in
urban public transport systems.

From this point of view, this paper aims ･to
develop a forecasting method

of bus demand and a systematic planning method for bus servlces･ The

contents of the paper are summarized as follows･'

Cbapter 1 presents the aim of this study on bus transport planning wltb

elastic demand.

Chapter 2 discusses a forecasting model for equlllbrlum demand ln a

muユti-modal network of car and bus transport with elastic modal split and

its practical application method. In tbls model, the equilibrium is

formulated as a variational inequality so as to represent different norms

of mode and route choices in the first step, which cannot be treated by

Beckmann-type model. And then the formulation is transformed as a Beckmann-

type model to be suitable for numerical calculation. The model can

slmultaniously determine veigbts of mode choice factors together with

equilibrlun flows by mode, using observable mode cbolce demand data. In

order to verify this methdd, we apply it to a real multl一皿odal urban road

network in city of Toyota. The goodness of fit of calculated demand to

actual one, stabllity of parameters as well as tractability of the model

for forecasting were tested with a good result.

In chapter 3, we develop a model which determines bus service levels

considering usersl travel behavior ln muユti-modal road network･ This model

ls formulated as a 2-levels Stackelberg planning problem･ The optimal

solutions of the sub-optimization problems represent the network equili-

brium conditions by mode (car and bus) under a given bus service level.

The solutions of the main optimization problem are bus service levels so as



to maximize the usersT benefit in the urban transport system under the

traffic equilibrium conditions by mode･ In order to solve this model} we

first prove the convexity of sub-optim土zatlon problems and then replace

them with their Kuhn-Tucker-s conditions. We also develop an algorithm to

search the optimal solutions. In a model network, the applicabillty of

this model is verified.

Chapter 4 discusses

feeder bus services;

swltchlng behavior by

Parallely mode-choice

cross-section data of

are proved to be

forecast rail-feeder

Secondly, we develop

dlsaggregate bus demand models for planning of rail-

Flrstly we carry out the emprlcal analysis of mode-

a dlsaggregate model using traveler†s intention data･

behavior ls analysed by another model using observed

modal choice. Having compared, mode-switching models

more effective than mode-cbolce models in order to

bus demand in a short range bus service planning･

a planning system of rail-feeder bus routes and their

frequencies vblch incorporates the disaggregate bus demand models for mode-

switchlng･ By applying the model to an area where raiトfeeder bus service

ls provided, the properties of the dlsaggregate models for mode-switching

are examined and appllcabllity of the rail-feeder bus_ transport planning

system are verified.

Flnally ln chapter う, the results obtained from this study and the

problems remained for the future research are sumarized as the conclusion.



本市における公共交通輸送体系の中で､バスは鉄道に比較すると容量が小さく速度も遅いが､韓緑

禍や運行速度の設定が容易であり､計画対象地域の適格や需要の実情に応じた面的なサービスを供給

できる唯一の公共交通機関として重要な輸送機能を分担している.しかし､バス輸送需要を正確に予

測するための有効な手法は今だ開発きれていない｡また､バス輸送サービス計商は従来､経験や勘に

たよってその策定がなされており､蒔辞禍や運行窮度は実際の需要に対して後追い的に決定されてい

るのが実情である｡環在､バス輸送はその本来的な輸送機能を十分にはたすまでには至っていないと

いえよう.このような状況の申で最適なバス輸送サービス設計とまではいかないまでも､より合理的

なバス輸送サービス計画をシステマティックに見い出す科学的な計両策定手法､およびバス需要予測

手法が開発きれることが強く望まれている｡

本研究では以上のような問題意識から､敵むへの幹緑輸送機能や鉄道駅までの端末輸送機能などの

各バス蒔緑網の輸送機能に応じたバス輸送サービス計画の策定方法と､バス輸送サービスの変化に伴

うバス分担需要変動をバス輸送サービス計画開魔で考慮する方法とに着目し､分担甫要変動型交通均

衡理論に基づくバス需要予測手法､均衡交通需要変動を考慮した最適^'ス輸送計商策定手法､非集計

手段転換モデルを需要閑散とした端末バス輸送計画の策定手法の開発を行ってきた｡さらに､これら

の手法をバス蒔線網を有する実際の道路網に適用した結果､比較的適用性の高いものであることが認

められ､計画対象とするパス輸送ネットワークの輸送機能に応じた計画策定アプローチと′ヾス青雲予

測手法の効果的な組みあわせを見出すという当初の目的をある程度達成できた｡本研究の成果が交通

需要分析やバス輪送計画に何等かの貢献をし､さらに今後の研究の発展方向を示唆するものになれば

本望である｡

本研究を遂行するに当っては､多くの方々から御指導ならびに御援助を賜った｡まず､始終､御指

導と御便捷をいただいた名古屋大学工学部河上省吾教授に対して深甚なる謝意を表する｡本テーマを

もとに研究を開始して以来今日まで､同教授の有益な卸示唆を受け､その研究姿勢に接することがで

きたことは､筆者にとって大きな幸せであった｡同教授の存在なくしてはこの研究は完成しえなかっ

たと思われる｡同様に､本研究の内容について貴重なコメントをいただいた名古屋大学工学部高木不
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弟1章 序論

1. 1 本研究の目的と意義

公共交通機関健先の立場にたった総合交通体系確立の方針が都市交通計画策定の基本原則として打

ちだされてから既に久しい.近年では､省エネルギーや環境保全などの視点からも､バスや鉄道､也

下鉄､その他のマストランジットのような公共交通機関の輸送機能を見直し､その整備拡充をはかる

べきであるという声が高まっている｡

これらの公共交通機関は､それぞれの能力と特性を生かしっっ､相互に有機的一体的にきめ細かい

役割分担を行って公共交通輸送網を形成する必要がある.そのなかでバスは鉄道や地下鉄に比較して

容量が小さく速度は遅いが､堵線禍の設定が容易であり､対象地域の実状や需要に応じた面的なサー

ビスを供給できる唯一の公共交通機関である｡たとえば名古屋市は公共交通機関の輸送体系とバスの

役割を以下のように規定している(名古屋市交通問題調査会, 1981) 0

① 鉄道､および地下鉄は､基幹的交通機関としてそれぞれ地域的な分担を行いっつ基幹輯緑網を形

成し､線的な交通に対処する｡

② パスは基幹略線網との競合を避け､市民の住居､あるいは都市施設と基幹韓緑とをきめ細かく結

び､面的な交通に対処する｡

③ バスのなかでも一部の輯緑は､基幹バス､幹線バスとして基幹鴇緑術の一部を構成する機能を持

たせるものとする｡

このようなバス輸送に対する新たな方針に基づく整備拡充にもかかわらず､名古屋市営バスの利用

需要は1964年をピークにして減少してきている(図1. 1参照)
.バス利用需要減少の主たる原因は､

マイカーの増加に起因する適格混雑による運行効率の低下､特に走行速度の低下や定時性の確保の困

難さにより､バスサービス水準が他の手段に比較して相対的に悪化したことにあると考えられる.ま

たそれと同時に､ ①-③のように規定されたパスの輸送機能を効果的に達成するようなバス輸送計画

の策定が実際にはなされていないことにもその原因があるといえよう0

バス輸送計画問題(ここでは､バス系統網と各系統の運行塀度の設定計画に限定して考えち)は､

数理的には､バス系統網については0
-

1整数､運行塀度については実数を解にもっ混合整数計画問

塩であり､これら2っの決定項目を同時に解く効率的な解法は未だに開発されていない｡また､代替

案の評価も多岐の項目にわたってなされるべき問題である｡そのため､従来､バス輸送計画を行うの

に､主として以下の5っのアプローチが採用されてきている.

(1) Manual:バス輸送計画策定者の直観と経験に頼って､バスネットワークとその運行椀度を手作業

で設定する方法｡

(2) Market Analysis Project:バス利用OD調査や家庭訪問調査による環況データと照合させなが

･-
1

I---



ii

jiR

l

(人)

60(刀

5000

400

30α)

≡巨一三..

(万人)

7a].

了了

了

刀

60

乗車人員

■一≡■ /
(h)

L=′~れ

(両)

2000

75(X)

】
1000

500

王室T:,1.

iia
職員数

/
/

′一+

〉ヽ一■ヽ一■

/.

′---一~~~

′

在籍車両..
一■

-一一､--､､

ヽ
ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

､
､
､

IW

#^
_.〆ク

童-:A..

㌔

I--I______Jし′U

g/,,/ ＼ Ann

-i//

乗車人員>

ーrし′■ー′

/ ＼
19.6019651970197519.80%3#0+0日

図1. 1名古屋市営バスの利用需要の推移



らバス輸送計画代替案の設定を行うものの､それらは手作業でなされる｡

(3) Systems thalysjs:バス系統裾とその運行額度代替案は計画策走者によって設定されるが､それ

らの代替案は計算機を用いた評価モデルによって分析されるような､計算機を基礎とした計画策定シ

ステム｡

(4) SysteTW FInalysis ujth interactive Graphics:より多くの計画代替案を短期間のうちに効率的

に比較､評価するために､ Systems fhalysjsの結果の出力や分析に必要なデータの入力媒体として､

InteractiveなGraphjcsシステムを用いる計画策定システム.

(5) M8thematjcal: 最適なバスネットワークを構成するために､数学的技術､特にORの技術を援

用する計画策定システム｡

これらのアプローチの利点､欠点などについて､ Chua(1984)は表1. 1に示すように要約してい

ち.これらのアプローチのなかで我々が興味を持っのは(3)-(5)のアプローチであり､特に､ (5)

に示したMatheTnatjcalなアプローチは､将来のいっの日か､より環実的でかっ大規模なバス輸送計

画問題に対しても論理的､数学的アプローチならではの貢献をすると考えられる｡

バス輸送計画策定の際に､上記のいかなるアプローチを採用したとしても重要になるのは､バス輸

送サービスの変化に対応する需要変動をどのように計画策定システムのなかで取扱うかという問題で

ある｡バス輸送計画策定システムの申で需要変動を考慮する方法としては以下に示すような方法があ

る｡

(1)固定型需要:バス輸送サービスの変化にかかわらず､現況のバス利用OD表をそのまま使用する

方法(森地･岩井･鈴木,1975;枝村･森津･松田･土井,1980;天野･銭谷･近東,1983) 0

(2)集計確率分布型需要:バス利用需要をあらかじめ確率分布関数で与えておくか､バス利用需要を

需要関数を通して確率変数で与えられる発生･集中ゾーン特性やゾーン間サービス特性の関数である

確率変数と考える方法(Nestjn,1974; Chatterjee and Sinka,1976;河上･帝上,1984) .

(3)非集計型需要:個人の交通行動に関するクロスセクション実態データ､あるいは意識調査による

意識データを用いて､非集計型交通行動モデルにより個人の行動確率に基づいた需要関数を同定して

おく方法｡

(4)需要変動型均衡交通需要:連行塀度などのサ-ビス供給水準や交通需要に依存するサービス要因

の水準と独立した需要を仮定するのではなく､バス輸送サービス計画策定者のサービス供給水準や設

定された道路網などによって決まる交通パフォーマンス曲線とバス利用需要曲線との交点で均衡交通

需要と均衡サービス水準を決定する方法｡

これらの方法のなかで､同一道路ネットワーク上を自動車と共用するようなバス輸送計画を行う場

合､我々が最も興味を抱くのは､ (4)の需要変動型均衡交通需要としての需要の取扱いである｡その

理由は､バス輸送施設投資による交通需要の予測と効果の評価に当って､ (1)-(3)の方法が次のよう

-･･
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表1. 1 バス輸送計廟のアI-j'ロー--チとその特徴

アブロ-チ 利点 欠点 利用対象

Manual

Market

Analysis

Project

Sys tens

Analysis

Sys tens

Analysis

With

lnteractjve

Graphics

MatheTnatical

L

Jゝ

i

簡便
安価
専門的な技術をほとんど必要とし
ない

システマチック

縫合的

比較的安価

システマチック

比重受的簡便
それほど高価にはならない
多目的評価が可能

システマチック

多くの代替案の検討が可能
計画策定結果の表現に優れている
計算結果の出力が少なくてすむ

システマチック

多くの代替案を検討できる
計画決定が瞬時にできる

現況のバスシステムに依存せずに
計画決定ができる
最適システムを作成可能

当面の問題だけに対処

入力として多くのデ-タを必要とする
総合的な計画を策定するのが困難

Systems Analysjsに類似したアプローチ
に過ぎない
大規模都市ネットワークには非実用的

検討できる代替案の数は多くない
計画決定のための期間が長期化する
計画策定の結果の出力が膨大になる
現況ネットワークに結果が依存しやすい
膨大な入力データを必要とする

非常に高価になる
Systems ATnalysjsに比べて幾分､総合的
でなくなる

現況ネットワークに結果が依存しやすい

マン-マシンシステムを用いることによ
り､検出できない問題点が内在する恐れ
がある

高価になる場合もある
Systems Fhalysjsほどは総合的ではない
かなり計算が複雑で難易度が高い
技法については開発の途中にある

小都市域
小規模パス系統
簡単なバスネットワーク
極めて短期の計画

ネットワ-クの微調整計画

小都市域

バスの運用計画
郊外書臥 または都市間ネットワーク
小規模バスネットワーク

申､大細市域
中期運用計画
複雑なネットワークに対処できる
多くのバス系統網
長期の概念的基本計画

それほど詳細ではない計画

使用きれるモデルによって､短期から
長期まで･､小都市域から大林市域まで

の計画に適用可能
比較的複雑なバスネットワ-ク

短､中期の計画
小､中境模の都市域
全く新規のバスネットワークに適用可

バスシステム計画

注)出典.･ T.A.Chua(1981)



な問題点を持っているためである｡交通サービス変化に伴う交通需要は､バス輸送サービス供給水準

や道韓網の容量などによって決定される交通パフォーマンス曲緑と､人がそのサービス水準であれば

交通を行っても良いと考える冶トリップ数の軌跡である需要曲線との均衡点で決定されるはずである｡

この点は､人が交通を行うに当っての支払い意志額に相当するコストを示し､また､その額までなら

支払っても交通を行うという人の捻和､つまり交通需要量を表すものである｡それにもかかわらず,

(1)-(3)の需要予測手法では､バス輸送サービス変化後のサービス水準があらかじめ判明していなけ

ればその需要量を求めることができない｡したがって､ (1)-(3)の需要予測手法を用いた場合には､

バス輸送施設の投資効果も､交通需要と同様にサービス供給水準や道輯網容量などによって決定され

る交通パフォーマンス特性値とは全く無関係の値として求められてしまうoそのため､正確な交通甫

要の予測と効果の測定ができない｡以上のような理由から,需要変動型均衡交通需要を内的に考慮で

きるバス輸送計画策定システムは､ (1)-(3)の需要予測手法を導入した計画策定システムに比べては

るかに大きな説得力を持っ計画策定システムとなりうる｡

しかし､需要変動型交通均衡問題はそれ自体が極めて難度の高い研究課簸であり､対象とする道韓

ネットワークの規模や競合する交通手段の走行特性などの要因によっては､バス輸送計画策定システ

ムのなかで需要変動型交通均衡問題を内的に考慶する有用性が逆に失われる場合もある｡また､計画

対象バスネットワークが地域全体の公共交通輸送体系の中ではたす役割によっては､バス利用需要を

規定する要因として､交通需要に依存する交通パフォーマンス要因以外の要因､たとえば定時性や乗

り換え回数などのサービス要因や傭人の社会経済的特性などの詳細で多様な要因が交通パフォーマン

ス要因に卓越する場合もあると考えられる｡そのような場合には､需要変動型交通均衡を考慮するこ

となく､多様なサービス要因の変化に対する感度が高いと言われている非集計型需要予測モデルを内

在する計画策定システムを適用した方が有効であると考えられる｡

以上のような認識の上にたって､本研究ではバス需要予測手法とバス輸送計画策定手法の開発に関

して以下のような視点から理論的研究､実証的研究､実用的なモデル開発に関する研究を行っている｡

① 需要変動型交通均衡理論に基づく交通需要予測手法の確立と､実際の都市交通需要分析-の適用

可能性の検証を行う｡

② 分担需要変動型交通均衡を考慮した最適バス輸送計画策定手法の開発と､その実用可能性の検封

を行う｡

③ 意識データを用いた非集計手段転換モデルの鉄道端末バス需要閑散としての適用可能性と､それ

を需要閑散として組込んだ鉄道端末バス輸送計画の策定システムの開発を行う｡

以上の検討結果から､計画の対象となるバスネットワークの輸送機能に応じた計画策定アプローチ

法と計画策定時の需要の考慮の仕方の組み合せを見出すことを最終的な目的としているo
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1. 2 本研究の内容と構成

本研究は集1章序論､集2辛から第4章の本論､および弟5章結論の5つの章で構成されている｡

以下に本論部分の内容を噸を追って概説する｡

ます弟2章においては､バスと自動車が共用する道路ネットワークにおける分担需要変動型均衡交

通需要の推定手法について検討を行っている｡そのなかで2手段分担需要変動型交通均衡理論を基礎

として手段茸択閑散を特定化するパラメータと均衡交通需要とを同時に推定する新たな推定手法を開

発しているo需要変動型交通均衡モデルの誘導は､分担需要変動下での需要一交通パフォーマンス均

衡と必要十分な関係にあるV&riatjonal lnequality (変分不等式､以後V.Ⅰ.と記す)を導出するこ

とによって行う｡このとき､分担需要を規定する手段別コストは､交通需要に依存するリンク交通パ

フォーマンス要因と手段選択だけに影響を与えるトリップ特性要因との関数で表されると仮定するこ

とによって､従来のモデルより一般的なⅤ.I.を定式化する｡ V.Ⅰ.型モデルは不動点反復法などの計

算法によって解を求めることができるが､実際の道路ネットワークを対象にした場合には計算時間や

計算容量の制約のために求解は極めて困難である.そのため､ ')ンクパフォーマンスを表萌するリン

クコスト関数のヤコピ行列が正定植かっ対称であると仮定することによって､目的閑散の凸性と可積

分条件とを満足するV.Ⅰ.と同値なBeckTn&nn型最適化問題に変換して解を得る方法を用いる.この

仮定のうちリンクコスト閑散のヤコピ行列の対称性は､多種のモードが混合する交通フローの場合は

一般に成立しないが､換昇係数を用いてバス台数を自動車台数に換算できれば､自動車換算交通量を

変数とした可積分条件を満足するより実用的なBeckぬnn型最適化問題の目的閑散が導出できること

を明らかにしているoさらに､この最適化問題はFrank-k)lfeの分解原理を利用した非緑形収束計

算法によって解を得ることができることを示す｡一方､手段選択閑散を特定化するパラメータは､従

来､アンケート調査によるOD間サービス水準､ OD間分担率などの回答値集計データを用いて推定

されていたため､需要変動型交通均衡モデルから得られる均衡分担交通量が実績分担交通量に回帰す

る保証はなかった｡そこで､観測可能な手段別分担交通量に推定均衡交通量が最小自乗回帰するよう

に､手段選択関数パラメータと均衡交通量とを同時に推定する新たなモデルを開発する｡本モデルと

解法の実用可能性を検証するために頼朝可能データの頼朝サンプル数や戦測洪差に対する感度分析を

行い､そのあとで本モデルを実際の林市道韓ネットワークに適用し､実績再現性の検討､従来の需要

分析手法との糖度､操作性の比較を行っている｡

続く3章では､需要変動型交通均衡間箆を2章で構築したモデルとは異なる方法で定式化し､この

需要変動型交通均衡を内的に考慮できる最適バス輸送計画の策定手法の開発に発展させている｡最適

バス輪送計画問魔のなかでサービス水準の変化による分担需要変動を考慮する場合には､需要変動型

交通均衡問題をその制約条件として最適パス輸送計画開穫に組込む必要がある.本モデルでは､需要

変動型交通均衡下での最適バス輸送計画問題を､交通需要者の手段選択に対する意志決定結果から得

-
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られる総増加便益を評価関数としたシステム評価段階と､各手段利用者の利用者最適となる経蒔選択

に対する意志決定段階との2段階の意志決定問題とみなし､これを2レベルStackelberg計画問題と

して定式化しているo このモデルは､バス運行顕度が固定されている場合には需要変動型均衡交通需

要予測モデルとしても有用であることを明らかにする. Stackelberg計画問題は2段階の最適化問題

であるが､求解のために下位の最適化問題をその必要十分条件で置換えた形で再定式化し､通常の第

Ⅱ年長適化問題に変換できることを示す｡さらに､ペナルティ関数法を用いた解法の開発を行い､そ

の中で経路逐次取込み法を用いると不等式で表きれる制約条件を考慮する必要がなく､等式条件と非

負条件だけを考慮した非線形収束計算法を適用すれば良いことを明らかにする｡最後に､本モデルと

その解法をモデルネットワークに適用し､感度分析と数値実験により需要変動型均衡交通需要予測､

および分担需要変動型交通均衡下での最適パス輸送計画策定の一手法として現実の問題に実用可能で

あることを示す｡

第4章においては､意識調査データを用いて構築した非集計交通需要予測モデル､特にサービス変

化に伴う手段転換というダイナミックな交通行動を表現できる交通手段転換型需要予測モデルを組込

んだ鉄道端末バス輸送計画の策定システムを作成するo前章までの手法が､集計的なデータの取扱い

を行い､決定論的に構築される分担需要変動型交通均衡理論に基づく均衡交通量の予測手法､および

最適バス輸送計画策定手法であったのとは異なり､ここで作成するシステムは非集計型確率論にその

方法論的基礎をおく｡なぜなら､これまでの実証的な検討結果から非集計型需要予測モデルはサービ

ス変化に対する感度や予測精度が高いことが判明しており､特に鉄道駅からの端末バス輸送サービス

のように多様で詳細な交通サービス要因に対する需要を予測する方法論としては極めて有効であると

考えられるからであるo ここでは､実際の交通手段選択行動に関するクロスセクションの実態データ

を用いた静的な手段選択型モデルと手段転換意識データを用いた手段転換型モデJL･を構築し､理論的

にも実証的にも手段転換型モデルの方が短期を想定した端末バス輸送需要モデルとして有用性が高い

ことを明らかにするo次に､実サンプルを用いた集計化手法を用いて集計需要を算出し､種々の代替

案に対して計画策定者が複数の評価項目を評価しながら代替案の選択を行う systems analysjsアプ

ローチを用いて､まず最適バス系統網を決定し､次に弾力性分析によって運行輯度を修正するという

段階的な端末バス輸送計画の策定システムを開発している｡最後に､実際の地域を対象にして本計画

システムの適用を行ない､その有効性の検討を行っている｡
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1. 3 交通需要分析における交通均衡理論

1. 3. 1 交通ネットワークの用語とその表記法

ネットワークは､物理的な物(たとえば､道祐と交差点､パイプラインとその鮮結点など)を表現

したり､概念的なもの(たとえば､情報の流れと人との関係､概念相互の関係など)の構造を表現す

るために用いられる.いずれにせよ､ネットワークは2っの要素､つまり点の集合とこれらを連結す

る向きを持った線の集合とから成る｡これらの2っの要素は､それぞれノード集合N､有向リンク集

合Aとよばれ､ネットワークは有向グラフ G[N, A]で表環される.

道蒔ネットワーク(図1. 2参照)では､ノード集合Nは交通の発生､集中点となるセントロイド

集合Jとそれ以外の交差点などの交通分岐点を表す交差点ノード集合了とから構成される｡各ノード

には正の整数値を対応させて識別する｡希市交通需要分析では､一般に対象地域をゾーンに分割して

集計レベルで分析が行われるが､セントロイドは乙れらのゾーン中心を表現している.これら全ての

セントロイドの対に対して正の整数iを対応させ､これらをODペアiとよぷ｡このODペアiはO

Dペア集合Ⅰの要素である｡ ODペア集合lについて､行方向に発生点､列方向に集中点をとり､令

ODペア対開のパーソントリップ散をマトリックス表示したものをパーソントリップOD表という.

一方､リンク集合Aは道蒔区間そのもの､またはいくっかの道路を集約した仮想の道韓区間に対応

し､ Aの要素aには1から一連の正の整数を対応させるo各.)ンクは､そのt)ンクELを流れるフロー

ud に影響を及ぼす抵抗を持っ.逆に､リンクの抵抗はフロ- Ud にi:lって変化する.この抵抗

の測度は､交通環象に対応させるなら､所要時間や費用､混雑度などのサービス要因r (r ∈R)の

サ-ビス水準であり､このサービス水準は Cd-Cd (CAT(Ud))なる関数により合成コスト Cd

として表環きれる｡

林市交通需要分析では､道蒔ネットワーク上の自動車利用者のフローだけでなく､公共交通機関利

用者のフローに関する分析も重要である｡本論では､自動車やバスなどのモード集合Mが同一適碑ネ

ットワーク上を共用し､それらのモードが競合関係にある場合の均衡交通需要の分析を行っている.

このとき､バスネットワークにおける')ンクとは,バス系統裾上のバス停を表すノードを連結するT)

ンクだけでなく､乗手r)ンク､降車1)ンクなどから構成される.異なるバス系統への乗り換え')ンク

は､乗車リンクと降車リンクとの組み合せにより表現される(図1. 3参照)
｡バスリンクの抵抗測

度は､遺韓ネットワークのリンク抵抗と同様に､バス系統網リンクをフローが流れることによってこ

うむる所要時間や混雑度などがあるが､平均待ち時間や乗り換え時間､バス料金のようにバス系統裾

リンク巷フローが流れることなしにこうむる抵抗がそれとは別に存在する｡これらの抵抗のうち､バ

ス停-のアクセス時間やバス待ち時間やバス料金は乗車リンクで表環でき､目的施設-のイグレス時

間は降車リンクで表現することができる｡

これらのリンク合成コストはモードによってその閑散形が異なるのが一般的であるから､モードm
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図1. 2 道路ネットワーク

＼ヽ

図1. 3 バスネットワーク
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巾

ごとに Cd (U4) (m∈M, &∈A)により識別するoこれらの合成コストは交通パフォーマンス

と言われ､その形状は一般にリンクフローの増加に従って単調に増加する関数と考えられる.いま､

あるリンクの交通パフォーマンス要因を所要時間だけとし､ 2種のモードが')ンク上で混合している

場合を考える.このとき､リンク上の混合フローがそのリンク特有の換算交通容量に近づくに従って､

リンク所要時間曲面は交通容量曲面に漸近していき､その値は無限大となる(図1. 4参照) ｡この

リンク所要時間曲面､つまりパフォーマンス閑散の形状は､各リンクの物理的特性によって特定化さ

れるものである｡

任意のi 0 Dペア間には多数の利用可能な経祐が存在する｡これらの経銘集合を利用可能経韓集合

Eiという.しかし､実際に利用される経蒔は限定され､それらの経祐集合は有効経銘菓合といわれ
巾

る｡ ODペアi､モードmに対する有効経蕗集合を Kiで表し､その要素である有効経路はkにより

識別され､識別番号として正の整数が付けられる｡これらの経韓は連続する幾っかのリンクで構成さ

れるo このとき､ iODペア間mモードによるk番目経祐を構成するリンク集合のなかにT)ンク&が
正

含まれる場合に1､その他の盤台に0の値をとるダミー変数 ♂i… を用いてその無銘の構成リンク
冊

は表環され､ iODペア間mモードごとに行方向にリンク番号､列方向に経韓をとって ♂i… の値

を代入したマトリックスを経輯行列 8 とよぶ.図1. 2のネットワークのノード2からノード4-

のOD対に対する経蒔行列 ♂ は次のようになる｡
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1. 3. 2 需要変動型交通均衡問題

需要変動型交通均衡問題を定義する前に､まず､自動車だけが利用可能な交通ネットワークにおけ

る需要国定型交通均衡問題について説明する.需要国定型交通均衡問題とは､交通ネットワークを構

成する各[)ンクのT)ンクパフォーマンス関数が特定化され､パーソント')ップOD表が既知として与

えられている場合に､自動車の運転者がOD間のいかなる経蒔を選択するかという問題であり､その

結果として各')ンク上の自動車のフローを求める問題であるoこの問題を解くためには､運転者がO

D閲経蒔を選択する際に､その規範となる経韓選択規範が設定されていなければならない｡この経路

選択規範として最も合理的と考えられるものの1っは､自動車利用者はOD間をトリップする際には

彼ら自身がこうむるコストを最小にするような経蒔を選択するという経韓選択規範であろう｡つまり､

安定な交通状態では､ある運転者が経路を一方的に換えることによって彼の旅行コストをそれ以上に

小さくすることができないと仮定し､この状態魯交通均衡状態と定義する｡交通均衡状態は､すべて

の交通需要者にとってコスト最IJ､の状態であり､利用者最適な変遺状態となる.ただし､この交通状

態は､ ①利用可能鍵箱における旅行コストに関する情報をすべての交通需要者が知っており､ ②その

結果､全交通需要者は必ず最小コスト経路を選択するという合理的選択行動をとる,という2っの仮

説のもとに成立するo この間癌は､システム分析者の視点から見た場合には､ OD交通量をネットワ

ーク上にいかに寵分すればよいかという交通量寵分間建ともいわれるoしかし､交通均衡状態とは､

交通需要者の視点から見て各交通需要者がとる利用者最適行動の結果､必然的に生じる交通状態であ

ることから､その概念は交通量配分とは本質的に異なると考えた方がよい｡

実際には､交通需要はネットワーク上の各種サービス要因のサービス水準によって変動するoたと

えば､道鞄混雑が増大しOD開所要時間が増加すると､自動車利用者のうち､ 0からそのOD間パー

ソントリップ数までの範囲のうちの何人かが異なるモードを利用するようになると考えられるo この

需要はOD間交通コストの関数として定義される需要閑散上にあるo このように､交通サービス水準

の変動に伴って需要は変動し､同時に､肩章の変動に伴って交通サービス水準も変動し､最終的には

すべてのODペア間で需要とOD間交通パフォーマンスとが均衡する.このような状態における交通

需要と各リンクの交通フロー､サービス水準とを同時に決定する問麗を需要変動型交通均衡問題とい

う｡需要変動型交通均衡問題には大きく分布需要変動型と分担需要変動型とがあり､本文では主とし

て分担需要変動型交通均衡問題を取殺っているoなぜなら､新規､又は改善される交通サービス施設

が本論文で対象としているようなバス輸送システムである場合には､その便益の帰属は現在も何らか

の交通手段を用いてすでにトリップを行っている人であり､バス輸送システムの導入が発生･集中交

通需要や分布交通需要の変化に与える影響は極めて小さいと考えられるからである｡

-
12

-



参考文献

名古屋市交通問題調査会:市営交通事業のあり方と経営健全化方策(第1次苓剛;バス事業の･あり

方と経営健全化万乗, 1981.

森地 茂･岩井杜三･鈴木純夫:パス輸送改善のための基礎的考察,土木学会論文報告集, No.238,

pp.6ト68, 1975.

枝村俊郎･森津秀夫･松田 宏･土井元治:最適バス蕗緑禍構成システム,土木学会論文報告集,

No.300, pp.95-107, 1980.

天野光三･銭谷書信･近東信明;都市街祐禍におけるバス系統禍の設定計画モデルに関する研究,

土木学会論文報告集, No.325, pp.143-154, 1982.

河上省吾･溝上孝志:需要変動を確率的に考慮した最適バス輸送計画に関する一考察,土木学会中部

支部研究発表会講演概要隼, pp.286-287, 1984.

T.A.Chua : The Planning of Urban Bus Route and Frequencies ,･ a Survey,

でransporta土on. 12, pp.147-172, 1984.

B.R.Westin : Predictions from Binary Choice Models,Journal of Econometrics,

Vo1.2, pp.1-16. 1974.

B_P.Lingaraj, A.Chatterjee and C.Sinha An Optimization Model for De-

termining Headways for Transit Routes, Transportation planning and Techno-

logy, vo1.3, pp.81-90, 1976.

-
13

-



集2章 分担需要変動型交通均衡理論による均衡交通需要の予測手法

2. 1 概説

本章では､同一リンク上に自動車とバスが混姦し､互いの交通量が各手段のサービス水準に影響し

あうrことによって手段分担需要が変動する場合の道路ネットワークにおける交通均衡状態を予測する

実用的な手法を開発することを目的としている｡

交通需要分析に際して､ ①需要予測モデルは人の交通行動原理に基づいて構築きれるべきであり､

②交通需要は交通サービスと需要予測モデルとの均衡点として求められる､という概念が近年､しだ

いに一般化されつつあるが､従来の4段階推定法の申の種々のモデルは､その大半がこれらの概念を

考慮せずに構築きれたものであった｡しかし､各交通需要者が自分にとって最適な交通行動をとると

いう交通行動原理が合理的であるとすれば､交通は各交通施設の持っ交通パフォーマンス特性のもと

で各交通需要者がとるであろう交通行動の結果､必然的に生じると思われる均衡状態になると考えら

れる｡また実際の交通環象はこのような交通均衡状態にあると考えられることから､交通需要分析モ

デルは各交通甫要者の行動規範がより良く反映され､甫要と交通パフォーマンスとの均衡が考慮でき

るようなモデルでなければならないであろう｡一方､バス輸送は鉄道のように専用軌道を持たず､自

動車と同一の適格網を運行するoしたがって道路区間上で各手段の交通需要が互いのサービス水準に

大きく影響を及ばし合うために､将来､道蒔禍やバス輸送サービスの変更がなきれた場合のOD間交

通コストなどをあらかじめ予測しておくことは困難である｡また､手段分担交通需要はサービス水準

に応じて変動するから､交通施設整備後の交通状態を正確に予測するためには､分担需要の変動を考

慮することが可能なモデルを構築する必要がある｡本章では､以上の2っの点を伴に考慮することが

できる需要変動型交通均衡理論に基づく交通需要予測手法の開発を行っている｡特にバス輸送のサー

ビス向上に伴う手段分担需要の変化のように､その変動が比較的短期間に安定すると思われる交通需

要予測問題や効果測定問題にこの需要変動型交通均衡モデルを適用する乙との有効性は極めて高いと

考えられる｡

需要変動型交通均衡モデルは､ Bechann (1956)のモデルに代表される. Beckmann型モデルは､

構造的に非線形最適化問題であるために､その効率的解法の開発が構力的に進めらrLてきている.ま

た､各個人の経蒔や利用手段に関するコスト最小化選択行動の平均からのばらっきを考慮するために

エントロピー制約条件を導入するなどの改良(Boyce et al,1983)が加えられてきている｡しかし､

Beckmann 型モデルの最適性の条件であるKuhn-Tucker条件は､交通需要者による最小コスト選択を

彼らの交通行動規範としたときの必要条件になるだけであり､十分条件とはなり得ないため､均衡の

定義､つまり､行動規範の仮定を変更した場合の目的関数の一般的な定式化が容易ではない｡また､

使用するコスト閑散や需要関数の閑散形によっては､解が一意に定まらないという欠点を含んでいる｡
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このような分担需要変動型均衡交通モデルとしての8eckTn&nn型最適化モデルは､ Florjan (1977)､

Florian and Nguyen (1978)､ Abdulaal and LeBl&nc (1979)､ LeBlanc and Farhangj&n (1981)､宮

城(1982)､ Florian and Spiess (1983)等によっ七堤案されている.

Beckmann型の最適化モデルに対して､近年､均衡という定義から出発して､その定義と同値とな

るVarjational lnequaljty (以下ではⅤ.I.と記す)を見い出し､不動点アルゴリズム等の数学的

解法を用いて解く方法が開発されている. Smith (1979)は､利用者の最適行動規範を定義しなおすこ

とにより､ Nordrop交通均衡状態をV.Ⅰ.で再定式化し､解の存在条件の検討を行っている. Fjsk

and Nguyen (1981)は､多種階層が混合するネットワーク均衡問題に対するV.I.による定式化をお

こない､ Dafermos (1980)は､あるリンクの交通量が他の')ンクの走行コストに非対称に影響を及ば

すようなネットワークにおける経路選択問題をV.I.により定式化し､その解法を提案している｡

需要変動型均衡問題に対する y.I.を用いた定式化は､ DaferTnOS (1982)､ Fjsk and Boyce (1983)

らにより研究が進められており､特に､ 2手段分担･寵分均衡問題に関しては､ Florian and Spjess

(1983)が､理論的な定式化と解の存在定理､および解の一意性の検討を行っている｡また､ V.I.

と Beckmann型最適化モデルとの相互関係を明らかにしている｡

これらの研究内容は数学的に極めて明解である｡しかし､手段分担需要は交通需要に依存する要因

以外の要因(例えば､交通目的やト,)ップエンド条件など)に大きく競定されることが多いにもかか

わらず､手段選択閑散にこれらの要因が導入されていなかったり､ Beckmann型最適化モデルに変換

した後の効率的な計算法の検討がなされていないなど､実際のネットワークに適用する上で残きれた

問題がいくっか存在する｡本章2節では､交通需要に依存する要因だけでなく､手段選択過程だけに

影響を及ぼすと考えられる交通目的などの要因をも手段選択関数の説明変数に導入した､より一般的

な2手段分担需要変動型交通均衡モデルのⅤ.I.による定式化を行っている｡さらに､ V.I.モデルを

計算や操作性の面ですぐれているBeckmann型最適化問題に変換した後に､ 4飾では我々が直面して

いる問題に対して許容できる環実的な仮定を導入することにより､その解法としてFrank-一olfeの

分解原理が適用可能であることを明らかにし､ Frank-Nolfe法を適用した実用的な非緑形最適化収

束計算法を開発している｡

従来の需要変動型交通均衡モデルでtま､需要関数を特定化するパラメータを､均衡問題を定義して

いるネットワ-クを介さずに､分析対象地域で実施したアンケート調査の回答億データを用いて推定

するのが一般的であった.しかし､アンケート調査から得られる所要時間などのサービス要因に関す

るサービス水準の回答健には回答誤差などが含まれるために､その値と交通均衡モデルを適用した結

果得られる均衡サービス水準の値とは必ずしも一致する保証はない.本来､手段選択関数を特定化す

るパラメータは､交通需要によって定まるサービス水準の均衡値を用いて推定されるべきである. 3

鮮では､均衡サ-ビス水準をデータとした手段選択関数のパラメータを求めるために､人の手段選択

-
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行動結果である観測可能ないくっかの分担交通量データを利用して手段選択閑散のパラメータと均衡

交通量とを同時に推定するモデルを提案している｡

4飾では､観測値のばらっきの程度や観測サンプル数がパラメータや均衡交通量の推定精度に与え

る影響を把握するために､モデルネットワークを対象にしたモデルの感度分析を行い､本モデルを都

市圏交通需要分析に適用するに当って問題となる観測サンプル数や戦謝辞差などの影響を明らかにし

ている｡さらに5鮮では､本モデルを実際の都市交遺需要分析に適用し､従来のモデルによる分析結

果との比較検討を行うことによって本モデルの有用性の検証を行っている｡

-
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2. 2 分担需要変動型交通均衡モデル

本筋では､ OD交通量が与件であるとき､自動車とバスのように走行時に同一T)ンクを共用し､各

モードの交通量が互いのリンク走行コストに相互に影響を与えるような道路ネットワークにおける2

手段分担需要変動型交通均衡モデルの定式化を行うoこ.のとき､両手段の交通量の関数であるリンク

走行コストを通してOD間の手段選択と経路選択とに影響を及ぼす所要時間､混雑度などの要因(こ

れらの要因を､以後､交通パフォーマンス要田と呼ぷ)と､交通目的やトリップエンド条件等のよう

にOD閣の手段選択だけに影響を与える要因(以後､これらの要因をトリップ特性要因と呼ぷ)とを

手段選択関数の説明要因として含む､より一般的な場合を考慮した2手段分担需要変動型交通均衡需

要予測モデルをⅤ.Ⅰ.理論により定式化する｡次に､ V.I.の解のうち､ある制約条件の下での解を与え

る Beckmann型最適化モデルと V.I.との関係について述べる.

2. 2. 1変数､およびフローに関する定義

ノード集合N､ .)ンク集合A (&∈A)で構成される道蕗ネットワークにおいて､ ODペアをi∈

Ⅰ､

m

Ki

iODペア間利用可能モードを m∈Mi (m-1,2) ､ iODペア間mモードによる経蒔をk∈

とする｡このとき､

gi : iODペア間パーソントリップ数
m

gi :

m

Vd :

iODペア閥mモード利用パーソントリップ数

･)ンク&上のmモード利用パーソントリップ数
n

ci火; i ODペア問mモード第k経韓の経路コスト(交通パフォーマンス要因に係るコスト)
n

Ci : iODペア間mモードの最小コスト
爪

Cd(Ud)
1 2

両モードの交通量がUd- (v4,Vd )の場合の')ンク&上mモードのコスト
n

CdY(Ud):上記コストのうち､要因rに係るコスト (-r∈Rl)
巾

si : iODペア問mモードの手段選択のみに影響するコスト(トリップ特性要因に係るコスト)
m

Sけ:上記コストのうち､要因rに係るコスト (r∈R2)
巾

hit: i ODペア間mモードの集k経路利用交通量

とおく｡

いま､ giは固定とした場合､ OD交通量保存式､ OD聞モード別交通量保存式､ T)ンク&上mモ

ードのフロー条件式は以下のように表される.

巾

∑gi-gi
A

i ∈ I

-
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n Tb

∑h川-g` ,

A(

巾 n TrI

vd-∑∑5iMh川
i 火

m

h川≧O m∈Mi, i∈l

m∈M`, &∈A

(2.2)

(2.3)

m

ここで､ 5i仙はリンク&がiODペア間mモードk番目経蒔に含まれるとき1､その他のとき0の

値をとる変数であるo以後､自動車利用パーソント.)ップ数と自動車台数とは等しいものとして定式
m

化を行うo iODペア聞mモードk番目経輯コスト Ci火と､ iODペア間mモードの経鞄選択に影
m

響する交通パフォーマンス要因の最小コスト Ciとの関係は次式で示される.

m ¶ Trl

C川-∑8i…CA(Ud)
d

fF[ frI

¶

k∈Ki, m∈Mi, i∈I

m n

Ci-min Ci* -

mjn ∑bliMCd(U4)
k 火 d

m∈Mi, i∈I

(2.4)

(2.5)

m

また､リンク&上のmモードによるコスト CA(Ud)と､ iODペア間ト7)ップ特性要因に係るコス
瓦

ト Siを次のように定義する｡

m m

C4(Ua)-∑αy･Cd.Y(Ud)
γ

m fr[

Si-∑βY･SiY
Y

&∈A, m∈Mi

m∈Mi,
i∈Ⅰ

(2.6)

(2.7)

m

つまり､ Cd(Ud)は､各種交通パフォーマンス要因の重み付き線形和で表されるとし､ a- iαyl

r∈Rl‡は手段選択と経鞄選択両過程に共通な交通パフォーマンス要因､つまり､リンクコスト開
正

数を構成する要因にかかるパラメータである. S£ も各種のトリップ特性要因の重み付き線形和であ

り､ β- iβylr∈R2)はこれらの要因にかかるパラメータである｡

-
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2. 2. 2 手段選択､経路選択に関する交通均衡の定義

ここでは､手穀選択､および経略選択に関する交通均衡の定義を､ Florian and Spjess (1983)の

研究に基づいて設定する｡以後､均衡状態にある変数には､書を付加することによって均衡値を示す｡

Florian and Spiessは､ iODペアにおけるモード間コスト差wiによって､モード1の手段選択

閑散Gi(wi)が定義できると仮定し､手段間で利用者の移動が生じない状態が手段選択に関する均
m

衡状態である｡この定義を用いるならば交通手段選択に関する均衡状態は､ S`を投入した場合には

全てのODペアi ∈ Ⅰについて以下の式で表現できる｡

+
1+ 2+ 1 2 -1

+
1+ 2+

wi - (Ci-Ct ) + (Si-Si) - Gi (wi) -Wi(gi ,gi
) (2.8)

1 2
*

2* l*

Si-Si-Siは交通の状態には依存しないため､ iODペア間で与件であるoまた giは､ gf

I+ 1Jr

が決まれば gi-gi より一意に得られるから､式(2.8)は次式のように giだけの開放として

書き換えることができる｡

*
l書 2*

*
-1

書
l+

wi - (Ci-Ci )+Si - Gi (wi,) -Wi(gi ) i ∈ i (2.9)

次に､経絡選択に関する均衡状態を定義するo彼らは､経略選択に関する均衡状態を､ i ODペア

mモード利用者が最終的に新しい鍵箱を選択することによって交通コストを今以上に小さくすること

ができない状態と仮定している.これはまさにNardrop (1952)均衡状態であるo これを数学的に記

述すると､次式のように表わすことができる｡

n+

c::-cご･f≡::1:∴'=0.k∈K:
k∈Ki, m∈M亡, i∈l (2.10)

m*

つまり､ iODペア間mモード利用者がk番目経蒔を利用している(hLk>0)ならば､その経蒔コ
mJr Tn+

スト CikはiODペア間mモ-･ドの交通パフオ-マンス要因による最小経略コスト Ciに等しい｡

逆に､利用していない(hi火>0)経路のコストは､最小経鞄コストより大きいことを意味しているo

--
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2. 2. 3 Varjational lnequaljtyによる分担需要変動型交通均衡モデルの定式化

(1)均衡モデルの定式化

Dafer巾OS (1982) , Florjan(1983)らは､通常の需要変動型交通均衡問題をそれと必要十分の関係に

あるV.Ⅰ.でモデル化しているが､式(2.9),(2.10)で定義したモード間のコスト差の申にトリップ特性
+

要因sを含む需要変動型交通均衡条件も､実行可能集合を表わす式(2.1)-(2.3)のもとで､

+ t + 1+
+I

1 1+

c(u ) (u-u )- ‡W(g 卜s ) (g -g ) ≧ 0 (2.ll)

l

で示されるV.I.と同値となる.こ乙で､ C(U )
､W(g

)､ S はそれぞれ次式で与えられるベク

トルであるoなお､
t
は転置ベクトルを示しているo

t t 1 2 2 1 2

c(u ) - iC4(vd,Vd),Cd(vd,Vd)i

l I I

W(g ) - 〈Wi(gi))

t

s - 1Si〉 i ∈ Ⅰ

i ∈ I

&EA (2.12.a)

(2.12.b)

(2.12.e)

まず､必要条件､つまり､式(2.1)-(2.3)のもとで式(2.9),(2.10)が､ Ⅴ.I.(2.ll)を意味すること

を示す｡ i ODペア間mモードk経路に対して､式(2.10)は､

m+ n+ m n+

(C`k-C` )(hi火-hik) ≧ 0

巾

k∈l(i､ m∈Mi, i∈Ⅰ (2.13)

n+ TR n

と同値であるo何故なら､ hi*>0 のとき､ hikは､式(2.2)の非負条件より hi火≧0 である

n 巾+ n+

から､任意の hikに対して式(2.13)が成立するためには Cik-C壬-0 でなければならないoま

fn+ n* mJB

た､ h川-0 のときは､ Ci光一Ci ≧0 でなければならない.このことは､まさに式(2.10)を意味
n

している｡ここで､式(2.13)を k∈Ki､ m∈Mi､ i∈Ⅰについて加え､式(2.3),(2.8)を代入す

ることにより､

1
+

1 I+ 2 + 2 2+

∑Cd(Ud)(vd-V4 ) + ∑CA(Ud)(vd-Vd )
a A

l+
+

I ]+
- ∑ iWi(g` )-Si‡ (gi-gi ) ≧ O

i

(2.14)

を得るo式(2.14)を式(2.12.a)-(2.12.c)を用いてベクトル表示したものがまさに式(2.ll)であるo

-
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*
1*

次に､十分条件､つまり､ V.I.(2.ll)が式(2.9),(2.10)を意味することを示す.まず､ (u
,g

)

m m

をⅤ.Ⅰ.(2.ll)の解とする｡ここで､ kl∈K`は手段mに対して用いられている経祐(hi=>0)
m l

+
l書

とし､ k2∈Kiを同一手段の利用可能経路とするoいま､ (U,g )が均衡解(u
,g

)と同じ

2っの経蒔 kl, k2を有すると仮定する｡手段閥の利用者の移動を考えない場合､これらの経緒交

通量には､

m 爪+ m m*

h川l-h‖‖-8 , hi火2-h川2+8 ,

m+

0<5≦h川l (2.15)

の関係が成立する｡ kl, k2は同一手段に対する経路であるから､ iODペア間の1番目のモード
1 1+

の交通量に関して､ gi-giの関係も成立する｡これらを式(2.ll)に代入すると､

m+ m+

C川1･ (-8) +Ciた2･(8) ≧ 0

となり､両辺を 8 で割ると､

fn+ 1n+

Ci火1 ≦ C川2

(2.16)

(2.17)

となる｡上式は､現在利用している経略のコストは他のどの経路のコストよりも安いか等しいことを

意味し､これはまさに式(2.10)を意味する｡次に式(2.ll),(2.10)より式(2.9)を導く｡一般に手段

選択関数Gi(wi)は狭義の単調減少閑散であると仮定できるから､その逆関数も狭義の単調減少関
巾●

数となる｡ここで､手段mの主ODペア間の均衡交通量を gi (>0, m-1,2)とし､各手段とも
1 2

少なくとも1っの経路が存在すると仮定し､それらを kl∈Ki, k2∈Kiとする｡この場合には手

段間の利用者の移動が可能であるから､経鴇交通量に対して以下の式が成立する｡

I l● 2 2●

h川l-hikl18 , hik2-hik2+8 ,

また､ i番目OD交通量に対して､その保存式から

I 1+

gi-gi 16 ,

2 2書

gi-gi +8

1+ 2+

0<I81≦ min(hikl,hiた2)

が成立する｡これらを式(2.ll)に代入すると以下の式が得られる｡

-
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)+ 2+ )+ +

CnI･(-5) +Ci火2･(5)-‡Wi(gi卜Si〉 ･(-5)
≧ 0

この式の両辺を 5 で割ると､

I
l+ 2+ l+ +

-

Ci + Ci + ‡Wi(gi )-Si〉 ≧ 0
,

1+ 2J>
- Ci + Ci +

jf 6>0

l●
●

〈Wi(gi )-Si〉 ≦ 0
, jf 5<0

となる｡ ♂ の符号にかかわらず､式(2.21.a),(2.21.b)が成立するためには､

I+ 2+ 1+ Jr

Ci - Ci - 〈Wi(gi )-Si〉 - 0

(2.20)

(2.21.a)

(2.21.b)

(2.22)

が成立しなければならない｡この結果はまさに式(2.9)に一致している(図2. 1参照) 0

●

以上のことから､式(2.9),(2.10)が式(2.ll)と同値であることが証明された｡したがって､ S を

含む2手段分担需要変動型交通均衡解を得るためには､式(2.1)-(2.3)で表きれる実行可能集合のも
●

1●

とで､ V.I.(2.ll)を満足する(U
,g

)を求めればよいことになる.

(2)解の一意性
●

l●
●

巾●

式(2.ll)の解wi, gi
､およびU

, Ciの一意性は､手段選択関数Gi(wi)の狭義の単調減

少性､ I)ンクコスト閑散c (u)の狭義単調増加性により保証きれることが8rouqJerの不動点定理か

ら証明されている(Stqith,1979; DaferれOS,1982).以下に､ Gi(wi)の狭義単調減少性､ c (u)
l●

● ●
巾●

の狭義単増加性が仮定されたときに､ V.I.(2.ll)の解gi , Wi及びU , Ci が一意に決定さ

れることを示すo手段選択閑散Gi(wi)は､ wiに対して狭義の単調減少関数であるとすると､

t

(G(W'トG(W")) (W' -W")
< 0

,
for W' ≠W" (2.23)

l

と表きれるoここで､ W- iwi〉なるベクトルである.このとき､ G`(w`)の逆閑散Wi(gi)ち

また単調減少関数となり､次式のように表わすことができる｡

l I t l 1

(W(g
'

)-W(g ")) (g I-g ") < 0
,

for g' ≠g"

リンクコスト関数は､狭義の単調増加関数であると仮定すると､

-
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t

(c(u' )-c(u")) (u' -u") >0 ,
for とノ' ≠U" (2.25)

l I

となるo今､ V.I.(2.ll)を満足する2っの異なる解(u' ,g

'

), (u"
,g

"

)が存在すると仮定
1 1

+
1+ l

するo これらを式(2.ll)において U-U'
,g -g

'

,
U -U"

,g -g "及び､ U-U"

1 1
+

1+ 1

g -g
",u

-u'
,g -g 'として､それぞれV.I.(2.ll)に代入し､これらの2っの式を

加えると､

t 1 I I 1 1

(c(u' )-c(u")) (u' -u")-(W(g
'

)-W(g ")) (g
I

-g ")≦0 (2.26)

となる｡式(2.24),(2.25)のもとで式(2.26)が常に満足きれるのは､式(2.26)の各項が0になるとき

である｡つまり､

t

(Cd(Ua' )-Cd(Ud" )) (Ua' -Ud" ) -0

l I t 1 1

(Wi(gi' )-Wi(gi")) (gi
I

-gi")-0

a∈A

i ∈ I

(2.27)

(2.28)

1 1 1●

式(2.28)が満足されるのは gi' -gi"のときだけであり､これより giは一恵に決まるo
この

*

ことは､ wiが一意に決まることを意味する｡以上より､手段選択関数Gi(wi)が狭義の単調減少
】*

*

閑散であれば､均衡解g と W は一意に定まる｡
●

一方､上述の式(2.27)が満足されるのは
Ud' -Ud"のときだけであり､このことから

Ud の

書

一意性が保証きれる｡同様にリンクコスト Cd(U也) の一意性も保証される.ここで､リンクコス
m+

トが一意であるから､最短経路コスト Ciの一意性も保証きれるo以上のことより､リンクコスト
+

n+

閑散c(u)が狭義の単調増加関数ならば､均衡解ud , Ciは一意に決まる｡式(2.23)と(2.25)

の条件は､ -W(g)と C(U)のヤコピ行列である[-∂W(g)/∂g] , [∂C(U)/∂U]が正

定値行列であることと一致するo以下に C(U)のヤコピ行列を示すo

, ここで Jd- [∂Cn(Uq)/∂Ud] (2.29)

ここで考えている2手段選択間組では､ Gi(wi)として一般にロジヅトタイプの関数が用いられる

-
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ことから､ G`(w`)の狭義単調減少性は保証される｡また､ C(U)に関してもー般にその狭義単

調増加性を仮定しても良いと考えられることから､理論的には式(2.1)-(2.3)で表きれる実行可能集

合の申で､式(2.9)-(2.10)を満足する均衡解を一意に求めることが可能である｡

kl:
m手段の利用経路

k2:
m手段の選択可能鍵韓

h:1-b::-♂
h:2-h::+5
0<5≦h妄l

(2.15)

kl;手段1の経碑

k2;手段2の経蒔

t

_
1*

h;1-h;

b…2-b…

I

I

2+

5

5

o<f51≦mjn(h三:,h…:)

図2. 1 V.I.モデルの十分条件

-
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2. 2. 4 Beckmann型最適化問題-の変換

手段選択と経路選択に関する交通均衡状態の定義と同値となるⅤ.I.(2.ll)による手段分担需要変

動型交通均衡モデルは､需要変動型交通均衡状態式(2.9) , (2.10)を得るための必要十分条件になるこ

とを前飴で述べたが､実行可能集合を表す式(2.1)～(2.3)のもとでⅤ.Ⅰ.(2.ll)を直接解くことは極め

て困難である.しかし､ C(U)のヤコピ行列が正定値､かつ対称であれば､ V.Ⅰ.は計算や操作性

の面ですぐれているBeckmann型最適化問題に変換することができる.式(2.ll)で表されるV.Ⅰ.は

以下に示すようなBeckn8nn型最適化問題となるo

[Pl] l

･jn: Fl

-fuc(x,dX一戸Lg`{wi(y卜S:i
dy (2･30,

s.t.式(2.1)-(2.3)

何故なら､ C(U)のヤコピ行列の正定値対称性により､目的関数の1項目の凸性と可積分条件が
n

保証されるためであるo式(2.ll)が､非負条件 hi火≧0 を持っ問題[P l]の必要十分条件に一致

することは､式(2.30)の偏微分が0より大きいか､ 0に等しいという問題[Pl]の最適性の条件と

式(2.1りとが等しいことから明らかである｡

ここで､fは線-娼しており､
- [P 1,空--こ依存せず一意の解を持-めの条

件は目的閑散 Flが凸閑散で､ C(X)､ Wi(y)-Siが可積分条件を満足しなければならない.辛

段選択関数Gi(wi)にロジット関数を仮定すれば-W`(y)は単調増加閑散となり､式(2.30)の第

2項-?I.gLl{w`(y,-s:,
dyは凸関数の定義よ-まり凸関数となるoまた第2項は明らか

に積分可能である｡したがって､弟1項の凸性と可積分条件が満足されきえすればよい｡そのための

必要十分条件は､第1項のヘッセ行列の正定値性､かっ被積分関数c (u)のヤ.コピ行列の対称性で

ある｡第1項のヘッセ行列は以下のようになる｡

H-

Hl

･ O

Hd

●

●

0 ･

, Hd-

∂ud∂U4'

- [∂c4(Ud)/∂Ud] (2.31)

これは､ a(U)のヤコピ行列である式(2.29)と同一のものである.つまり､ c(u)のヤコピ行列の正

定値性条件はBeckmann型最適化モデルの目的関数式(2.30)のヘッセ行列の正定値性条件､つまり､

目的関数式(2.30)の第1項の凸性条件に一致する.また､第1項が積分可能であるためには C(U)

-
25

-



のヤコピ行列が対称でなければならない.以上のことから､ V.I.の解の一意性の条件は8eckm&nn

型最適化問題[Pl]の目的閑散の凸性の条件であり､かっV.I.の申の')ンクコスト閑散c(u)

のヤコピ行列の対称性が保証されて始めて目的閑散の可積分条件が保証される｡逆に言えば､目的関

数式(2.30)の凸性と C(U)の可積分条件が保証きれた問虎[P l]の解は､ V.Ⅰ.(2.ll)において解

の一意性の条件に加えてリンクコスト関数のヤコピ行列の対称性を仮定したときの解を与えることに

なる｡

-
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2. 3 手段選択閑散のパラメータと均衡交通量の同時推定法

2. 3. 1従来の均衡交通需要予測プロセス

前鱒で述べた分担需要変動型交通均衡モデルを用いて交通需要予測を行う場合には､パーソントッ

リブ調査などから得られた分担需要と両手段の手段選択要因サービス水準の実績値データから､あら

かじめGi(wi)のパラメータia, Piを推定し､推定されたiaiをリンクコスト関数に代入し

た後で設定されたネットワークを対象にして分担需要変動型交通均衡モデルを適用するというプロセ

スを取る(図2. 2(a)参照).このプロセスにおける交通パフォーマンス要因のサービス水準の実

績値は､推定段階で設定されているネットワーク上で均衡モデルを用いて得られる均衡サービス水準

推定値と整合性のとれたものとはならない｡そのため､パラメータia, β‡を用いて推定される均

衡分担交通量は実績の分担交通量に回帰するように推定される保証はない｡経韓選択だけでなく､分

担需要変動までもネットワークを介して分析する交通需要分析モデルであれば､実績のデータを用い

た手段選択閑散パラメータiα, β〉
､およびリンクコスト構成要因のパラメータiα〉の推定過程

を､均衡交通量推定過程と同様に､その交通甫要分析モデルの内部に持っことが望ましいと考えられ

ち(Boyce et &1,1983)o

図2. 2(a)従来の均衡交通需要推定プロセス
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2. 3. 2 手段選択閑散パラメータと均衡交通量の同時推定

本筋では､均衡モデルによる推定均衡交通量が道祐ネットワーク上での人の手段選択行動結果であ

る観測可能ないくっかの実績分担交通量に回帰するように､手段選択閑散パラメータ 〈α,β〉とリ

ンクコスト構成要因のパラメータia! ､および手段別均衡交通量､均衡フローとを同時に推定する

方法(図2. 2(ら)参照)を提案する｡
ナ

fh 7 ′ ′ タ ′ ∫

今､観測が可能なi' oDペア間のm'モード交通量を gi' (m∈Mi, i∈Ⅰ ;Mi, Ⅰは戦
+ + +

測値が存在するODペア､モードの集合)とすると､ ia
,♂

‡と手段別経蒔別均衡交通量h -

n+ fR

ihi火Ik∈Ki, m∈Mi, i∈Ⅰ〉 の同時推定モデルは以下のように定式化できるo

[P2]
* * 書

Fl (h,α,β ) -Mjn: Fl (h,a,β )
h

s.t. 式(2.1)-(2.3)

′ヽヽ′ ～

ク ー

frl Tn 2

F2(h,a,β)-Min･. ∑∑IIgi'-gi'll

a,β i'm'

m Trl m

Ci-
min∑6i… ∑aYCdY(Ud)
火 d Y

rFI TTI

Si-∑βYSiY
γ

(2.32.8)

(2.32.b)

(2.32.e)

(2.32.d)

(2.32.e)

¶

本モデルは､式(2.32.e)-(2.32.e)によって､観測可能な手段別交通量 g
iに推定均衡手段別交

n

適量 giを最小自乗回帰させるように手段選択関数のパラメータ‡a, β〉､ I)ンタコスト関数を

定義する均衡要因のパラメータ 〈aiを決めながら､分担需要変動型交通均衡モヂ}L･を用いてすべて

のODペア聞手段別経韓交通量h を求めるという2レベル計画問題である.したがって､上位問題

から求まる均衡交通量と均衡コストとをデータにして下位問題から求められる‡a, β‡も均衡値と

なる.本モデルでは､手段選択関数のパラメータ､およぴ')ンタコスト閑散のパラメータをあらかじ

め求めておく必要はなく､それらの値は問題【P l]の申で均衡コストと整合性のある値として内生

的に求めることができる｡本モデルの上位問題は人の交通行動を規定する基礎方程式であり､下位問

鐘は実際の人の手段選択行動結果と規範的選択行動からのずれを最小にするような基礎方程式に含ま

れる未知パラメ-ータ尊求める役割を果しているといえる.

-
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図2. 2 (b)手段選択閑散パラメータと均衡交通量の同時推定プロセス
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2. 4 解法とモデルの感度分析

2. 4. 1 Frank-】olfe専用いた実用的な解法

2手段分担南雲変動型均衡交通量は､ -Gi(wi)と C(U)の狭義の単調増加性さえ保証されれ

ば､実行可能集合式(2.1)-(2.3)に対して､ V.I.(2.ll)を解くことによって一意に求められることを

示した.この解法には主として不動点アルゴ')ズムが用いられ､それによって一意の解を得ることが

可能である｡しかし､実行可能経路の取込みをいかに効率的に行うかなどの問題が未解決であるため

に､実際の道路ネットワークへの適用にまでは至っていないのが現状である(宮城･大野,1985).ち

し､ C(U)のヤコピ行列の正定植性と対称性が保証された場合には､問題[P l]のBecknann型

最適化問題に変換できるが､式(2.30)は緑積分を要するためにヤコピタイプの収束計算を行う必要が

あるなど計算上の困難さを伴う.さらに､適碑ネットワークを共用する2手段分担需要変動型交通量

予測問題として実用上我々が直面する問題は､固定された運行スケジュールを持っバスなどの公共路

面交通機関と自動車との競合を考慮した交通需要予測問題であるo この場合､バス(以後､バスをm
2

-2とする)の[)ンク交通量
vd はバスを選択した利用者数ではなく､単位時間当たりリンク&を

通過する全ての系統の累積運行額度∑△dSfs に対応するo ここで､ △dS は系統sが7)ンク&を
S

通過しているときにのみ1の値をとるダミー変数であり､ fsはs系統の運行塀度である｡したがっ
2

て､
vdに相当する変数は定数として与えることができる.また､リンクコスト関数を､

(2.33)

とすることにより､両手段のT)ンクコストを自動車(m-1)交通量だけの閑散(Florian,1977)と

することができる.以上のことから､ここではパスの単位時間当たり運行額度 ∑△dSfsを自動車
S

換算係数 γ を用いて自動串台数に換算し､リンク&上の交通量を､

t I

vd-∑∑6i仙hik+γ∑△dSfs
i A S

(2.34)

～2

のように､自動車単一手段のフローとして表わすoいま､ C`を式(2.32.a)を目的関数とする最適化
2 2

アルゴ')ズムの任意の収束段階におけるmjn ∑5i…Cd(vd)とするとき､その段階のBeckmann
^ d

型最適化問題[P l]の目的関数は､

Fl- ∑

Vd 1

Cd(Ⅹ)dx
-

-2 +

iWi(y)+Ci-Si〉 d y

-
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2 ～2 1

と変形される｡何故なら､ Ci-Ciのとき､モ-ド1のOD間コストは､式(2.33)より wi(gi)
-2 +

1 -2 +

+Ci-Siとなり､モード1の逆需要閑散がWL･(gi)+Ci-Siで表されるからである｡

上位問題は､式(2.1)-(2.3)の非負条件､および等式条件を持っ非棒形最適化問題である｡このよ

うな最適化問題を解くために種々の有効な方法が開発されている(Florjan,1977;加藤･宮城,1979;

井上,1981)が､その基本的アルゴリズムは探索方向ベクトルと最適刻み幅の決定という2段階から構

成される｡ここでは､加藤･宮城(1982)が分布･配分統合モデルで適用しているのと同様に､最適

節-の探索方向ベクトルを求めるために､ Frank-Nolfeの分解原理が適用できることを示すo
lくn) 1(∩)

いま､ n回目の反復時の解(hi火,gi )が得られているとき､目的関数式(2.35)をその点でテ

ーラー展開し､第1次の項までとると､

l I i(∩) l(∩) l i(∩) 1く∩〉

Fl(h川,gi)-Fl(hi火,gi ) +∑∑(hit-h川)･Cik
i A

l I(n) lくn) -2(n) 書

-∑(gi-gL･ )･[Wi(gi )+Ci -Si]
L

(2.36)

l(∩) l(∩) 1(∩) l(∩) l(∩) lくn)

となるo Fl(hik ,gi
)､ Cik

､Wi(gi
)､ h川,､ gi はn回目の反復計算時には定

数であるから､問題[P l]は次のような個々のODペアごとに独立な線形子問題に分解できる｡

[P3]

l(n) ](n)
JB -1

Min: F3- ∑[∑(C"-Ci +Si)･h川]
i 欠

il il ロ

s.t. ∑hi欠-gi, h川≧0
火

1

k∈Ki , i∈Ⅰ

(2.37.a)

(2.37.b)

1

ここで､ giは､ n回目の反復時の手段選択要因のサービス水準を手段選択閑散に代入することによ

って得られる自動車の分担需要量である｡問題[P3]の解は､個々のODペアごとに､トリップ特

性要因のサービス水準に無関係に､自動車による交通パフォーマンス要因コストが最小である経掛こ
l

すべての自動車分担需要 giを割り当てることによって得られる｡以上のことから､問題[Pl]

は宮城の適用したFrank-Nolfe法に基づく分布･寵分統合モデルの解法ア)L･ゴリズムと同一の手嶋

で解くことが可能となるoこの方法は､ Alトor-nothjng配分段階と実行可能解の凸結合パラメータ

を求める1次元探索段階で構成されるため､解は比較的容易に求めることができる.以下にFrank-

Nolfe法に基づく上位問題の解法のアルゴリズムを示す｡なお､本アルゴリズムでは､経路交通量の

かわりに､式(2.34)のように経路交通量の一次結合で表され､かっ大局的最適解となる上に解の一意

性が保証されたリンク交通量を決定変数としている｡

･･･-
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l(∩) l(∩)

Step 1.
A-0として､初期実行可能解 gi ､ Va を設定するo

lくn) l(∩) 2(∩)

Step 2. vd に応じて決まるモード別,)ンク所要コスト Cd
､

Cd を計算し､最小コスト
I(n) 2(n)

鮮卑探索により各モードのOD間最小コスト鍵箱の所要コスト Ci
､

Ci を求める.
1(n) 2(n) 1

Step 3. Ci
､ Ci を用いて､手段選択閑散から分担交通量 giを求める.

~l

Step 4.最小コスト経輯に､ giをすべて負荷するful-or-nothing法により､ v血を求める.

Step 5.あらかじめ設定された el､ e2に対して､

1 1(n〉 l(∩)

∑ (vd-VA ) Cd(vd ) ≦ el

a

l I(n〉 l(n〉

maxl (vd-Vd )/vd I ≦ e2

d

(2.38)

(2.39)

の両収束判定基準を満足しているどうかを確認し､満足すれば計算を終了する｡そうでなけ

れば､次のStep 6.へ進む｡
I I

Step 6. giと vd を､

I

+ (1一人) gi

(2.40)
l

+ (1-A) vd

(n〉

とおき､ 1次元探索によって目的閑散式(2.35)を最小にする凸結合パラメータ入 (0≦
(n)

入 ≦1)を求める｡

Step 7.

三三二=-十二二二…二_二享二
∴ミニ

により､分担交通量､リンク交通量の修正を行う｡

Step 8. n-n+1とおいて､Step 2.へもどる｡

(nI

なお､本アルゴリズムにおけるStep 6.では1次元探索法としてDFP法を採用したため､人

の収束は極めて高遠になっている｡

下位問題は､非線形最小自乗問題であるから容易に解を得ることができる.したがって､ここでは

2レベル問題である問題[P2]を解く際には､各レベルを交互に解く方法を用いた｡

-
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2. 4. 2
モデルの感度分析

本モデルが､現実の都市圏における交通需要推定手法として実用可能か否かを検証するためには､

(8)観測可能な実績分担交通量とそのO Dと手段に対応する均衡分担交通量との誤差の程度が､パ

ラメータや観測不可なO Dペア聞手段別均衡交通量推定値の精度に与える影響や､

(b)観測サンプル数が､手段選択閑散のパラメータや均衡交通量推定値の精度に与える影響

について検討する必要があろう｡

本鮮では､図2. 3に示すようなモデルネットワークを対象として､以下の手頃で上述した検討項

目である(a)､ (b)に対するモデルの感度分析を行った｡
～ ～ ～ 一■ー爪

① 国定されたiα, β‡に対するOD別事段別交通量g- igi)を問題[Pl]から求めるo
ノ､ ′

② gに､変動係数uに対応した共分散巷持っ正規分布に従う誤差項を加算したものを､人の手段
m

選択行動結果の観測値g- igi〉 として仮定する.

③ このように仮定された観測値g の幾っかを用いて同時推定モデル[P2]を適用し､検討項
′ー' ～ ● ●

目(a),(b)に対して実のパラメータiα, 8iと推定値ia ,β
〉 の差の検定､均衡自動車分

担交通量の相対誤差の平均と最大誤差等の検討を行う｡

ここでは､手段選択閑散G`(wi)としてロジット型の閑散を用いたため､式(2.33)に相当する目

的閑散の最終的な形は､

Tn -2 +
1

C4(Ⅹ)dx -≡ iEgi･1ngi+(Ci-S` )gi主

Ft-dEI:acュ(Ⅹ,dx一戸{mEg:
(2.42)

となる.交通パフォーマンス要因としては所要時間を､トリップ特性要因としては､料金､トリップ

特性(発､または着地がノード3の時のみ1の値をとる都心ダミー)を取上げているo T)ンク走行時

間関数は､

1 5

C4(vd)-Bd(0)･[1+2.62 (vd/Qa) ] (2.43)

で示される修正BPR関数を用いている. B4(0)は vd-0時のリンクELの走行時間､ Qdは可能交

通容量であり､これらの値を表2. 1に示す.パーソントリップOD構成表､自動車によるOD間費

用を表2. 2に示す｡捻トリップ数は､ 100,000トリップとする｡バス料金は150円とし､系統を乗

り継ぐ場合には改めて正規の料金を支払うこととする.自動車の平均乗車人員は1.2人､自動車換算

係数は2.0､式(2.33)におけるバスの!)ンク走行時聞は自動車のリンク走行時間の1.5倍になるよう

な開放形としている｡バスの運行塀度は系統1が15本/時､系統2が6本/時である｡バスによるO

D開所要時間には､走行時問以外に運行摂取こ対応した平均待ち時間が加昇される｡

-
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(a)について: 戦測可能サンプルとして､ 36個(全OD対の半分のサンプル)のODペア関白動
～ 一ヽ_ ● ●

阜分担交通量を用いた場合のパラメータの値とそのt値､ ia, β〉- ia
,β

〉 に対するt値を

変動係数u-10.0, 5.0, 3.0%について計算した結果を表2. 3に示す｡危険率5%という比較的
～ ～ + +

積い有意水準のもとでも､すべてのケースで､全パラメータについてのiα, βi - ia
,β

〉 と

いう帰無仮説を棄却できない｡このことは､推定パラメータは其値と等しいということを統計的に意

味している.ダミー変数､および定数項のパラメータが幾分不安定になるものの､交通パフォーマン

ス要因である所要時間のパラメータは0でなく､かっ其値に極めて有意に等しく推定される傾向にあ

る｡ u
-10.0%の場合でも､均衡分担交通量の相対誤差の平均値は4.00%､最大誤差が9.12%程度で

あることから､均衡交通量に関しては､その推定精度はかなり高いことが分かる｡

(b)について: サンプル数を16 (2っのゾーンで発生交通量だけを調査すると仮定した場合のサ

ンプル数)とした場合の結果を表2. 4に示すo定数項の推定パラメータが其値と統計的に異なる結

果となっているものの､他の変数のパラメータは1%の有意水準のもとで､共催と統計的に等しく推

定されているo u-10.0%になると､推定パラメータの値自身は真健とかなり異なってくるが､均衡

分担交通量の相対誤差の平均値は5.81%､最大誤差でさえも16.25%程度であり､本モデルは､自由

度が10程度であっても､均衡交通量に関してはかなり高い精度で推定できることが分かる｡

以上のことから､回帰との残差がすべて正規分布に従うようなデータをある程度のサンプル数収集

できれば､観測値の変動がかなり大きい盤台でも､本モデルは均衡分担交通量に関しては､かなり高

い椿度で推定が可能であるo ことがわかるo図2. 3のネットワークにおける計算時間もFACOM

-3
8 2によるCPUが18秒程度であり､収束は極めて高速であることが分かる｡以上のことから､

本モデルは､実際の稀市圏交通需要分析に対しても十分､適用可能であると考えられる｡
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図2. 3 感度分析のためのモデルネットワーク
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表2. 1モデルネットワーク情報

No. 距離Bd(0)Qa No. &#Bd(0)Qd
(km)(分)(Veh./Day) (km)(分)(Veh./Day)

1 2.53.754000 9 2.53.754000

2 2.53.759000 10 3.24.804000

3 3.03.609000 田 4.45.289000

4 3.54.209000 12 3.04.504000

5 3.36.606300 13 3.24.804000

6 2.03.004000 14 2.43.608000

7 2.84.204000 15 4.25.049000

8 3.45.104000 16 4.85.769000

表2. 2 パ-ソントリップOD表
および自動車によるOD間費用

* 3252 4878 4065 5691 3252 2439 2439 1626

150 * 4065 4065 4878 4878 1626 3252 1626

300 150 * 3252 1626 1626 2439 1626 4878

462 330 180 * 2439 1626 1626 1626 4878

672 540 390 210 * 3252 2439 3252 4065

198 270 120 264 474 * 1626 813 1626

342 192 168 180 354 288 * 1626 813

546 396 372 192 150 456 204 * 813

486 474 324 144 252 288 324 336 *

1

2

3

4

5

6

7

8

9

パーソントリップ注)上三角行列:

下三角行列;自動車によるOD間費用
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表2. 3 感度分析の結果 (サンプル数36)

＼--＼＼＼

真値
推定値

u-10% u-5% Ⅶ-3%

定数

所要時間

費用

都心ダミー

-0.433x10-1

-0.100x10~1

-0.100x10-3

0.100x10-I

-0.184×10'○ -0.111x10'○ -0.819×10~l

(2.32) (2.80) (3.59)
1.77 1.70 0.54

-0.817x10-2 -0.9097'10-2 -0.946x10-2

(3.86) (8.67) (17.5)
0.87 0.87 1.00

-0.468x10-3 -0.279x10-3 -0.204x10~3

(1.32) (1.52) (1.98)
1.03 0.98 1.01

.0.233×10'○
0.115x10'○ 0.671×10~l

(2.00) (2.03) (2.09)
1.91 1.86 1.78

分担交通量の相対誤差平均 4.00% 1.90% 1.05%

分担交通量の最大誤差 9.12% 4.29% 1.05%

注)上段･.推定パラメータ､中段･. 0.0に対するt健､上段･.真髄に対するt値

表2. 4 感度分析の結果 (サンプル数16)

5iii
真値

推定値

Ⅶ-10% Ⅶ-5% u-3%

定数

所要時間

費用

熟むダミー

-0.433x10~l

-0.100x10~l

-0.100x10ー3

0.100x10~l

⊥0.235x10'○ -0.136x10'○ -0.966x10-1

(6.76) (6.89) (7.32)
5.51 4.69 3.92

-0.577x10-2 -0.786x10~2 -0.877x10一2

(3.15) (8.45) (15.0)
2.30 2.30 2.10

-0.525x10ー3 -0.303×10-3 -0.219x10-3

(1.66) (2.31) (2.82)
1.58 1.54 1.53

0.335x10'○ 0.164x10'○ 0.967x10-I

(1.12) (1.09) (1.07)
1.09 1.03 0.96

分担交通量の相対誤差平均 5.18% 2.90% 1.68%

分担交通量の最大誤差 16.25% 8.53% 5.21%

注)上段:推定パラメータ､中段; 0.0に対するt値､上段:共催に対するt噂
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2. 5 各市簡への適用事例

本筋では､ここで提案した手段選択閑散パラメータと需要変動型均衡交通量の同時推定法を実際の

都市固交通需要分析に適用し､実績再環性の検討､従来の分析方法との精度比較､操作性の比較をす

ることによって､本モデルの実用性の検証を行う｡ここで定式化した需要変動型交通均衡問題を適用

する場合の時間間隔には､平均トリップ時間程度をとるのが妥当であると考えられる.何故なら､鍵

箱選択に関する均衡の定義が等コスト経梅選択であり､交通需要者が乙の等コスト経路選択を行う際

に想定する時間問障は発地を出発して目的地に到着するまでの時間であると考えられるからである｡

しかし､交通量に関する実測､あるいは調査データ､特に本手法の入力データであるOD間パーソン

トリップ数とl)ンタコスト閑散のパラメータ､実用性の検証を行うためのチェックデータであるOD

間分担交通量や遺蒔区間交通量については日単位のデータしか入手できないため､本筋ではやむを得

ず一日交通量巷対象にしたモデルの適用を行っているo

2. 5. 1 分析対象地域とネットワーク

分析対象地域は､昭和56年中京都市群パーソント])ップ調査地域内のT市､および隣接するM町で

あるo対象地域内のゾーニングは､域内を14ゾーン､域外を14ゾーン､計28ゾーンに分割したものを

用いている.自動串とバス利用者を合計したパーソントッリブOD表は､域内ト')ップについては集

計値を用い､流入､流出､通過トリップについては中京都市群全体を対象にして算出した推計値を用

いて作成している｡

分析の対象とするネットワークは図2. 4に示す昭和56年現況適時ネットワークであり､その規模

は､ノード数88 (そのうちセントロイドは各ゾーン中心に1っずっ計28)
､リンク数278である.そ

の内､バス系統が存在するリンクは174リンクである｡対象地域内には24のバス系統が設定されてい

る｡

手段選択閑散はロジット型関数とし､手段選択要因は交通パフォーマンス要因としての所要時間､

ト.)ップ特性要因としての料金､ト,)ップ特性(都心ダ'i-)から構成きれている. I)ンク走行時間

閑散には､各適格規格に対応した修正BPR関数式(2.43)を用いている(加藤･宮城･平岡, 1979) 0

修正B PR閑散は我が国に比較的近い道祐規模を持っオランダで開発されたモデルである｡自動車の

平均乗車人員は実績値より1.22人/台､パス料金Yは､パス運黄表と乗車距離Lにより求めた次

の線形回帰モデル

Y - 82.28 + 19.72 L (氏-0.769)

から求めている.その他のパラメータは､前章と同一の値としたo

ー
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図2. 4 分析対象ネットワーク
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2. 5. 2 同時推定モデルの実用性の検討

本章で提案した同時推定モデル(以後､ MODEL-Cと記す)の実用性の検証を行うために､自動車分

担交通量と自動車分担率に関する推定均衡値と実績値との適合度を､相関分析と1次回帰分析とによ

り検討した.さらに､手段選択関数のパラメータが既知であり､問題[P l〕を用いて均衡交通量だ

けを求める従来の方法MODEL-A､ MODEL-B との比較をfjっているo MODEL-Aでは､交通パフォーマ

ンス要田である所要時間のデータとしてP T調査回答値の平均値を用いて分担率モデルを推定してお

り､その後で問題[P l]により均衡交通量を推定している｡ MODEレBとは､ PT調査全域に自動車

需要量を仮寵分したときの最短経路所要時間を所要時間データとして分担率モデルを推定し､その後

で問題[P l]により均衡交通量を推定したモデルであるo MODEL-Cは､ 91個のOD対に対する自動

車分担交通量が頼朝可能とした場合(7ゾーンで自動者利用パーソントリップOD数だけを調査によ

り把鍵したことに相当する)の､手段選択関数パラメータと均衡交通量同時推定モデルである｡

各モデルの推定結果を表2. 5に示す. MODEL-A､ Bにおける分担率モデル式の重相関係数は0.5

程度であり､推定精度は必ずしも良好とは言えないが､これらのパラメータを用いて問題[Pl]を

解いて得られる均衡分担率は､共に実績値と 0.9程度の相関をもっ｡■このことから､分担需要変動型

交通均衡モデルは､従来のようにそれ独自で対象ネットワークに適用しても現実の林市交通需要分析

に対する適用性はかなり高いことが分かる｡

次に､自動車分担交通量､自動車分担率に対する推定均衡値の実績値再現性を相関係数により検討

すると､ MODEL-Cが最も高くなっている｡また､ 1次回帰分析におけるパラメータの有意性検定の結

果､定数項は0.0に等しく､実額値にかかるパラメータは1.0に等しいという帰無仮説を共に棄却で

きないことから､すべてのモデルで実績値と推定値とは極めて良く適合しているといってもよい｡そ

の中でも､ MODEL-Cはこれらの仮説に対するt値が他のモデルと比較して低いことから､最も適合性･

の高いモデルセあるといえる.

リンク交通量の適合度を実測値と推定値との相関係数により検討すると､すべてのモデルで0.66以

上であり､ MODEL-A､ B､ Cは,)ンク交通量の実績再環性もかなり高いと判断できるoここで用いた

実測')ンク交通量は､昭和56年適格交通情勢調査データから得られたものであるo MODEL-Cによる推

定リンク交通量と実測値との相関図を図2. 5に示す｡

次に､推定きれた手段選択閑散パラメータについての検討を行う. MODEL-Aでは､所要時間と費用

のt値が低く､統計的に有意な変数とならない｡一方､ MODEL-B､およびMODEL-Cでは､所要時間､

費用､トリップ特性とも統計的に有意になっており､特にMODEL-Cではt値が高く､モデルの信頼

性が極めて高くなっているo MODEL-CのパラメータはMODEレBのものと類似した値になっている.

この理由は､ MODEL-Bが分担率モデル推定時の所要時間データとして自動車交通量の仮寵分後の最短

経蒔時間という均衡値の近似値を用いているためであり,この結果からも ㈹DEL-C の推定パラメー
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タ値の妥当性が判断できると考えられる｡ MODEL-Bも適合度の高いモデルといえるが､分担率モデル

推定時の所要時間データを作成するために現況自動車OD交通量をあらかじめネットワークに配分す

るという作業を必要とすることから操作性は低い｡

分担率モデルのパラメータ推定のために用いられたサンプル数は､ MODEL-Cが91個と最も少ないo

それにもかかわらず他のモデルより信頼性の高い分担率を得ることができるのは､交通均衡モデルに

よりすべてのODペアと手段の組み合せに対する交通パフォーマンス要因サービス水準を一恵に得る

ことができるためである.また､ MODEL-Cが必要とするデータはトリップ特性要因の値以外はOD聞

手段別利用者数だけであり､これらのデータを収集することは従来のPT調査に比べて比較的容易で

あるo

このように､手段別分担交通量やリンク交通量の適合度の高さ､手段選択閑散パラメータ推定値の

有意性､サンプル収集の容易さ､操作性の高さなど種々の理由から､本モデルは細市圏の交通需要分

析に十分､貢献できると考えられる｡
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表2. 5 各モデルの推定結果

ド
止ゝ

jSR

｢

MODEL
推定パラメータ サン

音 轟
自動車分担交通量の推定値と実績値

の畠紙数
汚≡調定数項 所要時間 費用 トリップ特性 相関係数 1次回帰係数 al:1.Q)t*

A
-0.355x10◆l -0.174x10~2

(0.01)

-0.111x10-2

(1.62)

0.105×10◆1

(5.43)

123 0.48 0.994

aa:…謂
0.96 0.906 0.665

B
-o.340x10+1 -0.163x10-1

(3.24)

-0.151×10-2

(1.96)

0.849x10+0

(4.74)

129 0.55 0.994

:::;:謂
1.59 0.906 0.689

C
-o.249×10り

(0.86)

-o.267x10-i

(2.97)

-0.159x10-2-

(4.62)

0.141×10◆l

(5.55)

91 0.995

aa:≡((9-78oig7S亨
0.28 0.920 0.663

注) ( )内はt値を示す｡但し､ MODEレA, MODEレBはSPSSにより推定したため定数項のt値は算出していない｡
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2. 6 まとめ

本章では､自動車とバスとが同一道蒔区間を共用し､適格区間上で互いにそのサービス水準に影響

し合うことによって手段分担需要に変動が生ずる場合の交通均衡状態を予測する実用的な手法を開発

した｡さらに､感度分析と実際の都市圏交通需要分析-の適用結果を考察することによって､本手法

の有用性を検証した｡以下､本章で得られた結果をまとめてみる｡

従来､分担需要変動型交通均衡問題は､主としてモデルの定式化､解の存在定理､解の一意性の検

討などの理論面に重点がおかれていたが､本章では現実の都市における交通需要分析への適用性を重

視している｡ 2飾では､経蒔選択だけに影響を与える要因だけでなく､トリップ目的やトリップエン

ド条件などのように手段選択だけに影響を与えると考えられる要因をも手段選択関数の説明変数に含

めることができるように､従来のⅤ.I.モデルの改良を行った｡ V.I.モデルは不動点アルゴリズム

などの解法を用いて直接解くことができるが､選択経路の効率的な取込みを如何に行うかなどの問題

点があるため､計算や操作性の面で優れたBecknann型最適化問題に変換して解く.この変換された

Beckmann型最適化問題の最適解Iま､ V.Ⅰ.モデルにおける解の一意性条件に加えてリンクコスト関数の

ヤコピ行列の対称性を仮定した境合の解になることを示した｡

従来､手段選択閑散のパラメータはアンケート調査による回答値の集計データを用いて推定されて

いた.第3節では､人の手段選択行動の結果である観測可能な実績手段別交通量を利用して,分担需

要変動型交通均衡モデルから得られる推定手段別交通量と観測可能な実績手段別交通量とが回帰する

ように､均衡交通量と同時に手段選択閑散パラメータを推定するモデルを開発した｡本モデルは､手

段選択関数パラメータが既知とした場合の人の規範的交通行動を求める分担需要変動型交通均衡問題

である上位問魔と､実際の手段選択行動結果と上位問題から得られる規範的選択行動とのずれを最小

にするような手段選択閑散パラメータを求める最小自乗問題である下位問題とから構成される2レベ

ル問題となる｡

本モデルの大規模ネットワーク-の適用を可能にするために､ 4節では､バス運行塀度は固定であ

り､バスのリンクコストは自動車のリンクコストの閑散と考えられるという現実的に許容できる仮定

を導入することにより､モデルを自動車単一モードの交通均衡問題に簡略化した.さらに､本モデル

を解くためにFrank-Nolfeの分解原理を用いた勾配ベクトル探索法が適用可能であることを明らか

にし､ Frank-Nolfe法による非緑形最適化計昇法のアルゴリズムを示した.均衡交通量や手段選択

閑散ノヾラメ一夕推定値の精度に与えるサンプル数や観測値の誤差の影響を､調べるために､本計算法を

用いてモデルの感度分析を行った結果､回帰との残差がすべて正規分布に従うような戦測データをあ

る程度のサンプ}L･数だけ収集することができれば､御値の変動がかなり大きい場合でも､均衡交通

量に関してはかなり高い精度で推定が可能となることが明らかになった｡

5節では､本モデノレを実際の都市圏交通需要分析に適用し､実績再環性の検討､従来の分析方法と
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の糖度比較､操作性の比較などを行った｡その結果､

① アンケ-ト調査などのデータにより､あらかじめ手段選択閑散パラメータを推定した後で分担需

要変動型交通均衡モデルを独白に適用した場合でも､手段別交通量､分担率､リンク交通量の推定精

度はかなり高いことが分かった｡このことから､人の手段選択､鍵箱選択に関する本モデルの均衡の

定義は､実際の人の交通行動原理をうまく定義していると判断できる0

② 本章で開発した手段選択閑散パラメータと均衡交通量同時推定モデルを用いて得られる手段別交

通量､分担率の精度は､分担需要変動型交通均衡モデルを独自に適用した場合以上に高い｡

③ アンケート調査の回答値デ-タにより推定された手段選択関数のパラメータは､変数相互の相関

性などの理由で不安定になる場合があるが､本モデルから得られる推定パラメータの統計的信頼性は

極めて高い｡

⑥ 交通需要巷推定するに当って本モデルが必要とするデータは､トリップ特性要因の値以外はOD

聞手段別利用者数だけであり､そのサンプル数も従来の交通需要予測手法と比較してかなり少なくて

もよい｡それにもかかわらず均衡交通量､手段選択閑散パラメータ推定値の糖度は極めて高くなると

いう操作上の利点がある｡

などの結果が得られ､本モデルの有用性が検証できた｡本モデルは､大規模な調査を必要とする大都

市圏交通需要分析だけでなく､単一中小都市における簡易的な調査による交通需要分析に特に有用で

あると考えられる｡

本研究で使用したデータは､中京細市圏総合都市交通計両協議会データ管理委員会より借用したも

のであり､御協力をいただいた方々に感謝の怠を表する｡
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第3章 分担需要変動型交通均衡を考慮した最適バス輸送計画策定手法

3. 1 概説

本草の目的は､リンク走行コスト関数やそれらのモードを利用した際の経路選択境範が互いに異な

る多種のモードが､同一の道路ネットワークを供用する場合の交通機関分担プロセスと配分プロセス

とを結合した需要変動型均衡交通需要予測手法､ならびに需要変動型交通均衡を内生的に考慮した最

適バス輸送計画策定手法を開発することにある｡

従来の四段階推定手法を用いて分布交通量や分担交通量を推定する際には､交通サービス変化後の

所要時間などのサービス水準をあらかじめ与えておかなければならない｡しかし､寵分プロセスを経

て最終的に得られるサービス水準と与件値との間に大きな差が生じる恐れがある.この点が四段階推

定手法を用いて交通サービス変化後の需要巷予測する場合の大きな問題点であった.本来､これらの

サービス水準と需要量は交通需要と交通パフォーマンスとの均衡値として求められるべきである｡同

様に､新規交通サービスの効果を評価する際には､改善されたサービス水準と需要量の均衡値を用い

て行わなければその正確な効果量を計測することはできない｡以上のような理由から､均衡交通需要

を予測するプロセスを内生化した交通サTビス計画手法と効果測定手法の開発が強く望まれているo

このような中で､需要変動型交通均衡理論に基づく均衡交通需要予測モデルに関しては､前章に示し

たように Beekmann型最適化問題モデルやⅤ.I.モデルなどの開発が進められてきている｡しかし､

最適交通サービス計画問題を定式化する際に､需要変動型交通均衡魯内生的に考慮できるように拡張

されたモデルはばとんど存在しないといっても過言ではないであろう0

最適交通サービス計画問題､特に､交通需要変動を考慮した交通サービス計画問題( Poor2:ahedy

& Turnqujst,1982 ;朝倉,1985 )は､需要変動型交通均衡状態を定義する最適化問題の目的閑散を
m2 n2

F2

､制約閑散を
g2∈ R

､均衡交通量をh∈R
とし､最適交通サービス計画問題の目的開

m1 巾l

数を Fl､制約閑散を gI∈R
､最適交通サービスを

S∈R とすると､一般に次式のように定

義される｡

● ● ●

Fl(S ,
h )-Min: Fl(S,h )

S

+

gl(S,h ) ≦ 0

●

F2(S,h )-Mine. F2(S,h)
h

s.i. g2(S,h) ≦ 0

(3.1.a)

(3.1.b)

(3.1.e)

(3.1.d)

●

ここで､ h は S が与えられたもとでのパラメトリック最適解であるoつまり､最適交通サービス
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計画問題の中でサービス変化による需要変動を考慮する場合には､交通均衡問題をその制約条件とし
+ *

て含み､常に2っの最適化問題を対にした定式化がなきれ､最適交通サービス S は均衡交通量h
*

と同時に決定きれる｡需要国定型の交通サービス計画問題は､式(3.1.a)-(3.1.d)において h-h

を仮定し､問題を式(3.1.a)と(3.1.b)だけで定義した､一般的な最適交通サービス計画問題の特殊

問題である｡

本章で対象としているように､新規の交通サービス計画案がバス輸送システムの導入である場合に

は､その便益の帰属主体は､現在､何らかの交通手段を利用してトリップを行っている人であり､バ

ス輸送システム導入の効果が発生･集中交通需要や分布交通需要に大きな変化を与えることはばとん

どないと考えられる｡そこで､本章では､交通手段分担プロセスと配分プロセスとを結合した分担需

要変動型均衡交通需要予測手法と､この分担需要変動型交通均衡をモデルの中で内生的に考慮した最

適バス輸送計画策定手法を開発することを目的としている｡本モデルでは､交通需要者の交通手段選

択に対する意志決定結果から得られる増加便益を評価閑散としたシステム評価段階と､各モード利用

者の利用者最適となる経韓選択に関する意志決定段階とを2段階の意志決定問題とみなし､ 2レベル

の最適化問題で構成されるStaekelberg計画問題としてモデルの定式化を行っている｡モデル構造の

点で､松井･山下(1978)のモデルと類似しているが､本モデルは､需要変動型交通均衡下で個人の

効用最大化原理に基づく交通手段選択結果から得られる交通甫要者の絵便益を最大にするようなシス

テムを設計することができるoそのため､より実際に近い均衡交通需要下での最適バス輸送サービス

水準を決定することが可能である｡

本章では､ 2節で多種モード混合交通均衡問題に関する定式化の一方法とその必要条件について述

べるo 3節では分担交通需要閑散として用いたModal Demand Model (以下ではMDモデルと記す)

について解説し､ MDモデルに基づく新規､既存両交通モード利用者の絵便益測定法とバス輸送シス

テム導入政策の評価基準について述べる｡ 4節では､分担需要変動型均衡交通需要予測問題､および

分担需要変動型交通均衡下での最適バス輸送計画問題を､ここでは最適運行椀度計画問題に特定化し

て2レベルStackelberg計画問題として定式化する｡次に､上位問題の制約条件の一つである下位問

題､つまり多種モード混合交通均衡問題の凸性を証明することによって最適化問題をその必要十分条

件で置換え､先に定式化したStaekelberg計画問題を通常の第Ⅲ種非線形計画問題に再定式化する｡

5節ではペナルティ閑散法を用いた求解のためのア}レゴリズムの開発と､仮想的ネットワークを対象

としたモデルの適用例について考察を加え､都市域におけるバス輸送計画-の本モデルの適用性の検

討を行っている｡
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3. 2 多種モード混合交通均衡問題

多種モード混合交通均衡問題とは､自動車とバスなどのように､リンク走行コストや各モード利用

者の経韓選択規範の異なる多種モードが同一の適格ネットワークを供用する場合の交通均衡状態を求

める問題である｡前章でも同じ問題を取上げているが､本章では独自の解釈を加えた新しい定式化を

行っている｡

3. 2. 1 走行コストに関する定義

いま､モデルの一般性を失わない程度に問題を簡略化するために､以下では自動車とパスという2

種のモードが同一の道祐ネットワークを供用している場合魯考える｡まず､各モードのリンク走行コ

ストの相違点について考察する.対象とする適格ネットワークは､集合Aに含まれるリンク&と集合

Nに含まれるノードnから成り､集合1に含まれるiODペア間にトリップ分布が存在するとき､

gi : i番目ODペア間パーソントリップ数

Ⅹi :自動串を利用するi番目ODペア間パーソントリップ数

yi :バスを利用するi番目ODペア問パーソントリップ数

Ⅹ川.･自動串を利用するi番目ODペア間パーソントリップのうち､ k番目の経埼を利
X

用するパーソントリップ数 (k∈Ki)

yih :バスを利用するi番目ODペア聞パーソントリップのうち､ h番目の経路を利用
y

するパーソントリップ致 (b∈K`)

fs

X

C4

y

C4

単位時間当たりのs系統バス運行塀度 (s∈S)

T)ンク&の自動車による走行コスト

I)ンク&のバスによる走行コスト

とおく｡なお､各トリップは単位時間当たりのトリップ数である.ここでは､自動車台数は平均乗車

人員を介してパーソントリップ数に1対1に対応すると仮定し､自動車台数-自動車利用パーソント

リップ数として以後の定式化を行う｡いま､ giを与件とした場合には､ i番目のOD間パーソント

I)ップ数の保存式､モード別OD問パーソント,)ップの非負条件､およびモード別経路別OD間パー

ソント')ップの非負条件は次式のように表される.

gi-Ⅹi+yi-∑x川+∑yih,
X h

xi, yi, Ⅹik, yih ≧0

X y

i∈l, k∈Ki, h∈K`

-
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Ⅹd, yd を･)ンクa上の各モード利用者数とするとき､リンク&の各モードの走行コストは､一

般に雨モードの利用者数の閑散となり､

X I

Ca-Cd (Ⅹd, y4)

y y

Cd-Cd (Ⅹa, yd)

&EA (3.3)

のように表窮することができる｡しかし､この関数形では可積分条件を満足するコスト閑散を特定化

することが困難であるため､本章でも前章と同様に自動車換算係数 γ を用いてバス台数を自動車台

数に換算することにより､リンクaの交通量vaを自動車単一モードによる交通量

va-∑∑8i…Ⅹi火+γ∑△asfs a∈A
i 火 S

(3.4)

で表す｡ここに､ 6i…は自動車によるi番目ODペア間の第k経輯がリンクaを含むとき1､含ま

ないとき0の億をとるダミー変数であり､ △dSはバス系統sがリンク&に設置きれているとき1を
y X

とり､設置されていないとき0の値をとるダミー変数である.さらに､ CAは Ca の関数と仮定す
X y

ると､両モードのT)ンク走行コスト関数Cd､ Cd はそれぞれ､

X I

Cd-Cd (vd, ∑△asfs)
S

y y X

Cd-CA (CA [vd, ∑△asfs])
S

&EA (3.5)

のように表すことができる｡本来､
γ はバスの混入率によって変動する値である｡しかし､バスの

混入率の変動範囲が一恵限度内では一定値と考えてもよいことがわかっているため､ここではγ を

定放と仮定しているoもし T を fs の関数であると定義すると､コスト関数のヤコピ行列が非対

称となるため､以下で述べる目的関数の解の一意性が保証されなくなる｡しかし､ヤコピタイプの収

束計算( Florian and Spjess,1983)を行えば､実用的には満足のいく解を得ることが可能であると

考えられる｡
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3. 2. 2 各モード利用者の経蒔選択規範の定義

次に､各モード利用者の経韓選択規範について考える｡自動車の利用者は､ Nardrop (1952)の第

一原則である等コスト原則に従うものと仮定する｡一方､バス利用者は容量制約なしの等コスト原則

に従うものとする｡この2っの鍵蒔選択規範に従って経路選択を行った時の交通状態は､交通需要者

がモードを選択した後に自分にとってコストが最小である鍵箱を選択したときの交通状態を表現する

ことになる.これらの経路選択規範は各モード利用者にとって利用者最適な経路選択規範である.

単一モードの場合の等コスト原則による交通均衡問題は､ J少rgensen(1963)によって数理最適化問

題として定式化されたo各モードの走行コスト閑散を式(3.5)のように仮定した場合には､多種モー

ドが混合するネットワーク上の自動車利用者の等コスト原則を満足する交通均衡問題も､換算きれた

自動車の経韓交通量を変数とした場合､次のような数理計画問題で表環することができる｡

Mjn: Fx-∑

a.t.

Vd I

Ca(v) dv

∑Ⅹ川-Ⅹi
欠

vd-∑∑8ikdXik+γ∑△asfs
i A S

Ⅹik≧0 ,

X

kEKi, iEI, &EA

(3.6)

(3.7)

この最適化問題の解が､多種モード混合状態における自動車利用者の経蒔選択規範である等コスト原

則の概念に一致することは､式(3.6),(3.7)のKuhn-Tucker条件が､

if xik>O

X

k∈Ki

if xi火-0

k∈Ki, i∈Ⅰ (3.8)

のようになり､ラグランジュ乗数 入iがi番目ODペア間に固有のコストを示すと考えられることに

より証明することができる｡

一方､バス利用者の経蒔選択規範である容量制約なし等コスト原則は､すべてのバスリンクでバス

利用者がバス輸送可能量を超過することはないという輸送可能条件､

Q∑△dSfs≧ ∑∑8iMy`h
S i h

-
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を満足するという条件下で､

y

Mjn: Fy-∑∑∑6‖川yihCd(vd)
d i h

s.i. ∑yih-yi
h

va-∑∑8i…Ⅹiた+γ∑△ASfs
i A S

yih≧0 ,

y

h∈Ki, i∈Ⅰ, &∈A

(3.10)

(3.ll)

のように定式化できる｡ここで､ Qはバス定員である｡この不等式制約条件付きの非棒型最適化問題

(3.9) -(3.ll)のKuhn-Tuckerの必要条件(今野･山下,1978)は次のようになる｡

y

∑8iM (Cd(vd) +q4! -jLi≧O
a

y

yih [∑5iM iCd(va) +oral -pi] -0
d

qd≧0 , FLi≧0

∑∑8iMyih-Q∑△asfs≦O
i h S

q4 (∑∑5ihdyih-Q∑△asfs) -0
i h S

(3.ll),
y

hEKi, iEI,
&EA

(3.12.a)

(3.12.b)

(3.12.c)

(3.12.d)

(3.12.e)

(3.12.f)

乙こで､
piはi番目ODペアに固有のラグランジュ乗数であり､ o･dはリンクaに固有のラグラン

ジュ乗数である｡いま､式(3.9)が有効な制約条件でなければ､つまり式(3.9)の不等号だけが成立

するときには､式(3.12.e)から ord-0 となるo このとき FLiはi番目ODペアのバス利用者の所

要コストと考えることができ､式(3.12.a),(3.12.b)は自動車に対するKuhn-Tucker条件式(3.8)と

同一のものとなる｡したがって､常にバス利用需要が捻バス定員より小きければ､最適化問題(3.9)

-(3.ll)の最適解は､バス利用者に対する容量制約なしの等コスト原則を表現することになる｡以下

の計算例では､式(3.9)が有効にならないようにバス容量Qに大きな値を想定し､計算終了後にバス

乗車人員のチェックを行うという手順をとることによって､バス利用者の経蒔選択規範を式(3.9) -

(3.ll)による定式化で満足できるようにしている｡
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3. 3 便益の測定方法とシステムの評価基準

3. 3. 1 Modal De抑&nd モデル

新枕交通サービス導入による利用者便益を測定するためはは､その交通サービスに対する需要閑散

が特定化されていなければならない.その場合､種々の需要関数のなかでも､交通サーt:.スに対する

個人の効用を明示的に表項するモデルを需要関数として用いることが望ましい｡このような効用の概

念を用いた交通需要モデルとしては､非集計行動モデルとMDモデルがある｡非集計行動モデルが利

用者の便益測定に関して多くの利点を持っことは､確率効用最大原理というモデル構築の基本的仮定

から理論的にも明らかである(NjlliaTRS,1977 ; Sasaki,1982)oしかし､甫要閑散を非集計型モデル

により定義する場合には､交通均衡状態を求めるプロセスで制約条件となる交通手段別分担交通量を

得るために､何らかの方法によって集計化の作業が必要となる｡何故なら､各モード利用者の交通均

衡状態の定義が､ 3. 2で示したような確定的な効用､つまり確定的な変通常更によって一意に決ま

る最小コストにより集計型決定論的になきれているからである｡非集計型需要をゾーン間集計需要に

集計する作業はかなり複雑であり､また非集計型需要関数を需要変動型交通均衡開痩に適応した場合

に解の一意牲が保証されるかどうかは不明であるo以上のような理由から､本研究では需要閑散とし

て集計型であるMDモデルを採用する｡

MDモデルとは､本来､以下に示すような仮説にその理論的基礎がおかれている(費用･便益研究

委員会, 1980) 0

(1)潜在罵要の仮定:各OD間には､両ゾーン闇交通のために要する不効用とは無関係に潜在的な

需要があるものと仮定し､その大きさは､発着両ゾーンの経済的要因､社会的要因､および両ゾーン

間の結び付きの強さを表す要因によって定まる｡

(2)交通目的の効用:潜在需要のすべてについてみれば､各OD間の交通目的の効用はある種の確

率分布をなし､その分布形は各OD対について共通である｡

(3)交通による不効用要因の相対評価:交通に伴う不効用要因に対して利用者は主観的な相対評価

を行うが､潜在需要のすべてについて見た場合には､不効用要因相互の相対的評価基準はある種の確

率分布をなし､その分布は各ODについて共通とみなし得る｡

(4)確率分布の独立性:交通目的の効用の分布と交通に伴う不効用要因の相対的評価値の分布は､

互いに独立であると仮定する｡

(5)交通手段選択基準と有効需要:交通利用者は､各種交通手段のもっ不効用について各自､評価

を行い､不効用の総和が最小である交通手段を確定的に選択する｡また､潜在需要のうち､選択され

た交通手段の不効用よりも大きな効用を持っ交通のみが有効需要として顕在化する｡
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ここではOD間トリップ数 giを与件としているから､仮説(1)における潜在需要を仮定せず､

交通需要者全員にとって仮説(2)のOD間交通目的の効用の方が交通による不効用よりも大きいとい

うことを仮定していることになる｡さらに､仮説(3)の交通に伴う不効用要因として所要費用 p と

所要時間 t だけを考え､不効用要因相互の相対的評価基準を時間評価値w とするならば､交通に

伴う不効用は､一般化費用C-p+wt で表されることになる｡したがって､ i番目ODペア間各
X y X y

モードの所要費用､所要時問を pi, Pi, t`, t`

､時間評価値wの確率密度閑散を
¢(W)と

+ +

すると､自動車､バスの均衡分担需要量xL, yLは､それぞれ､

+ Jt

0

Ⅹi=gi

■

yi=gi

¢(w)dW

★

Ui

¢(w)dW

I

によって表される｡ここに､ Wiは､所要時間､費用の均衡値により定義される

+
x+ y+ y書 x+

Wi - (pi -Pi )/(ti -ti ) i ∈ Ⅰ

(3.13.a)

(3.13.b)

(3.14)

で表きれる均衡値である(青山･芝原,1978).その他の変数についても均衡状態にあるものには*を

付けて均衡値を示している｡ただし､乙こでは､

y X

ti ≧ t i, かっ
X y

pi ≦ pi i ∈ I (3.15)

y

の場合だけを考えている｡ tiは､運行額度に対応した平均バス待ち時間(運行間隔の1/2)を含ん

でおり､均衡要因であるリンク走行所要時間の関数である均衡経蒔所要時間だけでなく､制御可能な

計画決定変数である系統別運行椀度の関数にもなっている｡
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3. 3. 2 バス輸送システムの便益測定法とシステムの評価基準

新規の交通施設投資に対する効果の測定には､従来､新規施設への転換と誘発利用者だけに対する

利用者余剰の測定が用いられてきた｡実際には､新境交通施設の設定により､新規交通施設-既存交

通施設からの転換需要が生じ､既存交通施設の混雑も横和きれる｡それによって新規交通施設設定後

も既存交通施設を利用する主体に対しても走行コストの減少という純間接便益が生じる｡そのため､

総合的な交通計商の見地からは､新規交通施設利用者だけでなく既存交通施設利用者-の効果をも測

定することが必要であるo本筋では､ MDモデル食草入した両モード利用者の便益測定法と､それを

用いたバス輸送システム導入の評価基準について検討を行う｡

いま､一般化費用がCxの自助阜だけが使用きれている任意のODペア間に､一般化費用がCyの

新規パス輸送システムが導入されたとすると､自動車からバス-の転換が生じ､交通手段分担需要の
* *

変軌こ伴う交通均衡状態がシフトすることによって両モードの一般化費用は垂れぞれCx,C,に移
書

動し､ Wiは Wiでその均衡値を示す(図3
･

1参照)
.このときの両モード利用者の捻便益の増

加量は､

(a )自動卑･からバスへの転換者にとってtま費用は減少するが所要時間は増加するから､直接便益は､

(費用蘇約額) -

(増加所要時間の貨幣価値換算額)

(ち)バスシステム導入後も自動車を利用する人にとっては､混雑横和により所要時間が減少するか

ら､その純間接便益として､

(減少所要時間の貨幣価値換算額)

となる｡従って､システム全体の利用者の総便益の増加量B は､

+ f

B-戸{(p;I-p:I,r"w,二w･(て;-t:',rLL-,dWx x* p
p

+(ti-ti ) w≠(w)dWi gi (3.16)

~x

となる.ここで､ tiはバス輸送システム等人前の自動車によるi番目ODペア開所要時間である｡

バスへの転換に伴う自動専制用率の減少による道路混雑穏和効果以上に､バスの過剰投入が道蒔混雑

を激化きせる場合には､ (a )､ (b )の各便益が逆符号となるだけで､絵便益増加量は同様に式(3.16)

で表される｡式(3.16)は､交通手段分担需要の変動を考慮した交通均衡状態の下でトリップを行う全

ての人に対する便益を測定していることから､新規バス輸送システム導入効果を評価するという意味

で適切な評価頼棲と考えることができる｡そこで､本章では､バス輸送システム導入の評価閑散とし

て式(3.16)を採用し､次鮮以下ではBを最大にするような最適バス輸送システムの計画策定手法の検

討を行う｡
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図3. 1手段選択需要の均衡過程
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3. 4 分担需要変動型交通均衡を考慮した最適バス輸送計画策定手法

3. 4. 1最適^'ス棉送計画開鑑の定式化

分担甫要変動型交通均衡下での均衡交通需要量は､ 3. 3. 1で述べた交通手段分担甫要の発生機

梼と､ 3. 2で述べた多種モード混合交通均衡条件との相互関係を満足する交通量として求められる.

したがって､分担肩章変動型交通均衡を考慮した最適バス輸送計画問題とは､上記の交通需要予測手

法を計画評価システムの申で内生的に考慮しながらシステム評価閑散を最適にするようなバスサービ

ス水準を決定する問鑑である.バス系統網は既知として運行窮度だけを決定することに問題iこしぼち

なら､最適バス輸送計画問題は､制御可能な系統別バス運行塀度をパラメトリックに変化させたとき

の需要変動と各モードに対する交通均衡条件式(3.6),(3.7)と式(3.9)-(3.ll)を共に満足させなが
+

ら､式(3.16)で示されるシステム評価関数を最大にするような系統別バス運行頻度ベクトル1を決
+ +

定し､それに伴う両モードの均衡経鞄交通量ベクトル X , y を求める問題となる｡この間題は以

下のように定式化することができる｡

[Pl]

Max: B(Z)-∑ i(pi-Pi)

戸{(p:-p:,r-,dW･(丁:-t:,r誌-,dW
丁:-t:'/i十(ti-ti

s.i. ∑Ⅹ川+∑yih-gi-0
火 h

X y y I

Wi-(pi-P`)/(ti-ti)

Mjn

'
. Fx-

s.i.

V4 X

Cα (Ⅴ) dv

w¢(w)dW) gi

i ∈Ⅰ

i∈l

∑Ⅹik-Ⅹi i∈I
A

v4-∑∑8ikdXik+γ∑△dSfs &∈Å
ヱ k

xik≧0

S

X

k∈Ki, i∈Ⅰ

y

Min

I
.

Fy-∑∑∑5iMyihCd (vd)
A i h

S.i. ∑yih-yi i∈l
h

vd-∑∑8iMX川+γ∑△4Sfs &∈A
i ～ S

yih≧0

-
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LQsEAasfs,戸hZ8ihdyiha∈A

この問題[P 1 ]は､上位の最適化開題の制約条件として最適化問題を含む2レベルStackelberg

計画問題を構成している｡

まず､この2レベルStackelberg計画問題の構造について考察する｡バス輸送サービス計画主体の

評価関数､式(3.16)をその目的関数として持っ上位最適化問題は､計画主体の設定する運行顕度と内

生的に決定きれる所要コストの変化を通して､式(3.6),(3.7)と式(3.9)-(3.ll)で示される下位最

適化問題の制約条件 Ⅹi

,yiに影響を及ばす.一方､同一道路区間上を自動車とバスとが共用する

ために､両手段の換算交通量 vd がリンク走行コストに影響を与える｡この走行コストのもとで､

上位問題の解として与えられる手段別の利用者 Ⅹ`

,yiは､下位最適化問題によって利用手段ごと

に等コスト経蒔選択となるように経蕗配分され､その結果として利用者最適なフローパターン Ⅹ川､

yLh を求めることができる.これらは手段別のOD間走行コストを変化させ､上位の最適化問題の

wiの値尊変化させるo上位最適化問題は､その目的関数を最適にする運行塀度 fs を決定すると

いうバス輸送サービス計画主体の意志決定構造を表すと同時に､交通手段選択に関するトリップ主体

の意志決定構造をもモデル化している(図3. 2参照) 0

次に､このモデルが再萌する現象について考察する｡上位の最適化問題の申に含まれる分担率モデ

ルでは､任意のOD間交通需要者は､与えられたサーt:.ス水準のもとで自分にとって非効用が最小の

交通手段を必ず選択するという意志決定を行い､システム最適化のために非効用が最小であるモード

以外のモードを強制的に選択させられることはない.一方､下位の最適化問題では､各モードの分担

需要保存条件のもとで利用者最適な経韓選択に関する意志決定がなされる｡このため､本モデルは､

任意に固定された制御可能バス運行塀度と下位の最適化問題から得られる均衡コストのもとで､経銘

選択だけでなく交通手段選択についても利用者最適パターンを再萌すち.さらに､交通手段選択プロ

セスが鍵箱選択プロセスよりも上位のレベルにあることから､手段と経略を選択する際の段階的な意

志決定のモデル化を行っていることになる｡したがって､本モデルは､人の段階的な利用者最適交通

選択行動結果から得られる交通需要を予測しながら最適パスサービス水準の設定を行うことが可能と

なる｡

以上のことから､問題[P l]を需要変動型交通均衡問題として考える場合には､外生的に設定さ

れたバスサービス水準のもとでの交通手段選択過程と経路選択過程を結合した均衡フローパターンが

再現される｡一方､最適バス輸送計画問題として考える場合には､ [Pl]を解くことによって分担

需要変動型交通均衡下でのシステム最適なバスサービス水準を決定することができる｡

- 59 -



･i

α

⊂⊃

■:

図3. 2 最適バス輸送問題の概念図



3. 4. 2 Stackelberg計画問題

Stackelberg計画問題とは以下のような問題をいう(志水, 1982)
｡今､意志決定者Aは､相手の

意志決定者Bの目的関数や制約条件に関するすべての情報を持っているが､意志決定者Bは意志決定

者Aに関する情報としてはAがBに示す政策しか分からず､ Bはその政策に対して自己の目的関数を

最適にするように行動すると仮定する｡このような状況下では､意志決定者Aが主導権を握っていて､

Aにとっての最適政策を先に決定できる.このような状況を意志決定者A先手のStackelberg解とい

i=

ワo

数学的に示すならば､以下のように定義される｡今､意志決定者Aの決定変数､目的閑散､制約開
nd nd nb nh

数を X∈R ,
Fd, gd∈R とするo意志決定者Bのそれらを y∈R ,

Fb, gb∈R とす

ると､ Stackelberg計画問題は次のように定式化されるo

+
-

+

Fd (X
,y(X

)) -min: Fd (X,y(X))
X

s.t. gd (X,y(X)) ≦ O

Fb (X,y(X)) -

mjn: Fh (X,y)
y

s.t. gh (冗,y) ≦ 0

(3.17.a)

(3.17.b)

(3.17.a)

(3.17.d)

ただし､ y(冗)は､ Xが与えられたもとでの下位問題(3.17.c), (3.17.d)のパラメトT)ック最小解で

ある｡

●

本モデルに当てはめるならば､解ベクトル X は､システム最適状態を達成するバス運行塀度であ
●

り､ y(x )が利用者最適なフローパターンに対応する.また､意志決定者Aはバス輸送計画策定者
′

であり､その目的閑散は､新規､既存両交通施設利用者の増加便益に負符号を付けたものにあたり､

制約閑散はODトリップ数の保存式などに対応するo意志決定者Bは各モードの交通需要者であり､

目的閑散は､その閑散を最小化することによって各モード利用者最適な経韓選択を達成する必要条件

を得ることができる式(3.6)および式(3.10)であり､制約関数はモード別OD保存式や非負条件に相

当する｡したがって､問題[P l]は､交通需要者はパス輸送計画策走者が示す政策しか知らず､そ

の政策のもとで各交通需要者にとって最適な交通行動を行うが､バス輸送計画策定着は交通需要者の

目的閑散や制約条件等のすべての情報を把撞しているから､交通需要者の最適行動結果から得られる

均衡交通需要を予測しながら自らの目的である社会的便益の増加量を最大にする政策を捷示するとい

う意志決定手順のモデル化となる｡この問題はまきに､バス輸送計画策定者先手のStaekelberg計画

問題である｡
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3. 4. 3 下位問題の凸性とモデルの再定式化

前簸で定式化された2レベルStackelberg計画問題[P l]を直接解くことは困難であるが､下位

の最適化問題をその必要十分条件で置換えることができれば､問題【P 1 ]の必要条件を得ることが

できる.そのためには､ X､ y､ 1を解ベクトル､ 2:- (冗, y, 1)としたとき､

(a)目的関数がZ に関して微分可能な凸関数である｡

(b)任意に固定された1に対して､下位の最適化問題の有限な最適解x(1), y(1)とそれに

対応するラグランジュ乗数が存在する｡

という条件を満たさなければならない.条件(b)は2章より明らかであるから､条件(a)の多樺モー

ド混合交通均衡フローを決定する下位の最適化問題(3.6),(3.7)の凸性についての検討を行う｡

制約条件(3.7)は､経蒔交通量､および運行塀度に関して線形であるから､これらを満足する変数

の集合Rは凸集合である｡次に､目的関数(3.6)の凸性について考察する｡いま､解集合に含まれる

2点2:(I), 2:(2)∈R に関して､式(3.6)をテーラー展開すると､

t

Fx(Z(2))-Fx(Z(1))+(z(2)-z(1)) ∇Fx(Z=))

t

+1/2 (Z(2)-z(‖) ･H[e2:(2)+(1-e)z=)]･(2:(2)-2:(‖)

となる｡ここで､ 0<β<1であり､ Hはヘッセ行列を示す｡このとき､

(3.18)

t

Fx(Z(2I)-Fx(Z"))-(Z(2)-2:=)) VFx(2:(‖)

t

-(1/2)･ (Z(2)-z(‖) ･H[ez(2)十(1-e)z(‖]･(Z(2)-2:(I))

X

-(1/2)･
∑ ‡dCd(vd)/dvdi ･[ 〈∑∑di火(∂vd/∂Ⅹ川=
A i 火

2

+ ‡∑∑eih(∂v4/∂yih)i + ほqs(∂vd/∂fs= ]
i h S

X 2

+∑cd(vd)･ ((∂/∂Ⅹi火)+(a/∂yih)+(a/∂fs)i v4 (3.19)
d

となる.ここで､ dik,eihはそれぞれ､点(1)と(2)の解集合におけるi ODペア間の自動車とバス

によるト･]タブの弟k､弟h番目の経蒋交通量の差であり､ qsはs系統の運行塀度の差を表わすo
X I

Cd(vd)は単調増加関数と仮定できるから､ dCd(vd)/dvd≧0 となる.また､ Ⅹ川≧0, yin

X

≧0, fs≧0 に対して vd≧0であり､かっ∑Cd(vA)≧0 であるから､式(3.19)≧0となり､
d

Hは半正定値となる｡以上のことから､

t

Fx(Z(2))≧Fx(Z=))+(Zく2)-z=)) vFx(2:=))

一
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となるから､目的閑散(3.16)は凸関数であるといえる｡

凸閑散であれば擬似凸関数であり､目的閑散が擬似凸閑散で､かっ実行可能領域が凸であれば､式

(3.7),(3.8)で表される Kuhn-Tucker条件は十分条件となるから､式(3.7),(3.8)は式(3.6),(3.7)

の必要十分条件となる｡以上のことから､多種モード混合フローにおける等コスト原則に従う交通均

衡問題も単一モードの場合(井上, 1975)と同様に 2:∈Rで凸計画問題となり､ Fxの局所的最適

解は大局的最適解に一致する｡バス利用者に対する最適化問蔑についても全く同様のことが成立する｡

したがって､上位の最適化問題の制約条件を構成する2っの下位の最適化問題はその必要十分条件で

置換えるとができる｡

以上の結果から､ 3. 4. 1で定式化きれた2レベルStaekelberg計画問題[P l]は以下に記す

問題[P2]と等価になる｡

[P2]

Max: B(Z)-∑ i(pi-Pi

戸{(p:-p:,r"w,dW･(丁:-t:,Lo誌"w,dWX r

十(t`-ti)

s.t. ∑Ⅹ川+∑yih-gi-0
k h

X y y X

w`-(pi-Pi)/(ti-ti)

∑Ⅹ川-Xi , ∑yih-yi
火 h

vd-∑∑8iMXik+γ∑△asfs
i 火 S

X

∑5ikaCd(vd)-^i-0,
也

X

∑8i…Cd(va)一入i≧0,
4

y

∑8iMCd(vd)-Pi-0,
也

y

∑6ihaCd(vd)-Pi≧0,
A

Q∑△dSfs ≧ ∑∑6LiMyih
S i h

w¢(w)dWi gi

jf x川>0

jf x川-0

jf yih>0

jf yiゎ-0

Ⅹik≧0 , yih≧O

X y

k∈Ki, h∈Ki, i∈Ⅰ, &∈A
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なお､人iと FLiとは､

X X

入i-Pi+Witi ,

y y

FLi-pi+Witi (3.21)

の関係にある｡この再定式化により､問題[P2]は等式､不等式条件をもっ通常の第Ⅱ種の非緑形

計画問塩に変換される｡なお､ B(Z)はその中の､

て:Lull-,dW･丁:/:
より､以後､式(3.8)の目的閑散には

B(2:)-∑ i(pi-pi)

を用いる｡

w¢(w)dW- constant

…z,-戸{(p:-p:}r"w,dW-t:/W誌"w,dWO

w¢(w)dWi gi

(3.22)

(3.23)
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3. 5 解法の開発とモデルの適用例

3. 5. 1 解按のアルゴリズム

第Ⅱ種の非線形計画問題は種々の方法で解くことが可能であるが､ここでは､問題[P 2]の各種

制約条件をペナルティ関数法によって､

′
-1 -I/2 2

Min : F(a,γ(n))ニーB(Z)+γ(m)∑Gi(Z)+γ川) ∑EJ･(2:)
L J

(3.24)

なる制約条件なしの最小化問題に変換し､以下に示す問題[P 2]のもっ特性に適したアルゴリズム

巷適用することによって解くことを試みる｡ここで γ川)は1jm γ川〉-o を満足し､単調に減少
巾●p

する正の実数であるo関数Gi(Z)､ E.･(2:)はそれぞれ､不等式､および等式条件関数である. u

は u-(Z,入i,P`)なる解ベクトルを示している.

問題[P2]を解く場合に考慮すべき特性としては､以下のようなものがある.

(a)問題[P 2]の決定変数の中で､各モードの経韓別交通量を表す変数､およぴその個数はあらか

じめ与えられているわけではなく､最適化の過程で求まるものである.また､その総数はネットワー

ク規模のべき乗のオーダーで増加するため､決定変数の数が極めて多くなる.

(b)下位の最適化問題を最適解に収束させるのと同時に､上位の最適化問題自身も最適解の方向-修

正させなければならない｡

問題点(a)を回避するためには､各モードの通過経蒔を各イテレーシランで実際に利用可能である

通過経蕗だけに特定化して記憶し､計鼻時の記憶領域をできる限り小さくすることが重要である｡そ

こで､利用可能な最短経庵を逐次取り込む方法( Leventhal et al,1973 )を用いる｡この方法を用

いることによって､問題[P2]における Xi火-0, y川-0 の場合の不等式条件､つまり利用可

能な最短経略以外の経蒔に関する条件尊ペナルティ関数に含ませる必要がなくなるという利点が生じ

る｡問題点(b)を解決するためには､下位の最適化問題である需要国定型交通均衡問題を解くための

ステップを､上位の最適化問題の解の改善がなされるような収束ループの内伽に取入れたアルゴリズ

ムとする必要がある｡以下に本研究で適用したアルゴリズムを紹介する｡このアルゴリズムは､宮城

(1982)によって開発されたものを問題[P2]を解くために拡張したものである｡

く○I

Step 0.初期実行可能解u を与え､

(初) (¶)

Ex -Ey -¢ (3.25)

(巾) (巾)

および､ m-0とおく.ここで､
Ex､ Ey は､それぞれ､自動車とバス利用者の経路選択

対象となる経銘集合を示している｡
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( 1TI) ( Tru (巾〉

Step 1. u に対応したリンクのt)ンタブロー U を求め､目的関数値F を計算する｡次
x y + +

に､各モードのリンク走行コスト Cd､ Caを求め､各ODペア間最短経蒔 px､ pyを探

索する｡

●
川〉

●
川)

Step 2. px∈Ex ､ py∈Ey であれば､Step 3.へ.そうでなければ､

(fn) =)
●

川) (～)
+

Ex -Ex U px ､
Ey -Ey u py

I爪) (m)

とする｡

(3.26)

(m)

Step 3. px∈Ex ､ py∈Ey
､および各系統の運行塀度

fs に対して､勾寵▽F(u )

を計算する｡
(巾〉 (1Tl) (¶)

Step 4. px∈Ex ､ py∈Ey ､ fsからなる変数集合u に対して､

(巾)

llvF(u )Il < T (3.27)

ならば計算を終了し､そうでなければStep 5. -進む｡ここで､ rはあらかじめ設定され

た正の値である｡
(爪) (n)

Step 5.降下方向ベクトル d を求める｡ここでは勾寵法を用いたため､ d は次のように表

される｡

(巾〉 (m)

d
-vF(u

)

(m)

Step 6.最適刻み帽β を､

(7Tl) (m) (7TI) (巾〉 (巾)

F(u +β d ) -Mjn.･ F(u +βd )
β

のような β に関する1次元探索法により求める｡

Step 7.新しい解を､

(巾◆l〉 (巾) (巾) 川)

-u +P a

(3.28)

(3.29)

(3.30)

(爪●1)

とするoもし､ u のうち負となるものがあれば0とおき､それらに対応する自動車利
(fn) (fTI)

用経蒔 qx､パス利用経韓 qy を経略集合Ex ､
Ey から削除し､新しい利用可能経

蒔集合を､

くn+l〉

Ex

t Trl)

-Ex -qx ､

(1n+I)

Ey

-
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-Ey -qy (3.31)

とする｡



(Tn+I)

Step 8.新しい目的関数値F を求める｡

Step 9.あらかじめ与えられた正値 el､ e2に対して､

(爪) (～+1)

F I F < el

(fR) (m)

β ttd I[ < e2

を共に満足するならば計算を終了する｡そうでなければStep 10.へ進む｡

SteplO.
孤-m+1としてStep 1.-戻る｡
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3. 5. 2
モデルの適用例

本章で提案したモデルとその解法の有用性を検証するため､図3. 3に示す1-OD､ 2一線蒔の

ネットワークのうち､片方の経路にバス路線が設定されているようなモデルネットワークを対象にし

て､パス運行椀度を外生的に与えた場合の交通需要予測問題に対するモデルの感度分析を行った｡ト

')ヅプ数900人､バス料金140円､バスの自動車換算係数2.0､平均乗草人数1.2人､自動車の費用
X a

を250円とするoここでは簡単のために､両モードのODペア開所要費用 pi､ piを通過鍵箱によ

らず一定値で与えたため､等コスト経路選択規範は等時間経路選択規範に一致する.自動車による走

行コスト閑散としては､

Ca(vd)-Ad+Bavd (3.34)

なる線形関数を用い､バスの走行コストは自動車の走行コストの1.5倍となる閑散を仮定した.バス

によるOD開所要時間は､バス利用経祐上のリンク走行総時間と平均待ち時間の和であり､系統別運

行窮度 f£ の大きさにも依存する｡各ネットワーク情報は図3. 3に示すとおりであり､時間評価

値wは N(6.67, 9.07)の正規分布(青山･西岡, 1980)の正の部分だけを考えた確率分布に従う

ものとする｡表3. 1にバス運行塀度に対する感度分析の結果を示す｡パス運行額度が少ない場合､

つまりバス分担率が低く道韓混雑が激しい場合には､経蒔1と産額2の間で所要時間の相対誤差が5

%程度生じている｡これは､第2番目通過経路を寵分対象経掛こ取り込んだときの自動車によるOD

ペア開所要時間を､現イテレーションでの利用経路所要時間の平均値を用いて算定していることに起

因するものと考えられるoこの相対誤差も､運行頻度が増加し遥祐混雑が緩和きれるのに伴って減少

するo実用的にはこの程度の相対誤差は無視できると考えられる.また､運行窮度の変化に伴う自動

車､バス両モードの所要時間の変化､目的関数値の収束状況､バス分担率の増加率の定性的僚向が博一

誠的であることからみても､本モデルとその解法のアルゴリズムの有効性が検証できたものと考えら

れるo図3. 4､および図3. 5に運行揖度が6本/時の場合の解と目的関数値の収束状況を示す.

28回の繰返しによりelとe2制約による収束判定条件を満足するが､ 16回程度で最終的な解にほぼ

到達していることがわかる｡ 28回の繰返し計算に必要な絵CPU時間は FACOM-3 8 2で2.96秒
(Ttl)

程度であり､降下方向ベクトル d を求めるのに不効率な勾醗法を用いていることを考えるならば､

計算時闇の上でも十分に実用性のあるアルゴリズムであると考えられる｡なお､上位の最適化問題の

凸性が保証されていないために収束回数やノルムにばらっきがみられるが､初期値を変化させてみて

も同一の解に収束することから､これらの解は大局的最適解に到達していると考えられる｡

次に､図3. 5に示すような､リンク1と2をバス路線と共用している道韓ネットワークを対象に

して､運行塀度をパラメトT)ック決定変数として取り込んだバス輸送計画問題を解く.徒歩速度を3

km/h､その他の定数については前例と同様とし､各リンクの.)ンク特性値AA , Bd の値は図3
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図3. 3 感度分析のためのモデルネットワーク

表3. 1 パス運行塀度に関する感度分析の結果

BUSFREQ.(台/h) 34′6101520

自

動

車

経蒔 利用者数 227.15204.91175.25146.41146.38139.78

1 所要時間 ll.6711.5911.3511.1111.1111.05

経蒔 利用者数 61.7052.5942.1232.538.767.47

2 所要時間 ll.1611.1011.0111.0010.9010.99

ノヾ 利用者数 161.16192.13232.64271.06284.85302.75

ス 所要時間 6.6524.0721.4919.4918.3417.80

F(a) 65819.58912.49766.40852.35615.33328.

B'(Z) 61318.55962.48536.40724.35148.33282.

収束回数 443328504717

lーVFlー 29.77.632.26.945.316.8

バス分担率 35.842.651.760.265.567.2
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30 収束回数(回)

図3. 4 解の収束状況

30 収束回数(回)

図3. 5 目的関数の収束状況

-
70

-



. 6に示すように仮定しているo絵トリップ数は6,000人/hであり､そのOD構成比と自動車によ

るOD間費用を表3. 2にあわせて示す｡このときの最適なバス運行塀掛ま20.2本/bとなり､バス

の分担率は10.96%､目的関数値は0.60709×106円/h となる.バス利用者のフローパターンを図

3. 7に､自動車利用者のフローパターンを図3. 8に示す.自動車を利用した場合､ ①-②-③

と ①-㊨-③ ､ ㊨-②-⑤と④-①-⑤の2っのOD間鍵箱で等コストとなるフローパターン

が成立していることが分かるoこのときの両等時間経路の所要時間の相対誤差は､それぞれ0.39%､

8.47%である｡この相対誤差の倦も現実的には無視できる程度のものと考えられる｡図3. 7におけ

る実線のフローは､バス-のアクセス､またはイグレスのための徒歩によるフローを示している.バ

ス路線が全く存在しない場合の徒歩の分担率は5.83%であり､目的関数値は0.62404×108円/b と

なる｡したがって､本モデルを用いて最適バス輸送計画を策定することにより､システム全体として

約16,950円/b､ 1人当たり平均2.83円/bの便益増加を得ることができる｡

ーー
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衰3. 2 0D構成比､および自動車によるOD鰐費用

12345

1 *0.06(160)0.04(250)0.05(190)0.04(145)
2 0.06(160)*0.06(190)0.04(175)0.04(145)
3 0.05(250)0.06(190)*0.07(205)0.04(220)
4 0.05(190)0.04(175)0.07(205)*0.06(220)
5 0.04(145)0.04(145)0.04(220)0.04(220).*

注) ( )内は自動車によるOD間費用を示す｡
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図3. 7 バス利用者のフローパターン

図3. 8 自動車利用者のフローパターン
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3. 6 まとめ

本章では､バスと自動車という2種のモードが同一のリンクを共用する道路交通ネットワークを対

象にして､交通手段分担過程と配分過程とを結合した需要変動型均衡交通需要予測手法を開発した｡

さらに､この手法を用いて､分担需要変動型交通均衡を考慮しながら両モード利用者の増加始便益を

最大にするような最適バス輸送計画を策定する手法についての検討を行った｡以下に､本章で得られ

た結果についてまとめる｡

まず2節では､自動車とバスとが同一適格ネットワーク上で混合する場合の各モード利用者の交通

均衡状態を求めるために､パス台数を自動車換算係数を用いて自動車台数に換算し､バスのリンクコ

スト閑散を自動車リンクコストの閑散と定義することによって､自動車利用者とバス利用者による等

コスト鍵箱選択規範を数学的に定義した.その結果､多種モードが混合する場合の自動車利用者の等

コスト鍵箱選択境範は､ J¢rgensenによる定式化を一部修正し､バス台数を含めた換算自動車台数を

用いた非線形数理最適化問題として定式化できることを示した｡

3節では､均衡')ンクコストと運行額度によって決まる均衡分担需要を求めるための需要関野とし

て効用の概念に基づいたMDモデルを採用し､このモデルを用いてバス輸送システム導入による直接

便益だけでなく既存交通施設の純間接便益をも評価する評価閑散巷設定した.

4鮮では､上記のシステム評価閑散を最大にするような最適パス輸送計画の策定手法についての検

討を行った.我々は､この間蔑を､各モードの交通均衡問題を表現する下位の最適化問題を制約条件

とし､交通手段選択に関する人の意志決定結果から得られるシステム全体の増加絵便益関数を上位の

最適化問題の目的関数とした2レベルStackelberg計画問題として定式化している.本モデルは､運

行椀度などの制御可能な交通サービス水準が与えられると､下位の最適化問題から均衡所要コストが

得られ､上位の最適化問題では､制御可能な変通サービス水準と均衡所要コストのもとで個人は自分

にとって効用最大となる交通手段を選択するという意志決定構造をモデル化している｡そのため､各

交通需要者は利用者最適な変遺手段と経蕗魯選択することとなり､さらに､その選択順序は人の交通

行軌こ関する段階的な意志決定噸序をモデル化していることになることから､本モデルは交通需要予

測モデルとしてより実際に近い人の交通行動を表現できるモデルになっていると考えることができる｡

本モデ}L･を用いることによって､交通施設投資後の短期の交通手段分担･配分交通量の予測が可能と

なるうえ､システムにおける増加絵便益を最大にするような交通サービス計画の策定を行うことも可

能となる｡

また4節では､ 2レベルStackelberg計画問題を､下位の最適化問題の凸性魯証明することによっ

て下位最適化問題をその必要十分条件となるKuhn-Tucker条件で置換え､それを上位最適化問題の制

約条件とした通常の第Ⅱ種の非線形計画問題として再定式化した｡

5節では､ペナルティ閑散法を用いた制約条件付き非線形最適化計算法を示し､下位の最適化問題
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の解の特性を考慮しながら最適解を探索するアルゴリズムを開発したoさらに､仮想的なネットワー

クに適用することによってモデルとアルゴリズムの有用性の検討を行った結果､分担需要変動型交通

均衡モデルとして適用性が高いこと､最適バス輸送計画策定のための一手法として有用であることを

明らかにした｡

しかし､本モデルを実際のバスと自動車混合ネットワークに適用する際には､各モードのリンク走

行コスト開放形や時間評価値の確率密度関数の正確な推定､および同一経錦上にバス相互の競合系統

が存在する場合の乗車比率の検討など専行う必要があり､これらの基礎的データを十分に把担してお

くことが重要であるoまた､大規模ネットワーク-の適用を可能にするためには､非棒形収束計算手

法をD.F.P.法などの数値計算上効率的な降下ベクトル決定法を組込んだアルゴリズムに改善して

いく必要があり､今後､これらの課題蓉解決していくことが望まれる0
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集4章 非集計交通行動モデルを用いた鉄道端末バス輸送計画の策定手法

4. 1 概説

本章では､意識調査データを用いて構築される非集計型転換モデルをその需要予測プロセスの申に

組込んだ鉄道端末バス輸送計画策定手法の開発と､本手法の適用可能性についての検討を行うことを

目的としている｡

前章までは､分担需要の変動と交通均衡サービス水準とが互いに影響を及ぼし合うような分担需要

変動型交通均衡理論に基づく交通需要予測手法､および最適バス輸送計画策定手法の開発を行ってき

た｡交通需要予測や最適バス輸送計画策定を行うに当って分担需要変動型交通均衡を考慮する必要が

あるのは次のような場合である｡

① 都市全域をカバーする幹線道路ネットワークを対象にするような広域的交通計画において､交通

混雑が激しいために交通施設整備に伴う分担交通需要の変動が各リンクの均衡要因コストに影響を与

えることによってOD聞手段別均衡コストを大きく変化させると考えられるが､その将来値をあらか

じめ予測できないような場合｡

② 手段選択閑散の感度が､手段選択要因のうち特に均衡要因に大きく依存し､交通手段の乗り継ぎ

や､自転阜や徒歩などの下位の交通手段サービスの水準が与える推定値-の影響を無視しても予測精

度に問痩が生じないような巨視的な変通計商の塊合｡

以上は一般的な変適地設を想定した場合の議論であるが､これを本論文で対象としているバス柏送

システムに置換えて考えるならば､自動串の代替交通手段としてパスだけが利用可能であるような大

･中規模の都市において､都市周辺の居住地から都心を結ぷ幹辞バス系統のサービス変化に伴う交通

需要予測や最適パス輸送計画の策定を目的とする場合には､需要変動型交通均衡魯考慮した交通需要

予測法､パス輸送計画策定法は方法論的に極めて有効であると考えられる｡

一方､前章までのモデルはすべて集計決定論型のモデルであった.すなわち､
ODペアを1っのセ

グメントとし､同一セグメントの交通需要はすべて同じ効用関数を持ち､同一のサービス水準を享受

しているという仮定のもとに構築されたモデルである｡このような集計決定論型のモデルは以下に示

すような問題点を含んでいる｡

① 所得階層､職業､年齢などの個人属性や社会経済的特性の相違による個人の交通行動の相違をモ

デルの申で考慮することが難しい｡

② 人口密度の疎な分析対象地域ではゾーニングを広域化せざるを得ず､そのために変数の平均化に

よる誤差の増大やモデルの感度の低下が生じる恐れがある｡

③ 集計型モデルを構築する際に信頼性の高いデ-タを得るためには､対象地域全体にわたってかな

り大規模な調査や実測を必要とする｡
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④ 集計型のモデルは手段選択需要閑散を構成する手段選択要因のうち､乗り換え時間､乗り換え回

数､居住地からバス停までの距離などの多様なサービス要因に関する感度が低いため､これらの要因

のサービス変化に伴う需要予測や計画評価の糖度が低下する.

⑤ パークアンドライドやバスアンドライドのような乗り継ぎ交通手段需要を予測する場合､同一の

手段選択要因でも乗り継ぐ交通手段の機能や形態によって効用に掛かるウェイトの値が異なる場合が

あると考えられるが､集計型モデルではこのような詳細な人の交通需要発生機構を明らかにするため

には膨大な数のデータを必要とし､そのためには大規模な調査を実施しなければならない｡

⑥ 鍵箱や交通手段などに対する個人の選択行軌ま､本来､決定論的なものではなく､ぱらっきを持

った不確定的要素を含むものと考えられるが､このような確率的な要素をモデルの申で表現すること

ができない｡

本章では､鉄道駅の端末交通手段としてバス輸送システムが機能している地域におけるバス系統網

と運行琉度の最適化を目的として､上述した集計決定論型モデルの問題点をある程度解決できるとさ

れている非集計確率型交通需要予測モデル(Domencjch & McFadden,1975)を需要予測プロセスの申

に組込んだ鉄道端末バス輸送計画策定システムの開発を行っている｡本章における非集計確率論型交

通需要予測モデルとは､確率効用最大化理論から導出され､パラメータ推定のためのデータとして非

集計データを用いる非集計交通行動モヂ)LJをさしている.非集計交通行動モデルを用いた鉄道端末バ

ス輸送の需要分析に関する研究は､
Liou & Talvitje (1974)､ McFadden & Talvjtie (1977)､原田

･太田(1983)､
Ortuzar (1983)らによって行われている｡これらの研究では､端末駅と端末交通手

段の組み合せを互いに独立な選択肢と考えて多項ロジットモデル(Multjnomjal Logjt Model､以後､

MNLモデルと記す)によりパラメータを推定した場合と､端末駅と端末交通手段との同時選択をネ

ステッドロジットモデル(Nested Logjt Model､以後､ NLモデルと記す)による多次元選択問題と

して推定した場合との両モデルの適合度の高さや選択肢ツリー構成の妥当性の検証などが行われてお

り､主として非集計交通行動モデルの理論的考察と実証的検討に重点が置かれてきた｡

近年､これらの研究成果に基づいて､非集計交通行動モデルを端末バス輸送計画策定システムの一

段階である交通需要予測プロセスの中の需要関数として位置付けているもの(原田･太田,1984;河

上･広島･帝上,1985 )があり､集計化手法(McFadden & Rejd,1975; Koppelman,1976; Rejd,1978

; Natanatada & Ben一触jva,1979; Dagan2:0,1982)や移転可能性の検討(Atherton & Ben-Akjva,

1976; Train,1978; McCarthy,1980;河上･広島,1985;森地･屋井･田村,1985 )
､個人の意志決

定構造仮説のモデル化に関する研究(河上･広島･溝上,1984 ;河上･広昌,1985 )が進むなかで､

非集計交通行動モデルも集計型四段階交通需要推定手法の代替的方法論として確立きれっっあると言

えよう｡

本章で開発した鉄道端末バス輸送計画の策定システムは､端末駅と端末交通手段の同時選択需要を
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予測するシステムが導入されており､その需要予測モデルとして､サービス変化後のバス-の転換需

要を求める意識データを用いた非集計手段転換型モデルを採用していることに特色がある.また､パ

ス系統網と運行塀度を決定するための計画策定アプローチとして､代替案の比較評価をシステマティ

ックに行うことができる
Systems An&1ysys手法を用いており､その有用性を実際の地域に適用して

検証しているところにその特徴があるといえよう｡

本章2鮮では､鉄道端末パス輸送に対する需要発生機構の特性を分析するために実施したアンケー

ト調査の概要を述べ､対象地域の交通サービス実態や手段別利用実態､転換意志に関する集計分析を

行っている｡ 3鮮では､非集計交通行動モデルに基づくパス利用需要予測モデルを手段選択型と手段

転換型の両方から構築し､各モデルの特性について検討を行っている0 4節では､非集計交通需要予

測モデル､ここでは前節で構築した手段転換型モデルを交通需要予測プロセスの中に組込んだ鉄道端

末バス輸送計画策定システムを開発する｡ 5鮮では､端末バス系統網とその運行塀度の適正化を目的

として､実際の鉄道端末地域におけるバスネットワークを対象とした本システムの適用例を示し､そ

の有用性の検証を行っている｡
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4. 2 鉄道端末バス輸送計画のための調査とその分析

4. 2. 1 調査の概要

マイカーから公共交通機関への転換対策に関するアンケート調査は､昭和58年11月に､図4.
1に

示す名古屋市の東部に隣接する日進､東郷の両町域のうち､名鉄豊田新緑の各鉄道駅から500m以内

を除く地域を対象地域として実施された｡この地域は､地下鉄1号線と名鉄豊田新緑とを幹線的交通

機関としてともに利用可能な地域である｡本調査は､対象者を対象地域内から名古屋市内-の通勤･

通学者に限定し､調査員による調査票の訪問配布､訪問回収という方法によって実施された｡調査票

配布世帯1,011世帯に対し､回収世帯数は879世帯､ 80.9%の回収率であった.本調査では､通勤通

学者の交通実態魯把擁するとともに､鉄道端末バス系統禍の再編や運行塀度の適正化による交通手段

や経堵の転換行動､および手段選択行動の変化を予測する需要予測モデルを構築する際に必要となる

個人ごとの社会経済的特性､各手段･経路の各種サービス要因特性値と交通サービス変化時における

交通手段選択行動結果などのデータを収集することに重点を置いていち.そのため､本調査では､

① 各種個人属性､社会経済的特性､

② 現在の通勤通学手段とその経鵜､

③ 現利用手段､代替手段に関するサービスの実態とその評価､

④ 代替手段-の転換意志の有無､

⑤ サービス要因ごとに､単一のサ-ビス要因だけが変化し､それ以外の要因は現況のままとした場

合の手段転換意志と手段を転換するためのサ-ビスの最低条件(転換条件)

を質問している｡なお､本調査では現利用手段別に表4. 1に示すような代替手段を指定しており､

質問項目⑤に関しては､現在､自動車を利用している人が鉄道端末バス輸送システムの改善によりパ

スアンドライドに転換する場合を例にとると､図4. 2に示すような形式で質問を行っている｡本章

では､以後､表4. 1に示すような略記号を用いて交通手段を表す場合がある｡

表4. 1現利用手段別に指定した代替手段

現利用手段代堅堅
C B以外&R. B B&R

自動車直行(C)
ーー--I---､ー

○ ○

バス以外&ライド(B以外&R) ○ lii己芦l ○

バス直行(B) ○ lii⊇貞l

バス&ライド(B&R) ○ ○
~~＼一-～
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図4. 1調査対象地域
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番号 良くなる項目
やはり車を

利用する
車の利用を

やめろ
利用をやめるとすれぱその最低条件は

1
電車やバス全般が整備され､目的地 1 2

所要時間が片道()分以下に

までの所要時間きえ短締されたら なりさえしたら

2 電車やパスの所要時間がいつも一定
にさえなつたら

1 2

3 バスの乗車時間さえ短縮されたら 1 2 片道()分以下になつたら
一

I

I

図4. 2 転換意識質問の例



4. 2. 2 集計分析の結果とその考察

まず､交通実態に関するデータの分析を行い､その結果について考察するo現況の手段別分担率は

自動車直行が46.9%､バスアンドライド(以後､ B&Rと記す)が26.6%､徒歩､またはサイクルア

ンドライド(以後､ B以外&Rと記す)が22.8%である(表4. 2参照)
｡鉄道端末駅別利用率は､

星ケ丘駅が26.6%､日進駅が23.9%､赤池駅が18.5%であり､地下鉄1号糠星ケ丘駅の利用率が最も

高い｡利用率を端末駅別端末手段別クロスでみると､星ケ丘駅のB&R利用者が102人であり有効サ

ンプルの24.9%を占めている.しかし､星ケ丘駅のパークアン.ドライド(以後､ P&Rと記す)利用

者は5人であり､全体のわずか1.2%に過ぎない｡地下鉄1号緑星ケ丘駅は､調査対象地城中心(名

鉄豊田新線日進駅)付近から空間距離で約7 kmの所に位置しており､対象地域から距離的に最も遠い

駅である｡それにもかかわらず上述したような利用実態を示すのには次のような理由が考えられる｡

① 星ケ丘駅から地下鉄1号緑を利用すれば､名古屋市中区栄などの中心業務地区-乗り換えをせず

に行くことができる｡また､ ② 星ケ丘駅には商業が集積していることから､駅自体の魅力度が高い

ことも星ケ丘駅の利用率が高い理由の1っと考えられる｡ ③ 調査対象地域から星ケ丘駅へのバスサ

ービス水準が他の駅へのものに比較して高いために星ケ丘駅へのB&R利用率は高いが､駐車施設な

どのサービス水準が低いためにP&Rなどの利用率は極めて低い.一方､名鉄豊田新緑日進駅の利用

者は自転車や徒歩を端末手段として利用する割合が高く､日進駅全利用者の43.9%を占める｡ B&R

利用者はわずか20.4%であり､その割合はすべての端末駅の申で最も低い｡

発メッシュ別に利用手段別端末駅の割合を表したのが図4. 3である｡全体的には端末駅として居

住地に近い駅を選択している傾向があるが､地下鉄1号緑星ケ丘駅だけは名鉄豊田新緑各駅近隣のメ

ッシュからの利用者も多く存在している｡

以上のことから､複数の交通手段の組み合せから成る交通経蒔の選択に際して､個人はアクセス交

通手段の交通サービス水準､乗り継ぎ駅特性､主要幹線交通手段のサービス水準などを総合的に評価

しているものと考えられる｡したがって､鉄道端末バス輸送需要を予測する場合には､従来よく行わ

れているように端末手段のサービス水準だけで鉄道駅勢圏を限定し､その圏域内での需要を予測する

のではではなく､幹線鉄道サービスと端末交通サービスとを統合した交通サービスに対する人の評価

構造を明示的に考慮できる需要予測モデルにより需要予測を行う必要がある｡パス輸送計画を策定す

る際には､鉄道網と端末バス輸送との有機的な結合を考慮した総合的な計画代替案を提示することが

重要であると考えられる｡

次に､交通手段転換に関する意識データの分析結果について考察する｡代替手段のサービス改善､

あるいは環利用手段のサービス変化による代替手段への転換意志率(この値は自動車と公共交通機関

とを選択できるチョイス層の割合を示すと考えられる)を､表4. 3に示す｡利用手段と代替手段の

組み合せが同一である手段組の転換意志率は互いにほぼ等しいが､組み合せが異なる手段組の間での
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表4. 2 端末駅別事段別利用実態

=I.:.-v恵蓋
B&R P&R C&R W&R 合計 C

日進

20 35 15 28 98

23.90

20.41 35.71 15.31 28.57

9.05 29.17 ~51.72 70.00

4.88 8.53 3.66 6.83

赤池

33 30 4 9 76

18.54

43.42 39.47 5.26 ll.84

14.93 25.00 13.79 22.50

8.04 7.32 0.98 2.20

星ケ丘

102 5 1 1 109

26.58

93.58 4.59 0.92 0.92

46.15 4.17 3.45 2.50

24.88 1.22 0.24 0.24

平針

16 8 3 0 27

6.59

59.26 29.63 ll.ll 0

7.24 6.67 10.35 0

3.91 1.95 0.73 0

米野木

17 22 5 2 46

ll.22

36.96 47.83 10.87 4.35

7.69 18.33 17.24 5.00

4.14 5.37 1.22 0.49

その他

33 20 1 0 54

13.17

61.ll 37.04 1.85 0

14.93 16.67 3.45 0

8.05 4.88 0.24 0

計
221 120 29 40 410 396

26.6 14.5 3.5 4.8 52.3 47.7

利用者数 (人)
鉄道駅に対する割合 (%)
利用手段に対する割合 (%)
全体に対する割合 (%)
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転換意志率は異なっていることがわかるo表4. 4には転換意志を有するサンプルに対するサービス

項目別転換意志率を示す｡乙の結果から､ ① すべての手段の組み合せにおいて､総所要時間の改善

(悪化)に対する転換意志率が最も高いこと､ ② 同一のサービス項目であっても､改善に対する転

換意志率より悪化に対する転換意志率の方が高いこと､ ③ 同一サービス項目について､現利用手段

と代替手段との組み合せが同一である手段組のサービス項目別転換意志率の差よりも､組み合せの異

なる手段組のサービス項目別転換意志率の差の方が大きいことが分かるo

河上･広島･滞上(1984)は､人の手段転換行動に関する意志決定構造について､他の交通手段-

転換する際には何らかの抵抗が存在し､サービス変化後の交通サービスに対する評価は同一の個人で

あってもそれまでの利用手段によって異なるのではないかということを指摘している｡各個人が享受

しているサービス水準は現利用手段ごとに異なっており､注目している要因以外のサービス要因の水

準も個人によって異なっているために転換意志率の健だけで厳密な考察はできないが､この分析結果

からも､これらの仮説が妥当であるということが定性的ではあるが推察できる｡

表4. 3 サービス変化後の手段転換意志率

MT改善による BUS改善による BロS悪化による MT悪化による
CからMT-の転換 P&RからB&R-の転換 B&RからP&R-の転換 MTからCへの転換

33.90 52.28 50.00 39.34

表4. 4 サービス項目別手段転換意識

＼＼子段組

サ-ビス項目

MT改善による BUS改善による B口S悪化による MT悪化による
CからMT P&RからB&R B&RからP&R MTからC

-の転換 -の転換 -の転換 -の転換

総所要時間 69.23

36.56

80.20 68.13

始所要時間変動 37.10 78.00 51.27

バス乗車時閣 30.58 44.68

23.16

74.75

58.95

45.27

鉄道乗車時閣 36.07 44.44

乗り換え回数 39.67 58.23

乗り換え時間 23.73 46.79

発着の正確さ 34.71 36.46 73.53 54.49

徒歩時間 35.83 38.30 57.73

51.49

47.37

冷房の整備 29.31 23.91

31.52

35.81

鉄道内混雑 39.50 41.83

パス内混染任 38.26 45.89

出発時間帯運行間一喝 52.50 46.81 63.37 43.71

帰宅時間帯運行間隔 51.67 54.74

35.48

65.35

67.65

43.05

所要費用 37.82 43.42

パス料金 25.64 37.67

始発時刻 21.74 15.22 53.47 33.33

終発時刻 31.03 32.26 55.45 38.56

注)単位は%であるo空白の部分は質問項目がないサ-ビス項目である.

-
87

-



4. 3 非集計交通行動モデルを用いた端末バス利用需要予測モデル

本筋では､集計分折から得られた手段利用実態､手段転換意識に関する特性をモデルの申で明示的

に考慮する乙とができ､端末バス需要予測モデルとしてより信頼性の高い非集計交通行動モデルを構

築することを目的としている｡以下で構築するモデルは､基本的にはすべて効用の確率項にワイプル

分布を仮定したロジット型のモデルである｡また､効用関数は線形とし､効用閑散を構成する要因の

パラメータは非集計データを用いた最尤法により推定している｡

4. 3. 1 モデルの概要とその特徴

従来の端末駅と端末手段の同時選択に関する非集計交通行動モデルを用いた実証的研究結果(原田

･太田, 1983)や､河上･広島･帝上(1984)によって指摘されている手段転換行動に関する意志決

定構造仮説､およぴ4. 2. 2の集計分析結果から､非集計型交通行動理論を用いて鉄道端末バス刺

用需要予測モデルを構築する際には以下の点を考慮する必要があると思われる｡

① 幹線交通手段､端末駅､端末手段の組み合せから成る通勤通学経蒔の選択に関して､個人は幹線

交通手段サービス要因､端末駅特性､端末手段サービス要因などを総合的に評価し､効用最大となる

選択肢を選択する｡この時､利用可能な端末駅と端末手段の組み合せから成る選択肢は個人にとって

各々独立なものではなく､一つの端末駅選択肢に対して複数の端末手段選択肢が存在するというよう

に､選択肢の一部が重複したものになっている｡このような場合には､選択肢に高い類似性が生じて

いると考えられる｡また､一つの端末手段に対して複数の端末駅が存在し､一方で自動車直行という

選択肢が存在するように､選択肢の主要な属性が類似した選択肢グループとそうでない選択肢グルー

プとが選択肢集合に同時に存在しているような場合にも､選択肢の独立性を仮定することはできない

と考えられる｡

② 交通サービスに変化が生じたとき､現利用手段から他の交通手段-転換する際には何らかの抵抗

が存在するoさらに､同一の個人であっても､現在の利用手段によって交通サービスに対する評価構

造は異なると考えられる｡また､転換するか否かの転換意志と転換に踏み切るための限度値は仮想質

問に対する意識上の回答値であることから､その僚と実際の行動との間にはギャップが存在すると考

えられる｡

そこで､本鮭では以下に示す仮説をたて､これらの仮説を検証できるような構造を持っ非集計交通

行動モデルの構築を試みる｡

仮説(a) :手段選択に関する実態データは､個人が効用最大となる端末駅と端末交通手段の組み合せ

を同時選択した結果であるが､その選択肢集合の中には類似性の程度の異なるものが含まれている｡

仮説(b) '.現利用手段から他の交通手段へ転換する際には転換抵抗が存在する.また､サービス変化

-
88

-



後の交通サービス要因に対する評価構造は､それまでの手段選択行動結果によって異なるo

本鮮では､上述した仮説を定量的､統計的に検証し､その結果を考慮して端末バス輸送需要予測モ

デルとして信頼性の高いモデルを構築することを目的としている｡仮読(a)については､実際の交通

手段選択行動に関するクロスセクションの実態データを用いて､手段選択肢の独立性を仮定したMN

Lモデルと選択肢内の類似性と選択肢構成ツリーの妥当性とを評価することができるNLモデルとい

う2っの交通手段選択モデルを構築し､各モデルの適合度やデータと推定パラメータとの関係につい

て考察を行う.仮説(b)については､交通手段選択型モデルではなく､効用関数の中に転換抵抗項を

導入した手段転換型モデルを現利用手段ごとに構築し､推定された手段転換モデル相互の統計的性質

を比較検討することによって仮説の検証を行う.このときに用いるデータは､ 4. 3. 3で述べる方

法により作成される手段転換に関する意識に基づくデータである｡さらに､効用関数を構成する説明

要因は､両モデルとも､端末駅までの端末手段サ-ビス要因､端末駅の魅力度を表す要因､端末駅か

ら目的地までのサービス要因を分離した形で導入することによって各要因のウェイトを求めることに

する｡
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4. 3. 2 交通手段選択型モデル

(1)データの作成と選択肢の決定

手段選択型の非集計交通行動モデルを推定する際に必要となるデータは､個人属性､社会経済的特

性､現利用手段と利用可能代替手段の各種交通サービス要因の特性値である.しかし､衰4. 1に示

したように､本調査では環利用手段別に代替手段を指定しているうえに､指定きれた1っの端末交通

手段に対して1っの端末駅尊利用した場合の交通サービス特性値だけを把糎しているに過ぎない｡そ

こで､その他の利用可能選択肢とそのサービス要因のサ-ビス特性値を以下の方法により作成する.

なお､同一端末手段であっても異なる端末駅ヘアクセスする選択肢があるため､以下では､端末手段

と端末駅との組み合せ選択肢のことを経略選択肢と呼ぶことにする｡

① 現利用経蒔と回答されている代替経路のサービス特性値は回答値をそのまま用いるo

② 代替経蕗のうち､回答されていない経蒔選択肢のサ-ビス特性値については､発ゾーンを750mX

500mメッシュ､者ゾーンを名古屋市内各区にゾーン分割し､同一発着ゾーンペアを持っサンプルのサ

ービス特性僚の平均値でこれを代用するo

③ ②で平均値を求める際には､自動車直行の人の代替経韓データも利点する｡

以上のような方法によって利用可能選択肢とそのサービス特性値を設定する必要性と妥当性は次の

ような点にあるo

① サンプルの約半数を占める自動車直行経路利用者の利用可能選択肢数は､自動車直行を含めて2

つだけである｡さらに､公共交通機関利用者が回答している代替経略もその大半が端末交通手段が異

なるだけで現利用端末駅を利用する経路であることから､現在の利用経路によって利用可能選択肢が

限定される恐れがある｡

② 利用可能経略選択肢が2っ以上あっても､その数が少ないと回答率の高い特定の選択肢の利用可

能性が高くなる｡

③ 発メッシュ､または現利用手段ごとに､利用距離限界などにより利用可能選択肢を特定化してそ

のサ-ビス特性値魯与える方法(原田､太田, 1983)がある｡しかし､この方法では､環利用手段と

効用レベルの接近した代替選択肢が実際には存荏する亨こもかかわらず､これらの選択肢が慈恵的に除

去される恐れがあるため､現利用手段の効用を高める効果を与える場合がある｡

④ 無回答の代替手段サービス特性値として平均値を用いると､本来の意味の非集計データとは言え

なくなる.しかし､平均するためのゾーン分割が発生地倒で750mx500mと特に細かく､個人属性､社

会経済特性は個人の回答債を用いていることから､本手法で作成したデータは端末手段の輸送需要モ

デル構築のための非集計デ-タとして使用するに耐えると判断したo

このようにして作成されたデータから得られるサンプ}L,数と選択肢､ならびに利用実績と利用可能

人数､利用率を表4. 5に示す｡この結果､以下のようなことが分かる｡ ① 自動車直行を現利用手
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段とする割合､および自動車直行利用可能者に対するその利用率が極めて高い｡ ② マストラ利用者

では､星ケ丘新制用のB&Rが多い｡ ③ 星ケ丘駅へのP&R以外は､ B&RとP&Rの利用率は各

駅とも比較的高い｡ ⑥ サイクルアンドライドや徒歩の利用可能者数も比較的多いにもかかわらず､

その利用率は低く､利用駅は特定の端末駅(サイクルアンドライドでは米野木駅､徒歩では日進､赤

地駅)に限定されている｡これらのことから､以下では端末交通利用手段としてB&RとP&Rだけ

を､端末駅としては5駅を選択肢とし､それに自動車直行選択肢を加えた11選択肢の経蒔選択問題と

して手段選択型モデルの定式化を行う｡このときの選択肢と利用実績を表4. 6に示す｡

(2) モデルのキャリブレーション

11経路選択問題をMNLモデルにより推定した結果を表4. 7に示す｡ β2値､全体の的中率とも

かなり高い億を示すものの､待ち時間､駐車料金という乗り継ぎ経鶴選択肢だけに特有の要因の符号

が非論理的になる上に､端末手段､端末駅の的中率が全般的に低い｡一方で､自動車直行者の的中率

はばぼ100%と極めて高い値をとるo この理由は､最尤法は同時生起確率を最大にするようにパラメ

ータを決定することから､現利用率の高い自動串直行者の自動車直行選択確率を向上させるようにパ

ラメータが推定されたためであると考えられる｡このように､自動車直行のような他の選択肢と特性

の異なる選択肢が一つだけ選択肢集合に含まれ､かっその選択肢が全サンプルの申で高いシェアを占

める場合には､ MNLによるモデル構築は適切ではない｡したがって､以下では自動車直行を選択肢

からはずし､ B&RかP&Rかによる5端末駅選択､つまり10選択肢選択開蔑としてMNLモデルと

NLモデルによるパラメータの推定を行った｡この場合のモデル形式は以下に示すような3種類であ

り､各モデ)i,の選択肢ツリー構造は図4. 4のように構成されている.乙こで､ sは鉄道端末駅､ m

は端末交通手段を示す｡このときの選択肢と利用実績､利用率を表4. 8に示す｡

① P(m,s)型MNLモデル

exp[人(Vs十Ⅴ¶+Vsm)]
P(m,s)-

∑∑exp[入(Vs'+Vm'+Vs'm')]
I }

S m

② P(s)P(mls)型NLモデル

exp[人1(Vs+^s)] exp[人2(Vm+Vm‡s)]
P(m,s)-

∑exp[Ål(Vs'+^s')] ∑exp[人2(Vm'十Am'ls)]
ナ ナ

¶

但し､ As-(1/人l) 1n iZexp[人2(Vm'十A¶'ts)]〉
I

m

--･･
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表4. 5 端末駅別端末手段別利用率

選択肢 利用実績 利用可能人数 利用率

B

日進 20 250 8.00

赤池 27 202 13.87

& 星ケ丘 100 361 27.70

氏 平針 15 97 15.46

米野木 15 128 ll.72

P

日進 34 202 16.83

赤池 29 336 8.63

& 星ケ丘 5 127 3.94

氏 平針 8 69 ll.59

米野木 21 170 12.35

C

日進 14 234 5.98

赤池 3 165 1.82

& 星ケ丘 1 73 1.37

氏 平針 2 68 2.94

米野木 5 38 13.16

W

日進 28 198 14.14

赤池 9 78 ll.54

& 星ケ丘 1 50 2.00

氏 平針 0 50 0.00

米野木 2 52 3.85

自動車直行 396 552 71.74

計 735 3500 21.00

表4. 6 作成データの集計分析

選択肢 利用実績 利用可能人数 利用率

B

日進 20 214 9.35

赤池 27 165 16.36

良 星ケ丘 100 320 31.25

氏 平針 15 68 22.06

米野木 15 95 15.79

P

日進 34 175 19.43

赤池 29 310 9.35

& 星ケ丘 5 100 5.00

氏 平針 8 49 16.33

米野木 21 146 14.38

自動車直行 396 519 76.30

計 670 2161 31.00
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表4. 7 MNLモデルの推定結果

変数モデ'L～k β t

車の所有(育-1) -1.804 -4.258

駅ダミー日進 0.791 2.153

赤池 0.435 1.241

星ケ丘 0.568 1.444

平針 0.519 1.167

P&Rダミー -0.758 -3.003

アクセス所要時間､ -0.051 -3.347

代表手段所要時間 -0.053 -5.514

バス運行間l喝 0.103 2.640

駐車料金 0.002 0.342

Cダミー 0.151 0.232

自動串所要時間 -0.026 -3.219

サンプル数 486

p2値 0.313

駅別的中率日進 44.90

赤池 13.46

屋ケ丘 49.41

平針 38.10

米野木 58.62

モード別B&R 50.98

的中率P&R 18.07

C 99.02

全体の的中率 67.08

表4. 8 手段選択型モデル作成のためのデータ分析結果

選択肢 利用実績 利用可能人数 利用率 平均アクセス時間

B

&

氏

日進 20 116 17.24 16.55(6.25)
赤池 27 88 30.68 19.40(5.07)
星ケ丘 100 171 58.48 32.12(7.19)
平針 15 31 48.39 23.55(5.94)
米野木 15 43 34.88 19.04(6.87)

/Jヽ 計 177 449 39.42 26.85(10.06)

P

良

氏

日進 34 92 36.96 6.63(2.89)
赤池 29 166 17.47 9.10(3.13)
星ケ丘 5 69 7.25 15.04(3.16)
平針 8 30 26.67 10.00(2.67)
米野木 21 81 25.93 12.05(5.84)

/Jヽ 計 97 438 22.15 10.95(4.94)
計 274 887 30.89
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図4. 4 手段選択型モデルの選択肢ツリー構造



③ P(m)P(sin)型NLモデル

exp[入l(Vm+An)] exp[人2(Vs+Vsln)]
P(m,s)-

∑exp[11(Vm'+^m')] ∑exp[入2(Vs'+^s'ln)]
} 〉

S

但し､ An-(1/Å1) 1n i∑exp[Å2(Vs'+^s'lm)]i
タ

S

(4.3.a)

(4.3.b)

ここで､ Viはiのみに関連した効用であり､端末駅と端末交通手段の選択から得られる効用Ⅴ は

Ⅴ-Vm+Vs+Vms (ただし Vms-Vs暮m-Vmls )で表される｡ここでは､モデル相互の比較の

ために説明変数は全てのモデルで同一の組み合せとしたo各モデルの推定結果を表4. 9に示すo

まず､ P(s,m)型MNLモデルによる推定結果について考察する.的中率､ p2値､符号条件と

も良好であり､適合度は高いと言える｡推定パラメータの健から､代表手段の所要時間は端末手段に

よるアクセス所要時間の約3倍､効用に影響を及ぼすことo端末駅の魅力度を表す駅特定ダミーも効

用に有意に影響を及ぼすと考えられること｡表4. 7に示すモデルで符号に非論理性が生じた駐車料

金の符号が論理的になること｡端末バス運行間隔は､効用に対して代表手段である鉄道の所要時間と

同程度､アクセス所要時間の3倍のウェイトを持っことなどが分かる｡このように､表4. 9に示す

10選択肢MN Lモデルは､衰4. 7の自動車直行を選択肢集合に含めたMN Lモデルに比較して適合

度やパラメータの統計的信頼性の上で大きな改善がなされている｡

NLモデルは､ P(s)P(mls)型､ P(m)P(sin)型とも､的中率でみた構度はP(m,s)型

MNLモデルに比較すると低い｡特に､両モデルとも端末手段選択レベルでの β2値が低いことから､

このレベルでの推定精度が低下することによってモデル全体の精度の低下が生じているものと考えら

れる｡また､駐車料金の符号が逆転しているなどの非論理性が生じている｡理論的にはMN Lモデル

よりも合理的であるはずのNLモデルが､適合度､パラメータの符号の論理性などの面でMNLモデ

ルに劣っている理由として以下のようなものが考えられる. ① 段階推定を行う場合､各レベルにお

けるサンプル数がP(s,m)型MNLモデルに比較して減少するためo ② 選択肢ツリーを2層構造

にして選択肢の類似性を考慮した効果以上に､ 2段階推定による誤差が卓越した恐れがあるo ③ 各

推定レベルでの説明要因数が減少するため｡ ⑥ 特性変数を､下位レベルで使用するものと上位レベ

ルで使用するものとに完全に分離したため｡, ⑤ 端末交通手段選択レベルで用いられるデータは異な

る端末手段であっても同一端末駅-のものであるため､両端来手段選択肢の効用レベルが極めて類似

していると考えられるため,,

2っのNLモデルをヰヤリプレーションにおける椅度の面で比較すると､ P(m)P(slm)型の方

がP(s)P(mls)型よりp2値､的中率とも高いことから.､ NLモデルの中ではP(m)P(slm)

型の方が優れていると考えられるo
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表4. 9 手段選択型モデルの推定結果

｣

(工)

の

l

モデル

変数

MNLモデル
P(s)P(mls)型NLモデ)i, P(m)P(slm)型NLモデ}L,

P(mls) P(s) P(sLm) P(m)

β
I

t
′ー

P
I

t 人2β i
′ー

P
一

I Å2β i

車の所有(育-1)
駅ダミ-日進

-1.212
0.860

-2.348
1.048

-1.440

-3.363

-3.561

-4.972

0.617 1.441 0.813 1.470
-1.680

-1.827

-4.538

-5.408

赤池 0.972 1.165 0.512 1.245 1.019 1.846

星ケ丘 0.778 0.889 0.722 1.610 1.267 1.925

平針
P&Rダミー

4.026

-1.487

2.845

-1.175

1.126

-0.050

1.974

-4.534

2.799

-0.047

3.198

-2.166アクセス所要時間 -0.023 -1.125 -0.023

-0.080

-1.006

-3.187

代表手段所要時間 -0.066 -4.409 -0.057 -4.432

パス運行間l喝 -0.067 -2.148
0.016 0.549

駐車料金 -0.013 -0.771
0.008 1.103 0.005 0.571

人2 0.856 0.517

人2/人1-0のt値 4.642 2.882

^2/^I-10)t@ 0.781 2.693

サンプル数 245 176 211 169 232

p2値
0.279 0.163 0.237 211 0.147

駅別的中率日進 74.29 71.43 78.72

赤池 60.71 34.69 46.30

星ケ丘 90.41 88.24 87.80

平針 100.00 78.95 100.00

米野木 88.89 22.22 72.41

モード別B&R 79.64 59.12 74.83

的中率P&R 67.74 44.59 38.20

全体の的中率 76.58 41.23 52.16



次に､選択肢ツリー構成と効用最大化理論との整合性を評価する指標である ^2/入lの検討を行

う｡両モデルとも 0<Å2/入1≦1の条件は満足しているo しかし､ P(s)P(mls)型モデルは

^2/入1-1の帰無仮説を統計的に有意に棄却できない.それに対し､ P(m)P(s lm)型モデルの

Å2/Ålは､入2/入1-0､かっ 人2/人1-1の帰無仮説を5%の有意水準で有意に棄却できるこ

とから､ P(m)P(sin)型モデルの 入2/入lは0と1の間の値であると言うことができる.この

ことは､端末駅選択肢相互の類似性の方が端末交通手段選択肢相互の類似性より高いことを表してお

り.､ P(m)P(s lm)型NLモデルの方が､効用最大化理論と整合性のある合理的な選択肢ツリー構

成となっているといえる｡これら2っのNLモデルを上述した適合度による検討結果と合わせて評価

すれば､ P(m)P(s lm)型モデ)L･の方が鉄道端末需要予測モデルとしてより適切なモデルであると

言えよう｡
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4. 3. 3 交通手段転換型モデル

(1) 転換モデル構築のためのデータ作成法

非集計交通手段転換モデルを推定するためには､個人ごとに代替手段(またtま､環利用手段)のサ

ービスが変化した時の利用手段とそのサービス特性値デ-タが必要である.しかし､本調査から得ら

れる利用手穀､およびそのサービス特性値は､全ての個人について現利用手段選択肢に関するものだ

けであり､代替手段のサービス変化後のサービス特性値は未知である｡本調査では､個人n (a-1,

･･･,N)に対して､捷示されたサービス要因 k(k-1,･･･,K)ごとに､代替手段の環況のサービス
b A

水準 Snk

､現利用手段のサーt='ス水準
S…

､および他のサービス要因の水準は環況のままとした
b

ときの代替手段へ転換に跨み切る場合のサーt:'ス改善の限度値R… とをデータとして得ることがで

きる.これらの情報を用いてモデル構築に必要な代替手段のサービス変化後のサービス特性値と利用

手段のデータを以下のようにして作成する｡乙こでは､所要時間のようにその特性値が小さい方がよ

り高い効用を示すようなサービス要因を想定して説明をする.まず､個人nごとに､代替手段のサー
b

ビス要因kだけが環在の水準から任意の水準anた･ Sn火(ここでankLはサ⊥ビス変化率)に改善
b i

された状態を設定する.このとき､ a"k･ Snk ≧ Rnよ であれば､つまり仮想的なサービス変化後

のサービス水準が回答された転換限度値よりも大きければ､個人nは代替手段への転換は行わず､現
b ら

利用手段を利用し続けると判定する.逆に､ a…･ Sn火< Rnkであれば､すなわち仮想的なサー

ビス変化後の水準が回答された転換限度値よりも小さければ､個人nは代替手段に転換すると判定す

る｡このようにして､個人nごとに任意のサービス要因kだけが単一で変化した場合(k以外の要因

は魂況のまま)の利用手段とそのサービス特性健データを作成することができる.実態のデータでは､

所要時間と所要費用などのサービス要因間に強い相関があるために､パラメータ推定時の変数間の相

関関係により要因効果の分離が困難となる場合(一般に多重共線性と呼ばれる性質)がある.しかし､

本ヂ-タ作成法を用いれば､上述した操作をモデルに採用するすべてのサーI:+ス要因について行うこ

とによって種々のサービス要因に対するサービス変化後の状況を設定することができる上に､これら

のサ-ビス要因のレベ)L･が独立に変化する状況を設定することができるo本来､サービス変化率 a仙

はいかなる健をとっても良いわけであるが､ここでは､個々人に対するサービス改善率にばらっきを

持たせるため､ (0, 1]の一様乱数 ankを個人ごと､サービス要因ごとに発生させることによっ
b

て代替経韓のサーt:'ス変化後の水準 a打k
･

S招kの設定を行っているo一方､図4. 2のような形式

の質問から得られる転換限度値R…は､意識データとはいうものの､各傭人の現状のサービス水準

に照らし合わせて回答されたものであるから､本作成データは完全な仮想選択肢に対する選好を質問

するような通常の意識調査から得られるデータと比較して､より実際の行動に近い意識データになっ

ていると考えられる｡
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(2) 転換モデルの定式化

ここで開発したモデルは､通常の非集計行動モデルと同様に､個人の行動規範として確率効用理論

に基づく効用最大化理論を採用している｡しかし､ 4. 3. 1で述べたように､個人のそれまでの手

段選択行動結果による交通サービスに対する評価構造の違いを考慮するために､モデルは現利用手段

別に定式化され､さらに､転換抵抗を考慮するため効用閑散に転換抵抗項が導入される｡以下に本手

段転換モデルを示す｡

b ら a a

PiJ･-1/[1+expiβ｡+∑βk (Ⅹ川-ⅩJ･k) -∑αk (Ⅹik-ⅩJk) ) ]
火 k

ここで､ Pi.･:現利用手段iから代替手段j-の手段転換確率

(4.4)

βk (,αk) :サ-ビス変化後(､前)のk番目変数のパラメータ

♭ d

xik (,Ⅹik) :サービス変化後(､前)の現利用手段iのk番目変数のサービス特性倦

も d

xJ･k (,ⅩJ･k):サービス変化後(､前)の代替手段jのk番目変数のサ-ビス特性値

である.このモデルは､基本的には､サービス変化前後の効用差が転換抵抗値よりも大きくなる確率

で手段転換確率が与えられるというモデルであるo このとき､サービス変化後の効用の確率項はサー

ビス変化前後のサービス水準とは全く独立でランダムに分布し､かっ､転換抵抗値はサービス変化前

のサービス水準の線形関数であると仮定することによって､式(4.4)で表される手段転換型モデルが

導出される｡その詳細は､河上･広島･溝上(1984)の論文に譲る｡

本モデ)i,は､形式的にはバイナリーロジワト型であるが､転換確率はサービス変化後のサービス水

準だけでなく､サービス変化前のサ-ビス水準の閑散となる｡本モデルは､交通サービスの変化がな

い場合でも正の転換確率を生じるという理論上の問題点が残るものの､これまでの実証的検討の結果､

適合度がかなり高いことが判明している(河上･広島･帝上, 1984) .

(3) モデルのヰヤリブレ-ション

ここで推定する交通手段転換モデルは､後に検討する鉄道端末バスサービス改善計画-のモデルの

適用ということを考慮するため､ B&Rに関するモデルが中心となっている｡その内容は以下の4っ

のモデルである｡

① 自動車直行からB&R-の手段転換モデル

② B以外&RからB&R-の手段転換モデル

③ B&Rから自動車直行-の手段転換モデル
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99

-



⑥ B&RからB以外&R-の手段転換モデル

本調査では､仮想的に交通サービス変化後の水準を設定することができるサービス要因を図4. 5

に示す17要因､取上げている｡各モデルの説明変数の選定には､ ①バス利用需要の予測時に制御可能

なバス運行時開聞陶などの要因を必ず入れ､ ②パラメータの符号条件の合理性､ ③モデルの的中率や

p2値を考慮しながら､この17要因を逐次入れかえる方法を用いている.表4. 10に各転換モデルの

推定結果とその適合状況を示すoパラメータの符号条件は､B&RからB以外&R-の転換モデルに

おけるサービス変化前の所要時間だけが博識とは逆の結果となっているだけで､他はすべて合理的で

ある｡すべてのモデルで統計的には有意とはいえない変数が幾っか存在するものの､的中率は80%以

上であり､ p2倦も 0.4以上の高い値を示していることから､適合度はかなり高いモデルであるとい

えよう｡

仮想的に変化させる要因

1.総所要時間
2.総所要時間変動
3.パス乗車時問
4.鉄道乗車時間
5.乗り換え回数
6.乗り換え時間
7.発着の正確き
8.絵徒歩時間
9.冷房の整備
10.鉄道内混雑度
ll.バス内混雑度
12.出発時間帯運行間隔
13.帰宅時間帯運行間隔
14.所要費用
15.バス料金
16.始発時刻
17.終発時刻

図4. 5 仮想的に変化させる要因
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表4. 10 手段転換型モデルの推定結果

l
トー

⊂⊃

トー■･

≡

＼---＼-ル
自動車直行とB&R 自動車直行からB&R B以外&Rから自動車 B&Rから自動車直行 B&RからB以外&R

変数ー＼-＼ の手段選択モデル への手段転換モデル 行-の手段転換モデル -の手段転換モデル -の手段転換モデル

定数項
性別(男性-1)
年齢19以下

20-29

30-39

40以上

免許の有無(育-1)
草の有無(育-1)
年収一-100万円

-0.738E.01(-2.74)
0.196E.01(1.51)

-0.133E.01卜0.96)
-0.962E.00卜0.81)
0.601E.00卜0.90)

-0.310E-01(-0.06)
0.141E.01(0.96)
0.273E.01(3.30)
0.168E.01(1.03)

0.335E.01(2.60)

0.533E.00(0.51)

0.114E.01(0.97)

0.556E.00(0.92)

-0.426E-01(-2.13)

0.328E.01(3.66)

-0.513E.00(-0.78)

0.127E.01(0.82~)

-0.257E-01卜1.16)

100万一-300万円 0.124E.01(0.78) 0.161E.01(1.10) -0.863E.00卜1.17)
300万-600万円
600万-1000万円

現利用手段(B&R;1)
所要時間差(級)

0.800E.00(0.76)
0.193E.01(1.63)

-0.628E-04(-4.88)

0.292E-01(0.70)

0.359E-01(1.30)

-0.549E-01卜1.31)

-0.390E.00卜0.50)
-0.112E.01卜1.53)

-o.689E-Oi(-4.10)

0.179E.00(0.30)

-0.671E-01卜4.92)
(前)

待ち時間(級)
(節)

徒歩時間(級)

0.807E-02(0.43)

-0.225E.00(-3.05)
0.260E.00(3.53)

-0.290E-01(-0.18)

0.149E-01(0.67)

-0.150E.00卜2.16)

0.159E.00(7.60)

-0.139E.00卜2.74)

-0.297E-01卜0.66)
-0.634E-01卜0.34)
0.147E.00(0.55)

-0.108E.00(-1.36)
(前) 0.104E.00(0.65) 0.190E.00(1.97) 0.203E-02(0.03) 0.817E-01(0.85)

出発時間(後) -0.238E.00卜4.15) -0.121E.00(-1.80) -0.122E.00(-2.54) -0.637E-01卜0.84)
運行間隔(前) 0.173E.00(3.41) 0.133E-01(0.80) 0.912E-01(1.50) 0.972E-01(0.84)

サンプル数 178(B&R:0.365)
L236(転換者:28)

99(転換者:17) 403(転換者:92) 82(転換者:12)

的中率 82.0芳 89.0芳 82.2X 88.4X 85.4X

β2値
0.39 0.64 0.42 0.75 0.46

注)(一)内はt値を示す.



4. 3. 4 モデル相互の比較､検討

前節では､端末バス輸送利用需要を予測するための需要閑散を､手段選択型と手段転換型の2っの

非集計交通行動モデルによって構築した｡手段選択型モデルは､交通手段選択行動に関する一時点の

クロスセクションデータを用いて､実際に生起している手段選択行動結果に推定結果が最も一致する

ような個人の各手段選択肢に対する選択確率を決定する効用関数パラメータを求めるモデルである｡

したがって､交通サービス変化後の選択確率の予測値は､推定されたパラメータの値が将来も変化し

ないと仮定した上で､効用関数を構成するサービス要因にサービス変化後の特性値を代入することに

よって得られる｡このときの手段転換需要は､サービス変化前と変化後の選択比率の差として求めら

れる｡この形式のモデルは､本来存在すろであろうサービスの変化に伴う手段選択行動の変化を考慮

しない静的なモデルであるため､本章で対象としているような端末パス輸送サービス変化直後の需要

予測モデルとして適用性を有するという保証はない.何故なら､前述した手段転換行動に関する意志

決定構造仮説､つまり同一の個人であっても現利用手段によって交通サービス変化後の交通サービス

に対する評価が異なり､手段転換に対して何らかの抵抗が存在するという仮説を通常の手段選択型モ

デルではモデル化できないためである｡

4. 3. 1における仮説(b)のうち､転換抵抗が存在するか香かの結果は､定数項パラメータか各

サービス要因のサービス変化前パラメータの統計的性質に環れる｡つまり､パラメータ β｡か a欠

かが統計的に有意であれば､転換抵抗が0でない有意な値として存在することになる｡また､現利用

手段によるサービス変化後の評価構造の相違は､逆向きの転換行動を表す2っの転換モデル間のパラ

メータの相対的ウェイトの差として現れるo現利用手段と代替手段との組み合わせが自動車革行とB

&Rである両転換型モデルでは､定数項パラメータは共に同符号､かっ統計的に有意であり､サービ

ス変化前のサービス要因パラメータが有意となる変数が幾っか存在することから､現利用手段の違い

によって異なる転換抵抗が存在することが分かる.また､所要時間差のパラメータに互いに差がある

ことから､規制用手段によりサービス変化後の評価構造に差があることも分かる｡一方､ B以外&R

とB&Rを組み合せとする2っの手段転換モデルには明確な転換抵抗の存在や評価構造の相違を見出

すことができない.これは､ B以外&RとB&Rのように幹緑交通手段が同一であるような類似した

手段相互の転換行動においては､現利用手段の相違による転換抵抗や評価構造の差が共に小さいため

と考えられる｡このように､交通サービス変化に伴う交通手段転換需要量を予測する場合には､いず

れかの手段を選択しているという状態ではなくて､手段転換という状態闇の変化過程を明示的に考慮

できる交通手段転換型モデルにより転換量を直接予測する方が望ましいと考えられる｡

次に､手段選択型､転換型両モデルの端末バス輸送需要予測モデルとしての適用可能性について考

察する.自動車直行選択肢を選択肢集合から除外した手段選択型MN Lモデルは､データ数などの条

件が同じであれば理論的にはMNLモデルより合理的であるはずのNLモデルよりも高い適合度を得
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ている｡しかし､端末バス輸送サービス変化後のB&Rへの主要な潜在的転換需要者は自動車直行利

用者であることから､自動車直行を選択肢集合に含まず､単一のモデルで自動車直行選択需要が予測

できないようなモデルは需要関数として意味を成さない｡自動車直行か公共交通機関利用かの選択肢

ツリ-を最上段レベルにもっNLモデルを構築する必要があるが､下位レベルのモデル推定時には前

述したモデルで用いたものと同一のサンプルを用いてパラメータ推定を行うことになるため､駐単科

金にかかるパラメ-タの符号の非論理性やモデル全体の的中率の改善の期待は薄いと考えられる｡

以上の2っの理由から､以後の端末バス輸送計画策定システムにおける需要予測モデルとして手段

転換型の予測モデルを採用することにする｡
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4. 4 鉄道端末バス輪送計画策定システム

本俸では､前舟でその有用性が検証された非集計交通手段転換モデルを用いたバス利用需要者数の

予測プロセス､およびその交通需要予測プロセスをシステム本体の中に組込んだ鉄道端末バス輸送計

画策定システムの概要について述べる｡

4. 4. 1計画策定システムの概要

最適バス輸送計画を客観的に策定することができるアプローチとしては､主として次の2っのアプ

ローチが考えられる｡その1っは､設定された評価項目の評価閑散を最適化するように数理計画手法

を用いて最適代替案を決定するMathematjcalなアプローチ法であり､他の1っは､幾っかの評価項

目に対する計画策定者の相対評価によって､複数の代替案の中から最良の代替案を選択するSystems

Analysis による方法でるoこのとき､バス輸送計画代替案はバス系統網とその運行堺度の組み合せ

から構成されており､本来､これらを同時に決定することが望ましい.しかし､バス系統7)ンクが更

か不要かは0- 1整数であり､各系統の運行額度は実数であることから､これらの要素の同時決定問

題は混合整数計画問題となる｡混合整数計画問題は解法が極めて困難であることから､主にこれらの

2要素を段階的に決定する方法がとられている(枝村･森津･松田･土井,1980;天野･践谷･近藤,

1982;河上･帝上,1984 )
｡これらの2要素を分離して段階的に決定するのは以下のような2っの理

由からである｡最適系統網代青葉を選択した後で運行塀度を決定する段階的な方法を用いる場合には､

系統網代青葉の設定段階で各系統の運行塀度の初期値を与えておかなければならないが､その与え方

によっては選択される系統網代青葉が異なってくる場合がある｡しかし､系統網代青葉は環在の需要

状況と計画の基本指針に基づいて設定されるものであるから､大局的な最適代替案が選択される保証

はないものの､それから大きくかい離した系統網代青葉が選択される恐れは少ないと考えられるとい一

うのが第一の理由である｡他の1っは､代替案選択の指標となる評価指棲を算定するために､その前

段階でサービスの変化に応じたバス利用需要の予測を行う必要があるが､本章では､前飾で握案した

非集計手段転換モデルを需要関数として採用しているために､バス輸送サービスを最適化するための

任意の段階で､毎回､需要の集計化を行う必要があり､そのプロセスには多くの計算時間を要すると

いう点である｡

以上のような理由から､ここでは､計画策定アプローチとしては複数代替案に対して計画策定者が

多評価項目にわたる評価を行いながら最適代替案魯選択するという Systems Analyslsアプローチを

とり､その際には系統網と各系統の運行額度とを段階的に決定する方法を用いた｡すなわち､図4.

6に示すフローに従って､まずバス系統網と運行塀度とを固定したバス系統網代青葉を複数個設定し､

それぞれの代替案に対して交通需要予測と評価指棲値の算出を行い､それらの相対評価に基づいて最

も望ましいと考えられる系統網代青葉を選択する.次に､選択きれた系統網代膏案に対して運行塀度
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による弾性値分析を行い､各系統の運行本数を修正することによって､より適切な運行塀度計画案を

決定するという手順をとっている｡

図4. 6 端末バス輸送計画の策定手噸
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4. 4. 2 バス系統網代青葉に対するバス利用者数の予測プロセス

バス利用者総人数などの評価指棲による代替案評価には､バス利用者数の予測が不可欠である｡こ

こでは､バス輸送サーt:'ス変化による交通行動の変化は交通手段選択とB&Rの鍵蒔選択だけに環わ

れ､ ODに関する交通行動の変化はないものと仮定してB&R利用者数を予測するものとした｡本シ

ステムでは､計画代替案ごとに非集計手段転換モデルによって利用需要を予測するが､そのためには

集計化の作業を必要とする｡ここでは､調査から得られた実サンプルを用いたサンプリング法による

集計化予測法を採用する.この方法は､対象地域をゾーンに分割し､モデルから得られる各サンプル

の選択確率はそれが属するゾーンにおける母集団の選択確率(集計シェア)を与えるものとし､ゾー

ン内利用需要は各サンプルの選択確率にゾーン拡大率を乗じることによって算出されるというもので

ある.実サンプルを用いた集計化手法は､サービスの変化による短期の需要変化を予測する場合や､

対象地域が限定されていてサンプルが正しく母集団を代表していると考えられる場合には高い予測構

度を得ることが可能であり､本章で対象としているような端末バス輸送計画には最も適した集計化手

法であると考えられるo以下では､対象地域を500TnX750mメッシュを1ゾーンとする94僻のゾーン

に分割して分析魯行っている｡ B&R利用者数の予測プロセスを図4.了に示し､以下にその手噸を

述べる｡

まず､以下のStepl-Step3 によって各代替案に対するサービス水準を算定するo

Stepl. 端末駅一目的地間鉄道利用の各種サービス要因のサーt:'ス水準平均値をアンケート回答結

果から求めておく.これは全てのバス系統裾代替案に対して一定であるとする.

Step2. バス系統網代青葉ごとに､各居住地メッシュー端末駅間のバスの各種サービス要因特性値

を算定する｡

Steps. Stepl,Step2 の結果から､居住地メッシュ一目的地別にB&Rを利用するとした場合の

乗り継ぎ端末駅別各経時のサービス特性値を求めるo

次に､サンプルごとに､居住地メッシュ-目的地間サービス特性値データから利用可能なB&R経

韓のサービス特性値巷求める. B&R以外の交通手段のサービス特性値は各サンプルの回答値を用い

て以下のStep4 -Step8 の手順で各バス系統網代替案に対する利用者数を算定する｡

Step4. B&Rの鍵箱(端末駅)選択モデルを用いて､ B&Rを利用するとした場合の各経路の選

択確率を求めるq

Steps. B&Rの各経鴇それぞれにっいて､ B&Rがそのサンプルに利用可能な全ての交通手段の

申から選択される確率を手段転換モデルを用いて求める｡このとき､各サンプルの環利用交通手
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段によって以下に示すような異なる転換モデルを適用する｡

(a)現利用手段がB&Rであるサンプルにっいて(図4 ･

8(a)参照)

(1)自動車直行とB以外&Rとの手段選択モデルを用いて､各手段が各個人の代替手段となる確

率を求める｡この確率は､バス系統禍が変化しても同じ傭人については同一であると考える.

(2) B&RからB以外&R-の手段転換モデル､およびB&Rから自動車直行-の手段転換モデ

ルを用いて､ B&Rから転換せず､ B&Rを利用し続ける確率を求める｡

(3) (1)と(2)の確率を乗じることによりB&Rの選択確率を求める｡

(b)現利用手段が自動車直行であるサンプルについて(図4 ･ 8 (b)参照)

(1)自動車直行からB&Rへの転換モデルを用いて､ B&Rの各経路が自動車直行よりも優れて

いる確率を求める｡

(c)環利用手段がB以外&Rであるサンプルについて(図4 ･

8(c)参照)

(1) B以外&RからB&R-の転換モデルにより､ B&Rの各線賂がB以外&Rよりも優れてい

る確率を求める｡

Steps. サンプルごとにStep4 と Step5 の確率を乗じて､端末手段としてB&Rを利用する経

路別利用確率を求める｡

Step7. 同一の経蒔(すなわち､同一の居住メッシュ一端兼駅間)に複数の系統が運行されている

場合には､利用者はバス乗車時間が最短である系統を利用するものとし､最短時間の系統が複数

個存在する場合には､各系統の利用比率は運行額度に比例するものとしてB&Rの経路別系続別

の利用確率を求める｡

Steps. B&Rの鍵箱別系統別利用確率に拡大率を乗じ､各サンプルが代表している通勤通学者母

集団のB&Rの経蒔別系統別利用者数を求める｡拡大率は次の2段階で設定する｡ 1っは､メッ

シュi ( i ∈ I )別の抽出率､および対象者比率の違いを考慮した上で対象地域の対象者数を推定

するための拡大率 Kliであり､次式によって求めることができる｡

Kll - Ti X (Gi/Hi) × (1/Si) (4.5)

ここで Ti:メッシュiの総世帯数､ Gi:メッシュiの調査該当世帯数､ Hi:メッシュiの調

査坊間世帯数､ Si:メッシュiの回収世帯数である｡他の1っは､メッシュ別利用手段m(m∈

M)別にモデル適用における有効サンプル比率が異なることを考慮し､メッシュ別事段別の利用

m

者数を算定するために用いる拡大率K2iであり､次式によって求める｡

n m m

K2i - Si/Mi
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n Tb

ここに Si:メッシュiの手段mの現利用者数､ Mi:メッシュiの手段mの利用者のうち､モ

デル説明変数がすべて得られた有効サンプル数である｡これら2っの拡大率を乗じたものが各サ

ンプルの拡大率となる｡

以上の方法でB&R利用者数を予測するためには､ 4. 3.

′3の(3)で示した4っの転換モデルと

B&Rと自動車直行とのバイナリー型の手段選択モデルの他に､ B以外&Rと自動車直行とのバイナ

･)-型の手段選択モデルとB&R経鵜選択モデルを作成する必要があるoこれらのモデルの推定結果

は以下に述べる通りである｡

(a)自動車直行とB以外&Rとの手段選択モデル

モデルの推定結果は表4. 11のとおりである｡各パラメータの符号は合理的であるが､統計的に有

意なものは所要時間差だけである｡しかし､的中率は全体で81.7%であることから､適合性はかなり

高いモデルといえる｡

(b) B&Rの経路(端末駅)選択モデル

名鉄豊田新線の米野木駅､日進駅､赤池駅､平針駅､地下鉄1号緑の星ケ丘駅､藤ケ丘駅を経由す

る6経路を選択肢として取上げ､ B&R経路選択モデルを作成した｡

本調査では､個人に対して1っのB&R経路とそのサービス状況しか質問していないため､その個

人が他の利用可能なB&R鍵箱を利用する場合のサービス条件は不明であり､モデルを作成すること

ができない.そこで､ 4. 3. 2で述べたデータ作成法を用いて現在利用している経蒔以外のB&R

腰梅の交通サーt:'ス特性値を作成し､そのデータを用いてモデルのパラメータを推定している. 説

明要因としては､各経路を利用する場合の絵所要時間､捻乗り換え時間､端末駅までのパス連行間隔､

乗り換え回数､総徒歩時間の5要因を考え､それらの組み合せについていくつかのモデルを推定した｡

そのうちで比較的妥当な結果が得られた変数組モデルの推定結果を表4. 12に､その適合状況を表4

. 13に示す｡すべてのパラメータの符号は合理的であり､バス運行間隔のt値がやや小さいものの他

の要因はすべて統計的に有意となっている｡的中率は61.6%であるが､選択肢が6個と多いことを考

えるならばこのモデルの適合性もかなり良好であるといえる｡
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図4. 8 現利用手段別のB&R利用確率の算定手法

(a)現手段がB以外&Rの場合



表4. ll CとB以外&Rの手段選択モデル

変汁--＼ー､_ β t

定数項 -1.734 -1.188

年収-100万円 -1.597 -1.239

100-200万円 -0.988 -0.689

200-600万円 0.052 0.049

600-1000万円 1.059 0.903

串の保有(育-1) 1.453 1.685

所要時間差 -0.092 -4.179

徒歩時間 -0.012 -0.305

待ち時間 -0.055 -0.732

サンプル数 131

β2値
0.43

的中率C 63.4

B以外&R 90.0

全体の的中率 81.7

表4. 12 B&Rの端末駅選択モデル

壷薮＼--モデル～--､ーー ♂ t

絵所要時間 -0.038 -3.624

バス運行間隔 -0.024 -1.129

待ち時間 -0.120 -2.171

サンプル数 211

p2@ 0.12

全体の的中率 61.6

表4. 13 B&Rの端末駅選択モデルの適合状況

実績
米野木日進赤池平針星ケ丘藤ケ丘

米野木 310010

日進 31900100

赤池 04201250

平針 021120

星ケ丘 05181823

藤ケ丘 000445

推定確率 0.0340.1870.2150.0290.5030.032

実績確率 0.0240.1520.2370.0280.5170.043
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4. 4. 3 本バス利用需要予測手法の適合性の検討

本章で開発した交通需要予測プロセスが､実際の端末バス輸送計画策定システムにおける需要予測

手法として適合性を持っためには､現況再環性のチェックを行っておく必要がある.そのために､ま

ず環B&R利用者のみ巷対象として､ B&Rの経路(端末駅)選択モデルと拡大率とから､図4. 9

に示す現況バスネットワークにおける経韓別利用者数の算定を行った.これは､調査対象地域からの

鍵蒔別､つまり端末駅別B&R利用者の実数がデータとして入手できないためにその数を概算してお

き､実数健の代用値として用いるためである｡その結果､全系統の捻B&R利用者数は3,074人とな

った｡

次に､現況バスネットワーク条件下で本交通需要予測プロセスを用いて系統別利用者数を予測し､

先のB&R鍵箱(端末駅)選択モデルから得られた経蒔別推定利用者数との比較を行うことによって

本交通需要予測プロセスの現況再現性のチェックを行ったo本来なら環況ネットワーク条件下での交

通手段転換者は0のはずであるが､ここで用いた手段転換モデルを適用すると､モデルの構造上の性

質やサービス水準の設定誤差などのために手段転換者が幾分生じる.しかし､現B&R利用者のうち

他の手段に転換すると予測される人数と他の手段からB&Rに転換すると予測きれる人数とがほぼ等

しく､互いに相殺きれてB&R利用総人数の予測値は3,090人となったo この値は先に求めたB&R

利用者数3,074人にほぼ一致している｡また､バス系統別にみても､本交通需要予測プロセスによる

予測値と現B&R利用者を鍵箱選択モデルを用いて経路別に寵分した結果との間に大きな差は見られ

ない｡以上のことから､本プロセスによってバス利用需要を予測し､その結果を用いてバス輸送計画

代替案の比較評価を行うことに大きな問題は生じないものと考えられる｡
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4･ 5 鉄道輔車バス輸送計画策定システムの適用例

4. 5. 1･バス系統代替案とその比較評価

ここでは､バス系統網代青葉として表4. 14に示すような特性をもっ6ケース考えているoま[･I_､

本計画策定システムは､ ①B&R絵利用者数､ ②乗車人キロ､ ③利用者数/連行本数､ ㊥利用者数/

台kmという4つの指標の組み合せに対して代替案の比較評価を行うことが可能であり､それらの総合

評価によって最適代替案を選択する｡

各バス系統網代替案8ま､ ①居住人口の多い地区を多くの系統が通過する､ ②運行間隔は20分以下と

する､ ③名鉄豊田新緑が乗り入れている地下鉄3号線-の端末バスの接続は赤池駅とする､ ⑥現在の

バス始走行台kTnの値魯大きく越えない範囲で増便を考える､などのことを考慮して表4.
14の6っの

代替案を設定している｡本交通需要予測プロセスを用いて計算した各代替案の需要予測結果の特徴を

表4. 15に､また1算出された各評価指棲値を表4. 16に示す｡パス利用者数でみると､捻系統数は

最も少ないが運行台kmが2番目に大きいCASE3 が最大であり､ CASE6 が最小であるo乗串人kmは

cASElが最大で､次いでCASE3であり､.CASE4が最小である｡運行本数当たLりの利用者数はCASE

3が最大でCASE4 が最小である.台km当たりの利用者数はCASE5以外のすべてのケースで現況よ

り増加している｡以上の結果より､系統数は少ないが利用者総数と運行本数当たりの利用者数が最大

であり､運行台キロ当たりの利用者数も他のケースに比べて比較的多いCASE3 を最も適切なバス系

統網代替案(図4. 10参照)として採用することにする｡
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表4. 14 パス系統網代替案の特性

i系統網
代替案

主な特性

CflSE1 対象地域の南部方面の系統樹を強化するものであるo系統1,11を廃止し､系統7,

8,10のル-トを変更､増便するo

CASE2 現在の系統のうち､利用者の少ない系統を廃止し､要望の強い系統を新設するもので

あるo系統2,9,12,1311を廃止し､系統11を藤ケ丘一日進駅間に変更し増便するo

CASES 現在の系統禍を大幅に変更し､南北方向の輸送を強化し､主として地下鉄1号線星ケ

丘､藤ケ丘-系統を集中させるものo系統1,2,8,9,ll,12,13,14を廃止し､
系統3,4,5,7,10,15,16のル-トを変更､増便する.

CASE4 環在の系統網を大幅に変更し､東西方向の輸送を強化して地下鉄3号繰赤池駅-系統
を集中させるものo系統3,4,15を廃止し､系統2,7,9,10,12,13,14のル

-トを変更､増便し､新系統17を米野木-名商大に設定するo

CflSE5 現在の系統網を一部修正して鉄道駅への集中を強化するものo系統5,7を廃止し､
系統13,15,16のルートを変更し増便する0日進一米野木間の循環系統17を新設する.

CASES バス系統を名鉄豊田新緑方面と地下鉄1号緑方面とに分離し､赤池駅-集中させるLも
の.系統3,4,10,ll,12を廃止し､系統1,2,8,13,14,15,16のル-トを
変更し増便させる.日進-米野木間の循環系統17を新設する.

表4. 15 各バス系統網代替案に対する需要予測結果

f系統網
代替案

需要予測結果

CflSE1 系統7',10'の利用者数は現況に比べて大幅に増加し､いずれも1,000人前後とな

るo駅別では､日進､赤池の利用者数が増加し､米野木､平針の利用者数が減少するo

CASE2 系統11の利用者数が現況に比べて大幅に増加し､本代青葉の中で最大の利用者数を示

すo駅別には星ケ丘､米野木の利用者が減少し､藤ケ丘が増加するo

CflSE3 すべての代替案の申で最も系統数が少ないものであるが､変更､増便した系統の大部
分で利用者が増加するo駅別利用者数の差がすべての代替案の中で最も小さいo

CflSE4 系統5,14'の利用者が増加するo駅別では赤池の利用者が最も多くなり､星ケ丘は

現況に比べてほぼ500人程減少している⊂,

CFISE5 新設の循環系統17の利用者数が最大の720人となるo駅別では米野木の利用者が現況

に比べて増加し､星ケ丘は減少するo

CflSE6 系統14'の利用者が現況に比べて大嶋に増加するo駅別では赤池駅が最大となり､星

ケ丘は大きく減少しているo
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表4. 16 評価糖棲の値

繭昏--､代替案 環況 CflSE1 CASE2 CASES CASE4 CASES CASE6

絵系統数(本) 16 14 12 8 14 15 12

片道ラッシュ時
絵運行本数(本/時)

総延長(km)

79 70.5 77 63 80 85 685

129 130 100 81 96 120 89.

絵運行台km(km) 614 656 612 666 583 672 529

B&R利用者(人) 3074 3406 3154 3464 3037 3271 3003

乗車人km(km) 15533 17200 16016 17152 11484 15437 11777

運行本数当り利用者
(人/本)

38.9 48.3 41.0 55.0 38.0 38.5 43.2

台km当り利用者
(人/台kn))

5.01 5.19 5.15 5.20 5.21 4.87 5.68

注)現況とは現B&R利用者を配分した結果である｡
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表4. 17 弧弾性値分析による集計レベル系統別需要

変化させる
系統 CASES 3, 4, 5, 6 7, 10, 15, 16,

3, 246 270 245 244 244 243 245 246 246

4, 712 709 734 712 709 678 712 711 712

5, 793 788 792 821 789 789 790 793 793

6 113 lⅡ】 113 132 149 113 112 113 113

7, 874 868 838 870 870 956 874 871 874

10, 239 237 239 237 236 239 261 239 239
15, 337 337 336 337 337 336 337 413 335

16' 152 152 152 152 152 152 152 150 169

合計 3464 3474 3494 3484 3475 3505 3483 3536 3479

増加量 ◆10 ◆30 ◆20 Ill ◆41 ◆19 ◆72 ●15

表4. 18 弧群性債分析による集計レベル端末駅別需要

I

端末駅

I

CASES

変化させる系統

3, -i' 5, 6 7, 10' 15, 16'

米野木

日進

赤池

平針

星ケ丘

藤ケ丘

65 65 64 65 64 65 64 73 65

1.8 1.8 1.8 1.9 1.9 1.8 1.9 2.1 1.9

887 883 905 887 883 913 887 886 887

25.6 25.4 25.9 25.5 25.4 26.1 25.5 25.1 25.5

598 619 595 594 617 594 616 598 598

17.3 17.8 17.0 17.1 17.8 17.0 17.7 16.9 17.2

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1226 1219 1219 1252 1224 1253 1225 1225 1226

35.4 35.1 34.9 35.9 35.2 35.8 35.2 34.6 35.2

689 688 715 689 689 682 689 754 703

19.9 19.8 20.5 19.8 19.8 19.4 19.8 21.3 20.2

注)下段は駅別利用比率を示すo

表4.19 弧弾性値

⊆!芦l

3, 0.49
-0.02 -0.04 -0.04 -0.06 -0.02

0.00 0.00

4' -0.02 0.15 0.00
-0.21 -0.24 0.00 -0.01

0.00

5,
-0.03 -0.01 0.18 -0.03 -0.03 -0.02

0.00 0.00

6
-0.09 0.00 0.84 1.59 0.00 -0.04

0.00 0.00

7, -0.03 -0.21 -0.02 -0.02
0.47 0.00 -0.02

0.00

10,
-0.04 0.00 -0.04 -0.06 0.00 0.46 0.00 0.00

15, 0.00
-0.02

0.00 0.00
-0.02

0.00 1.13
-0.03

16, 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.07
0.56

絵需要弾性値 0.01 0.04 0.03 0.02 0.06 0.03 0.10 0.02
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4. 5. 2 バス運行顕度の決定

CASE3で設定きれたバス系統網における最適バス運行額度を決定するために､各系統の運行顕度に

対する各系統の利用需要の集計レベルの弾性値分析を行い､その結果を用いて運行塀度の修正を行っ

た｡ここでは運行顕度の変化率を2割とした集計レベルの弧弾性値を用いている｡この時の系統別､

端末駅別利用需要を表4. 17と表4. 18に､自己､交差弧弾性値を表4. 19に示す｡自己弾性値は系
一

統6が最も高く1.539であり､系統5 が1.128で2番目に高い｡系統6の交差弾性値をみると系統
′ タ

5 が唯一0.841と正の値をとっている｡これは､系統6と5 が同一のルートを通過して同一の赤
夕

池駅に集中しているため､これらの系統の利用者は系統6と5 とを区別せずに利用可能となり､効
夕

用が共に上昇するからである｡他の交差弾性値は0か負の値を示しており､系統4 に対する系統7

の交差弾性値は-0.239､逆は-0.206と他の値に比較してその絶対値が大きくなっている.この理由は
ク ー

両系統が一部､同一区間を通過しているものの､系統7 の端末駅は星ケ丘駅､系統4 は藤ケ丘駅

というように､一方の端末サービス水準の向上が他方の端末サービス水準を相対的に低下させるため

である｡この結果は､表4. 18の星ケ丘駅と藤ケ丘駅-の集中比率の感度を見ても明らかである｡こ
′ タ I

こでは､ B&R絵利用者数に対する自己弾性値の大きさを重視して､系統15 ､
7

､
4 を中心に運

行窮度の増加改善を行うような表4. 20に示すCASE3 を基調にした2っの運行塀度代替案を提案し

ている｡これらの運行額度代替案に対して､本交通需要予測プロセスを適用し､各評価指標を算出し

た結果を表4. 20に示す｡各系統の運行顕度の変化率に対する各評価指標値の変化率が逓減している

ことから､代膏案2は代替案1に比較して最適運行塀度解により近い実行可能解になっているものと

考えられる.運行煩度代替案2は元のCASE3 と比べて総連行塀度､運行台キロとも減少しているの

にもかかわらず4.7%のB&R利用者増を､また現荏のバス利用者よりも17.3%の利用者増を得るこ

とができる｡この時の端末駅別B&R利用需要を表4. 21に示す｡
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表4. 20 連行額度代替案とその需要予測結果

系統 CASES 運行椀度代替案1 運行塀度代替案2

環 節 延長 額度 台km 需琴 塀度 台km 需要 頻度 台km 需要

1

2

3 3, 8.7 5.5 47.8 346 4.0 34.8 203卜41.3) 3.0 26.1 162卜53.2)
4 4' 13.3 8.0 77.6 712 9.0 87.3 747(.4.9) 8.0 77.6 691卜2.7)
5 5, 13.2 14.0 184.1 793 14.0 184.1 805(.1.5) 14.0 184.1 822卜3.7)
6 6,- 4.9 5.5 27.1 113 4.0 19.7 82ト27.4) 3.0 14.8 59卜47.8)
7

8

9

10

ll

12

13

14

15

7,

10,

15,

14.7

6.3

13.4

8.0

8.0

6.0

90.9

50.5

58.9

874

239

337

9.0

8.0

8.0

102.2

50.5

78.5

923(.5.6)

243(.1.7)

462(.37.1)

10.0

8.0

9.0

113.6

50.5

88.2

1017(.16.3)

247(.3.3)

516(.53.1)
16

17

16, 6.5 8.0 52.3 152 6.0 39.2 126(-20.6) 5.0 32.7 113卜34.5)

合計
I

81.0

∩
63.0

∩
589.2 3464

∩
62.0 596.3 3590(.3.6)

∩
60.0 587.6 3626(.4.7)

g
注)() 内は増加率を示すo

表4. 21最適端末パス輸送代青葉に対する駅別B&R利用需要

端末駅 CASES 運行額度代替案1 運行頻度代替案2

米野木 65(1.9) 78(2.2) 84(2.3)

日進 887(25.6) 929(25.9) 953(26.3)
赤池 598(17.3) 528(14.7) 469(12.9)
平針 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0)
星ケ丘 1226(35.4) 1264(35.2) 1313(36.2)

藤ケ丘 689(19.9) 791(22.0) 808(22.3)

合計 3464 3590 3626

注)()内は駅別利用比率を示すo
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4. 6 まとめ

本章では､鉄道端末バス輸送サービスの改善を目的とした交通計画を策定するために､従来の集計

決定論型需要予測モデルの問題点をある程度解決できるとされている非集計交通行動理論を基礎にし

た需要予測モデルを構築し､この需要予測モデルを組込んだ一連の鉄道端末パス輸送計画策定システ

ムを開発した｡さらに､鉄道端末交通手段としてバスが利用可能である地域を対象にして本システム

を適用し､幾っかの評価指棲に対する系統網と運行窮度の適正化を目的としたバス輸送計画案を提示

することほよって本システムの有用性を検証した｡以下､本章の成果についてまとめてみる｡

2節では､鉄道端末駅周辺の通勤通学交通実態と交通サービス変化後の代替手段-の手段転換意識

を把擁するために実施したアンケート調査の集計分析を行った.交通実態分析の結果からは､複数の

交通手段の組み合せから成る交通経略に対して､人は端末手殿､端末駅､幹線交通手段の各サービス

項目を総合的に評価し､効用最大となる経路選択の結果が実態の経略選択結果として現れることが明

らかになった.手段転換に関する意識データの分析結果からは､代替交通手段-の転換の際には何等

かの転換抵抗が存荏すること｡同一の個人であっても､サービス変化後の交通サービスに対する評価

は環利用手段によって異なるという仮説を定性的に把握した｡

3蔚では､鉄道端末バスの需要関数としてより信頼性の高い需要予測モデルを得るために､ 2節で

考察した端末交通手段選択､手段転換意識に帝する仮説を明示的に検証することができる非集計交通

行動理論に基礎をおく2っの非集計端末バス需要予測モデルを構築した｡その一つは実際の手段選択

に関するクロスセクションデータを用いた手段選択型モデルであり､他の一つは転換意識データを用

いた手段転換型モデルであ'考.手段選択型モデルとしてMN LモデルとN L両モデルを構築した結果､

経蒔選択肢間に類似性が存在し､特に端末駅選択肢の類似性が高いことが明らかになった｡しかし､

NLモデルは適合度が低く､符号が非論理的になるパラメータが存在するなど､ MNLモデルに比べ

ると需要モデルとしての信頼性に欠ける結果となった｡ MNLモデルも､他の選択肢と性質が大きく

異なる上にそのシェアが極めて大きい自動車直行選択肢を選択肢集合に含む場合には､適合度が低下
●

し､符号が非論理的になるパラメータが出現するo以上のことから､手段選択型モデルを需要関数と

して採用するには問題があることが明らかになった｡一方､現利用手段と代替手段との組み合せごと

に作成した手段転換型モデルはすべて高い適合度を示した｡また､現利用手段と代替手段の各組み合

せに特有の転換抵抗とサービス変化後のサービス要因に対する評価構造の相違が存在することが確認

され､手段転換需要を予謝するためには､人の手段転換という動的な意志決定行動をモデル化できる

転換型モデルが有用であることを明らかにした｡

4鮮では､非集計手段転換型モデルを交通需要予測モデルとして組込んだ鉄道端末バス輸送計画策

定システムを開発した｡本システムは､需要予測モデルとして非集計モデルを用いているため､計画

代替案に対する需要予測､代替案評価においてより詳細で糖度の高い検討が可能になることが明らか
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になった｡一方で､本システムにおける交通需要予測段階では､環利用手段と指定された代替手段と

のペア間での転換需要しか予測できないため､すべての手段別需要を算出するためにはが転換モデル

の数が通常の手段選択型モデルに比較して多くなり､予測プロセスが煩雑になるという欠点がある｡

しかし､本交通需要予測手法は､現況の端末駅別､系練別利用需要をうまく再環できることを検証し､

本手法を用いてバス輸送計画代替案の比較評価を行うことに問題が生じないことを明らかにした｡

5節では､実際の地域を対象に､まず6っの系統網代替案に対して4項目の評価指棲の評価値を比

較､検討することにより最適系統網代青葉を選択し､次に集計レベルでの需要弾性値分析を行うこと

によって初期運行額度を適切な連行塀度に修正するという手嶋で最適端末バス輸送計画案を提示する

適用例を示､し､本システムの適用可能性の高さを検証した｡
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第5章 結論

5. 1 研究成果の要約

本研究は､遺銘網をネットワーク構造として明示的に表現した上でサービス変化に伴う分担需要の

変化を考慮できる分担需要変動型交通均衡理論による交通需要予測法､およびバス輸送計画の策定手

法について研究を行ったものであるoバス輸送計画の策定に対する方法論としては､ ① Manual ②

Market flnalysjs Project ③ Systems Analysis ㊨ Systems Analysis ujth lnteractjve Graphics

㊨ Mathematjcalなどのアプローチ法が考えられる.本研究では③と⑤のアプローチ法に焦点をあて､

特に､一意の最適解の決定可能性や数学的客観性を持っ上に数理計画手法や計算機の計算処理能力の

発達に伴う計算可能性が今後多いに期待できるMathematjcalアプローチ法を中心に研究を進めてき

たo ①-⑤のいずれのアプローチをとるにせよ､バス輸送計画策定時に問題となるのは､交通サ-ど

ス変化に伴う需要変動の考慮の方法であるo従来は主に､ ①固定型需要 ②集計確率分布型需要に対

してバス輸送計画の策定が行われていたのに対して､本研究では交通サービス変化に伴う ③非集計

型需要 ⑥需要変動型均衡交通鹿妻をその中で考慮できるようなバス輸送計画策定手法の開発を行っ

ている｡以上のように､バス輸送計画策定手法には(a)計画策定に対するアプローチの方法(b)

需要変動の考慮の方法 という2っの軸が存在する｡本研究の最終の目的は､計画の対象となるバス

輸送ネットワークの輸送機能に応じた計画策定アプローチと需要考慮法の適切な組み合せを見出すこ

とであり､その理論の確立と実際の道蕗網へのモデルの適用可能性を明らかにすることにあった｡そ

のために､本研究は以下の'声つの主題によって構成されT=｡それらは､

(1)需要変動型交通均衡理論による交通需要予測法の確立と､実際の都市交通需要分析への適用可能

性の検証

(2)分担需要変動型交通均衡を考慮した最適パス輸送計画策定手法の開発とその実用可能性の検討

(3)意識データを用いた非集計型手段転換モデルの鉄道端末バス輸送需要関数としての適用可能性の
ヽ

検討と､それを需要関数として組込んだ鉄道端末バス輸送計画の策定システムの開発

であるo (1)については第2章で､ (2)については第3章で､ (3)については第4章において議論を

行っている｡以下に各章別に本研究の成果を要約し､全体的な視点から今後の展望を行い､本研究の

結論としたい｡

(1)需要変動型交通均衡理論による交通需要予測法の確立と､実際の都市交通需要分析への適用可能

性の検証

需要国定型交通均衡問題とは､交通ネットワークを構成する各リンクのリンクパフォーマンス関数

が特定化され､ OD表が与えられたときに､自動車の運転者がとるであろう経路選択に関する交通行
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動の下での自動車交通フローを求める問題である｡このときの運転者の経韓選択に関する交通行動規

範として最も合理的であると考えられるのは等コスト経韓選択規範であり､乙の経輯選択規範に従っ

た交通状態においては各交通需要者の走行コストは自分にとって最小になることから､この交通状態

は利用者最適な交通状態となる｡このような交通状態を交通均衡状態と定義する｡交通均衡状態は需

要と交通パフォーマンスの均衡点により決まることから､交通需要を予測するためにサービス変化後

のサービス水準を先決しておく必要がない.また､交通サービス整備による効果は一意に決まる均衡

値によって正確に求めることが可能である｡この固定型交通均衡問題に対して､分布交通需要や分担

交通需要の変動を認めたものを需要変動型交通均衡問題ということを1章3筋で述べた｡分担需要変

動型交通申衡を交通需要分析の申で考慮する必要があるのは､2､ 3章で対象としているように､同

一ネットワーク上で自動車とバスとが競合し､互いの交通量が各手段のサービス水準に影響し合うこ

とによって手段分担需要が変動するような場合であり､これは主として､自動車の代替交通手段であ

るバス輸送網が主要幹線的な機能を持っ場合であるo 2章は､このような交通状態を予測するための

理論と実測交通量を追加データとして用いて交通フローを予測する新たな方法韓を確立したものであ

ち. 2簸では､自動車､バス両手段の交通量の関数であるリンク走行コ■不トを介して､ OD間の手段

選択と鍵箱選択とに影響を及ばす交通パフォーマンス要因と､手段選択だけに影響を与えるトリップ

特性要因とを手段選択関数の説明要因として含む2手段分担需要変動型交通均衡需要予測モデルを､

varjational lnequaljty 理論により定式化した｡さらに､リンクコスト関数のヤコピ行列の正定値

性と対称性を仮定した場合には､多くの有効な解法が開発きれているBeckmann型の数理最適化問題

に変換可能であることを明らかにした｡従来､需要変動型交通均衡需要予測法は､手段選択関数パラ

メータをPT調査などから得られるゾーン間分担率とサービス特性値の実態データを用いて垂回帰分

析などによりあらかじめ求めておき､その値を手段選択関数に代入してから均衡交通量を求めるとい

うプロセスの中で用いられてきた｡しかし､需要変動型交通均衡問題から得られるサービス特性値の

均衡値は調査から得られたサービス特性値の実績値と整合性のあるものではなく､そのために推定さ

れた均衡交通量は実績交通量に回帰する保証はない｡ 3飾では､観測可能ないくつかの実績分担交通

量に分担需要変動型交通均衡モデルから得られる推定均衡交通量が最小自乗回帰するように､手段選

択関数パラメータとリンクコスト構成要因パラメータ､および均衡交通量とを同時推定するモデルを

開発した.このモデルは2レベル問題で定式化されている.上位最適化問題は手段選択関数パラメー

タが既知とした場合の人の規範的交通行動を求める分担需要変動型交通均衡問題であり､下位最適化

問題は人の実際の手段選択行動結果と上位問題から得られる規範的選択行動とのずれを最小にするよ

うな手段選択閑散パラメータを求める最小自乗問題である｡ 4節では､バス運行額度は固定であり､

パスのリンクコストは自動車のリンクコストの関数であるという現実的な仮定を導入することにより､

線積分を目的関数の中に含むBeckmann型最適化問題を単一モードの問題に簡略化した.さらに､非
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線形収束計算アルゴリズムにおける勾配ベクトル決定法としてF-Wの分解原理が利用可能であるこ

とを明らかにした｡このモデルと解法を用いて､観測サンプルと観測誤差が推定精度に与える影響を

検討するための感度分析を行った結果､観測データをある程度の数収集すれば､たとえ観測誤差が大

きい場合でも､均衡交通量はかなり高い精度で推定可能であることが分かった｡ 5鮮においては､本

モデルを実際の称市圏交通需要分析に適用した結果､分担需要変動型交通均衡需要予測モデル自身の

適合度は高いこと､手段選択閑散パラメータと均衡交通量の同時推定モデルの適合度はそれ以上に高

いこと､推定パラメータの統計的信頼性も向上すること､収集すべきサンプル数とその種類が従来の

方法より少なくても手段選択関数パラメータと均衡交通量の推定精度は高いことが明らかとなり､本

章で開発したモデルの有用性を検証することができた｡

(2)分担需要変動型交通均衡を考慮した最適バス輸送計画策定手法の開発とその実用可能性の検討

3章では､分担需要変動型交通均衡を考慮しながらバスと自動車両モード利用者の増加便益を最大

にするような最適バス輸送計画を策定する手法を提案したo 2節では､バス台数を自動串換算係数を

用いて自動車台数に換算し､パスのリンクコストを自動車のリンクコストの閑散であると定義するこ

とによって､多種モ-ド混合ネットワークにおける自動車の交通均衡問題を自動車換算経緯交通量を

決定変数とする数理最適化問題により定式化できることを示した｡ 3節では､均衡分担需要を求める

ための需要関数として採用したModal Demandモデルを紹介し､このモデルを用いてバス輸送システ

ム導入による交通需要者の直接､間接両便益を評価できるシステム評価閑散を設定したo 4節では､

各モードの交通均衡状態を表現する下位最適化問題を制約条件とし､人の手喫選択結果から得られる

システム全体の増加便益関数を上位最適化問題の目的関数とした2レベルStackelberg計画問題によ

り､分担需要変動型交通均衡を考慮した最適バス輸送計画問題を定式化した｡このモデルは､均衡交

通需要予測モデルとして考える場合には､各交通需要者の交通手段と経略選択に関する利用者最適な

選択行動と､選択に関する段階的な意志決定順序とをモデル化したものになることを示した｡この2

レベルStaekelberg 計画問題を解くために､下位の最適化問題の凸性を証明し､下位最適化問題を

その必要十分条件となる Kuhn-Tucker条件で置換え､それを上位最適化問題の制約条件とすることに

よって通常の第Ⅱ種非線形計画問題に再定式化できることを示した｡ 5筋は､その解法のアルゴリズ

ムとモデルの適用例を示したものである｡本間題は､通過経路をあらかじめ指定しておくことができ

ない上に変数の数が多いこと､パラメトリック変数であるバス運行輯度についても最適化する必要が

ある点に特徴があるoそこで､有効経蒔を逐次取込み法により限定し､均衡問題の外僻にバス運行額

度の収束ル-プを持っア}L,ゴ')ズムを開発した.仮想的なネットワ-･クに適用した結果､計算時間､

解の収束状況､解の一意性などの面で最適バス輸送計画策定のための一手法として本モデルとその解

法が有用であることが明らかにされた｡
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(3)意識データを用いた非集計型手段転換モデルの鉄道端末バス輸送需要関数としての適用可能性の

検討と､それを需要関数として組込んだ鉄道端末パス輪送計画の策定システムの開発

4章では､鉄道端末輸送をその機能とするバス輸送計画の場合には､交通均衡理論に立脚した需要

予測手法よりも､多様で詳細なサービス要因の変化に対する感度が高い非集計型交通需要予測手法､

その中でも､意識データを用いて構築される手段転換型モデルが鉄道端末バス輸送需要閑散として適

用性が高いこと､計画策定を行うためq)アプローチ法としては複数の代替案に対して多様な評価項目

に関する総合評価を行いながら最適代替案を選択するSystems Analysjsが有効であることを示したo

まず2簸では､自動車から公共交通機関-の転換対策に関するアンケート調査結果の集計分析を行っ

た｡その結果､人は端末手段だけのサービス特性で端末手段を選択しているのではなく､端末駅の魅

力度や駅から目的地までのサービス特性などを総合的に評価して選択を行っていること､他の交通手

段へ転換する際には何らかの抵抗が存在し､サービス変化後の交通サービスに対する評価は同一傭人

であってもそれまで利用している交通手段によって異なるというダイナミズム性が存在することが定

性的に明らかとなった｡ 3節では､ 2種類の非集計型交通行動モデルの推定パラメータの検討によっ

て､端末手段選択行動に関する上記の仮説の検証を統計的､定量的に行った.モデルの一つは実際の

交通手段選択行動結果に関するクロスセクションデータを用いた手段選択型のMNLモデルとNLモ

デ)LJであり､他の一つは意識データを用いて現利用手段ごとに構築きれる手段転換型のモデルである.

第一の仮説を検証した結果､端末手段の各種サービス特性､駅独白の特性､駅から目的地までの各種

サ- ･ビス特性を総合的に評価して端末手段選択が行われていること､端末手段よりも端末駅相互に選

択肢類似性が存在すること､自動卑直行のようにその特性が他の選択肢特性と異なる上にその選択比

率が極めて高いような選択肢巷選択肢集合に含む手段選択型モデルは推定パラメータに片寄りが生じ

ることなどが明らかになったo第二番目の仮説を検証した結果､他の交通手段-の転換の際には転換･

抵抗が存在すること､サービス変化後の交通サービスに対する評価は同一個人であってもそれまでの

利用交通手段によって異なること､類似した交通手段相互の転換行動には現利用手段の相違による転

換抵抗や評価構造の差は小さいことなどが明らかにされた｡以上の検討結果より､鉄道端末バス輸送

需要予測モデルとしては､非集計交通行動理論に基づき､交通サービス変化による手段転換行動を適

切に表現できる手段転換型モデルがより有効であろうという結論を得た｡ 4節では､非集計手段転換

型需要関数を組込んだ鉄道端末バス輸送計画の策定システムを提案した｡非集計型需要閑散を用いて

ゾーン内利用需要量を求めるためには集計化の手続きを必要とする｡ここでは､短期の需要変化を予

測する場合や対象地域が限定されている場合には高い集計予測精度を得ることができるといわれる実

サンプルを用いた集計化手法を用いた｡バスアンドライドの利用端末駅別需要とバス系統別南雲に関

する再現性をチェックした結果､本バス需要予測手法の適合性はかなり高く､本手法から得られる需

要予測結果を用いてバス輸送計画代替案の比較評価を行うことに大きな問題は生じないことが明らか

-128-



になった｡計画策定システムはSystems Analysjsをそのアプローチ法としており､複数の系統絹代

膏案に対して多様な評価項目に関する総合評価を行いながら最適端末バス系統網巷選択し､運行塀度

に関する弾性値分析を行って適切な系統別運行額度を決定するというシステムである｡ 5節では､ア

ンケート調査実施地域を対象にして本端末バス輸送計画策定システムを適用した結果､その適用可能

性の高さを検証することができた｡
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5. 2 今後の課題と展望

以上､本研究で得られた成果を要約したが､残された問題点や今後解決されるべき課題も数多く存
ヽ

在する｡以下では､前述した(1)-(3)の各々にっいてその問題点と課題に触れ､自らが行うべき内

容も含めて今後の研究方向への提言とする｡

(1)に関する第一の問題点は､均衡の定義に係わる問題である｡本研究における分担需要変動型交

通均衡の定義は､手段選択に関しては同一OD間パーソントリップであっても手段間コスト差の関数

である手段選択閑散によって異なる手段を選択するという確率論的定義となっているのに対し､経路

選択に関してはOD間最小コストよりもコストが大となる経韓は誰一人たりとも選択しないという決

定論的定義によって構成されている｡しかし､経路選択に関する実際の交通行動は決定論的ではない

と考えられ､個々の利用者の時間価値や趣好の違いによって最小コスト以外の経路も選択きれている

と考えられる｡このような考え方に立っ均衡モデルは確率均衡モデルと呼ばれており､米国や日本で

もその理論的研究や適合性に関する実証的研究が進められている｡第2章における手段選択関数パラ

メータと均衡交通量との同時推定モデルの基本的考え方は､任意に定義された均衡状態を再現する最

適化問題から得られる解と実際の人の交通行動結果とのずれを最小にす声ようなパラメータを決定す

るものであるから､設定きれた均衡の定義が実際の人の交通行動規範から大きくかい離したものであ

る場合には､モデルは単なる最小自乗推定問題となり､交通需要予測手法としては意味がなくなる｡

実際の都市圏交通分析-の適用の結果､均衡交通需要モデルの推定精度は高いことから､ 2章で用い

た分担需要変動型交通均衡の定義は人の交通行動規範として一応適切であると考えられるものの､確

率均衡の定義による推定糖度の方がより高いと考えられる｡今後は､本モデル形式を用いて種々の均

衡の定義による推定糖度の比較検討を行う必要があり､またその結果として手段､および経蒔選択に

関する人の真の交通行動規範を見出すことが可能になると考えられる0

第二の問題点は､対象とする交通需要分析に応じた定式化方法とその解法の選択の問題である｡交

通均衡状態を定義し､それと必要十分の関係にあるVarjatjonal lneq'ualjtyを誘導することによっ

て交通均衡モデルを定式化する方法は有用であるo一般の多種モード混合ネットワークフロー問題や

当該リンクの')ンタコストが他のリンク交通量に影響を受けるようなネットワークフロー問題の定式

化にも Ⅴ.Ⅰ.はそのまま適用でき､コスト閑散のヤコピ行列が非対称であったり､需要変動型の問題

であっても-意の解を得ることができる. Relaxation法やProjectうon法など､ V.Ⅰ.を解くための

解法が開発されてきてはいるものの､その解法は極めて複雑であり､高度の数値計算技法を必要とす

る｡これらの問塩は数理計画や数値計算技法の有効性を試みる格好の対象事例になってはいるが､実

際の交通現象分析から幾分離れたところで議論がなされている感がある｡モデルやその解法は簡単で

ある方がbetterであり､我々は分析しようとする対象に応じて､有効な信頼区間の申で現実的な仮

定や許容きれる変換を用いることによって､より平易なモデル( Beckmann型の数億最適化モデルな
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ど)とその解法の開発-研究を展開する必要がある｡逆に､分析対象によってはより厳密なままでの

定式化とその解法が必要となる場合もあり､今後はこの両方向への研究の発展が望まれる｡

(2)については､交通均衡の定義とモデルの定式化や解法に関する点で､ (1)で述べた問題点と全

く同様の問題点がある｡また､分担需要変動型交通均衡を考慮できる最適バス輸送計画問題を2レベ

ルStackelberg計画問題として理論に定式化できたものの､大都市道鏡網を対象とした実際の道路ネ

ットワークでの計算を行っておらず､今後この実証的研究を進める必要がある.

しかし､バス輸送計画に限らず最適交通サービス計画問題において最も重要な問題は､計画の評価

指標をどのように与えるかと言う問題であろう｡ 3章では､バス輸送システム導入により自動早から

の転換が生じ､交通混雑が横和されることによって自動車利用者が得る間接便益までも評価の対象と

し､交通需要者全体が受ける絵便益を評価拍棲としたo新規施設利用者に対する直接便益だけを評価

指棲としていた従来の方法に比較すればより進展したのもになっているが､新規バス輸送システムの

与える影響は更に多くのものが存在すると考えられ､今後は便益の種類とその帰属主体を明確にした

評価システムを開発することが重要である｡さらに､系統別運行塀度だけではなくパス系統網も同時

に決定変数とするようなモデルに拡張する必要もあろう｡

(3)に関しては､鉄道端末バス輸送計画に対する有効な計画策定システムを開発できたと考えてい

る｡しかし､今だに多くの問題点が残されている｡その一つは､非集計型交通需要予測モデル構築に

当って手段選択や手段転換に関する人の交通行動原理の解明に力点を置きすぎたために､本システム

で開発した需要予測システムは現利用手段と転換対象手段の組み合せごとに手段転換モデルを必要と

し､さらに駅選択モデルを必要とするなど､需要予測システムが極めて複雑になった点である｡

第二の問題点は各種代替案の評価システムに関するものである｡前述したように､システムを評価
-tIユ ーr I

するのにいかなる評価指棲を用いるかという問題に対して､ 4章ではバス魂高畠要を中心としたバス
輸送運営者例の視点からだけの評価指標を設定しているにすぎず､利用者側からの定量的な評価項目

が全く採用きれていないため､実際のバス輸送計画策定システムとしては片手落ちでーあるo また､計

画策走者が多くの評価指棲を検討しながら最適な代替案を選択する場合に必要とされる客観的評価手

法や道具が用意されていないことにも大きな問題が残るo客観的評価手法として考えられるのは多目

的計画法を導入した評価システムであり､道具となるのは入力情報に対して jnteractjveであり､結

果の出力媒体として graphjcs機能を備えた評価レステムであろうo今後はこれらの機能を組込んだ

バス輸送計画策定システムの開発が望まれよう｡

以上が､本研究で探究できなかった主要な問題点であり､今後に残された研究課題である｡
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